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第9章小規模農業における雑草制御のための科学技術を用いた革新

伊藤一幸(神戸大学農学研究科)

9. 1 背景

アフリカの小規模自作農が生産性と雇用の水準を高く維持する能力は、病害虫や寄生雑

草を制御する農業者の能力に依存する。そのような能力を強化するために科学技術の適用

する研究はアフリカではほとんど行われてこなかった。さらに、アフリカで一般的な雑草

の種類に関する情報や、この問題を扱う手法に関する情報は限られている。この章は、こ

の分野における研究と政策のギャップを埋める試みである。

ストライガは、根に寄生し、花を付ける雑草である。サブサハラ・アフリカ全域に生息

し、作物の収穫を著しく損なう。この雑草はアフリカの農民が自家消費のために生産して

いる食糧作物から、必須栄養分を横取りして生存している。地中では雑草が成長のための

水や栄養分を吸い上げ、その問地上では作物が枯れ、収穫量が落ちる(Khanet al. 2007)。

サプサハラ・アフリカの農業生態学的な地域区分は、東アフリカの高原から西アフリカの

乾燥したサバンナまで多様であり、複数の種類のストライガが、メイズやソルガム、陸稲、

サトウキピなどの作物や牧草や野草などにまで害を与える。サブサハラ・アフリカの耕作

地において、ストライガによる害は2630万ヘクタールに及ぶと推定されてきた(G時間elet al. 

2004)。ストライガによる被害総額は年間およそ 70億ドルにのぼると推定され (Gurneyet 

al.2006)、また、作物の産出高が減ることが、サプサハラ・アフリカの推定3億人の人の生

計に影響を与える(司e凶 2007)。しかしながら、雑草は埋土種子パンクを増加し続けて新し

い地域に広がるので、農業者の多くはストライガが彼らの土地の質や食料安全保障に与え

る脅威に注意を払わない。

これまでに、複数の研究がストライガの脅威を制御する方向へ舵をきってきた。早くも

1936年には、ストライガの問題は、ケニアのピクトリア湖盆地内の農家にあったと報告し

ている (uswald2005)。エチオピアでは、ストライガは 130年以上前に初めて記録されたが、

ここ 20-30年の聞に、穀物の単作が原因となり、破壊的な問題にまで達するようになった。

アフリカのストライガ研究は、それゆえ、長い歴史があり、効果的な統制技術に関して幅

広く研究されてきた(Ahmedet al. 2001)。しかし、なぜ農業者がストライガを制御する方法

を適用しないのかについて分析される必要がある。おそらく、開発された制御法が適切な

もので、試験場の中だけでなく広く使われことが可能かどうかを確かめることが最も重要

だろう (Emechebeet al. 2004)。

研究を通じて脅威を制御しようとしたにも関わらず、ストライガの問題は残存し、重要

性を増してきた (uswald2005)。農業生態系の分布地域は、以下のように要約される。

標高:ストライガ属植物は、海面レベルから海抜 2750メートルの標高で育つ。半乾

燥や亜熱帯地域に生息すると一般的に言われる (Cochrane&町田s1997)。
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湿度:ストライガ属植物は、年間降雨量が 25-150ミリの地域で育つが、降雨量が増

すにつれ寄生の重大性は減少する (Moha皿edet札 1998)。

気温:種子の発芽にとって最適な気温は 30-40度であり、 15度以下もしくは 45以上

では発芽しない (A白勾叫 etal. 1998)。対して 30度は、ストライガ種の発芽と成熟ま

での急速な成長にとって最適な環境だと知られている仏ogan&S旬W町t1991)。

土壌の種類:ストライガは、重い粘度から軽い砂において生息する。雑草は、浅く、

砂を含む、岩石からなる、ラテライトなどの土壌においても生息すると言われる

(Cochrane &芦田s1997)ロこのような土壌は、栄養分が少なく乾燥している。低い土

壌の肥沃土や水ストレスは、肥沃度が高く深い土壌と比較して、宿主に与えるストラ

イガの害の重大性を大きくする。

サブサハラ・アフリカにおけるストライガ属植物の発生と分布は表 9.1に示す。今日、農

業雑草とみなされるストライガは世界に 11種類あり、うち旦 hermonthica、丘四iatica、広

forbsii、旦副pera、S.ge抑制'odi自の 5種は、深刻な害を与える (Bemeret al. 1997)。ストラ

イガ種の宿主になる主な植物は、表 9.1で示すように、メイズやミレット、ソルガムやサト

ワキビなど C4穀物や、 C3の陸稲である (Musselm阻 1980;Cochrane & Press 1997)。中でも

広田iaticaはサブサハラ・アフリカから東南アジア、オーストラリア、アメリカ、そして、

特異な例としてはサワジアラピアやフィリピン、インドネシアまで非常に広い地域に分布

する。Dugjeet al. (2006)は、ナイジエリアでは、 S加 gahermonthica (ソルガムとメイズ)、

広田pera(稲)、丘E町 'nerioides(ササゲ)の主に 3種のストライガが穀物に寄生し害を与え

ることがわかったと報告している。ギニアのサバンナでは、 S.hermonthicaは使用されてい

ない乾燥した高地で見つかり、それは最も伝染性が強いとみなされているが、一方広田ipera

は、稲が育つ水成土壌の地域に発生する (Johnsonet a1. 1997)。興味深いことに、 S田pera

とS.hermonthicaは生息地が重なり、主に西アフリカ、また、エチオヒ。アやタンザニアに点々

とみられるロ S.hermon幼icaの方がより高い標高に生息することが知られている。著作物の

多くにおいて、宿主に関する情報が不足している種もあることは注目すべき点である。宿

主は野草やマメであると想定されているロ穀物に寄生するストライガ属植物の多くは、野

草やマメに寄生することがよく知られている。



同
一
円
刊

省高
幡
~ 

R 
4同
組E
4出
場ト
~ 
Q 
~ 
~ 
e 
s 
軍
冊
様。
十、

~ 

報

室
蝦

表 9.1 サプサハラ・アフリカにおけるストライガ種の分布と発生

ストライガ種宿主 分布

S目 aequinoc陶 lis ギニア、アンゴラ、リベリア、シエラレオネ

S. angole;田お

丘仰19ustifolia

旦asiatica

丘四rpera

旦bilabiata

S. brachycalyx 

旦chrysantha

旦dalzielii

S. elegans 

S.fo池 田ii

広gastonii

S.g.田 nerioidl町

アンゴラ

マラワィ、タンザニア、ザンピア、ジンパブワェ

アンゴラ、ケニア、レソト、マラウィ、モザンピー夕、スーダン、ナミピア、タンザニア、
マダガスカル、南アフリカ、ザンジパル、ザンピア、ボツワナ、ブ、ルンジ、コンゴ民主共和
国

コメ、メイズ、ソルガム、 ブルキナファソ、カメルーン、中央アフリカ共和国、エチオピア、ガンピア、ギニア、コ一
四国稗、野草、サトウキピ トジボワール、ナイジエリア、ニジエール、マリ、ガーナ、セネガル、スーダン

ソノレガム、サトウキピ

コメ、 ソノレガム

プノレンジ、ギニアピサウ、ニジエール、ナイジエリア、ギニア、アンゴラ、ウガンダ、コン
ゴ民主共和国、マリ、ザンピア、マラウィ、カメルーン、ブノレキナファソ、エチオピア、中
央アフリカ共和国、コートジボワール、ケニア、タンザニア、南アフリカ

ブルキナファソ、コンゴ民主共和国、ガーナ、コートジボワール、ナイジエリア

中央アフリカ共和国

ギニア、マリ、ナイジエリア

アンゴラ、ボツワナ、ケニア、マラウィ、モザンピー夕、ナミピア、南アフリカ、スワジラ
ンド、タンザニア、ザンピア、ジンパプウェ

サトウキピ、メイズ、ソル アンゴラ、ボツワナ、コンゴ民主共和国、エチオピア、ケニア、マラウィ、モザンピーク、
ガム、コメ 南アフリカ、スーダン、スワジランド、タンザニア、ウガンダ、ザンピア、ジンパブウェ

チャド、中央アフリカ共和国

ササゲ、野生のマメ アンゴラ、ボツワナ、ブルキナファソ、ブルンジ、カメルーン、中央アフリカ共和国、コン
ゴ民主共和国、エチオピア、シエラレオネ、セネガル、南アフリカ、タンザニア、ジンパブ
ウェ、ガンピア、ガーナ、ケニア、マラワィ、マリ、モザンピー夕、ソマリア、ナイジエリ
ア、ルワンダ、ウガンダ、ザンピア



マラワィ、タンザニアS. gracillima 

コンゴ民主共和国

アンゴラ、カメノレーン、中央アフリカ共和国、コンゴ民主共和国、ジブチ、エリトリア、ガ
ンピア、ギニアピサウ、エチオピア、コートジボワール、ニジエール、ケニア、セネガノレ、
スーダン、チャド、ウガンダ、タンザニア、トーゴ、ナミピア、ナイジエリア

ガボン、

ソルガム、
四国稗、サ

メイズ、コメ、
トウジンキピ、
トウキピ

S. h唱llaei

S. hermonthica 

アンゴラ、ブルキナファソ、中央アフリカ共和国、コンゴ民主共和国、ケニア、エチオピア、
モザンピーク、ソマリア、ナイジエリア、セーシェル、タンザニア、ザンピア

モザンピーク、南アフリカ

S. hirsuta 

エチオピア、ケニア、タンザニア

エチオピア、ケニア、タンザニア

S.junodii 

旦k1ingii

サトウキピ丘latericea

ギニア、セネガル、ギニアピサウ旦lepidagathidis

シエラレオネ

スーダン、タンザニア、ザンピ

コンゴ民主共和国、ケニア、マリ、ナイジエリア、

トーゴ、ブルキナファソ、ガーナ、ギニア、ナイジエリア、
ア

ブルキナファソ、S.lutea 

S目 passargei

エチオピアS. pinnatifida 

S. primulaid，自

主pubiflora

マリ、ナイジエリアコートジボワール、ガーナ、

ケニア、モザンピーク、タンザニアサトウキピ

エチオピア

出典:Johnsonなど.(1997); Khanなど.(2000); Moha血edなど.(2001) 
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9.2 ストライガ周植物の成長の要因と流行

ストライガの寄生は、穀物栽培を続けた結果、着実に増加する。過度に使用され、消耗

し、不毛となった土壌は、重大なストライガの寄生を引き起こす。ローテーションや他の

新しい土地への移動をせずに高収量穀物の栽培を続けるために、土地に負荷がかかり、土

壌を枯渇させる。このような土壌は、水分ストレス条件に加えて、ストライガが寄生する

のに好条件である(Khanet a1.2007)。

枯渇した土壌のために宿主の育成が悪いと、日蔭が少なくなり、重度の寄生を引き起こ

す。不毛な土地への投入財にほとんどお金をかけることができず、また、数年間単作(同

じ作物を同じ地域に植えること)を続けている小規模農家にさらに問題を与える。複数個

所に寄生すると、断念したり移住しなければならなるほど収量が落ちる。サブサハラ・ア

フリカでは長くストライガ雑草を不適切に扱ってきたため根絶されることはなかった。

小規模農家が貧困であるために、彼らは以前の収穫の際に集めた種子を共有する。それ

がストライガの蔓延を促進させた。加えて、単作や大きくて重大な雑草の寄生を増加させ

る要因の結呆、土壌の栄養分を補給することを提唱しなかったことが、サブサハラ・アフ

リカでのストライガの大流行を増加させた (Woo凹 r2004)。

ストライガは、複数の種子を生産する。そして、耕作の問、種子は、何年もの間潜伏で

きる土壌に入り込む。その後、整地や除草のために人が使う道具を通して、新しい土地に

広がる。動物が牧草を食べるために移動することによっても、種子は広まる (He阻 e2009)。

新しい土地への種子が拡散し、壊滅的な影響に気付くことができない農業者の穀物の収量

を減少させるに至る複雑な体系をつくる。

9.3 ストライガ制御技術

ストライガ属植物を制御するのが難しい理由の 1つは、効率的な種子生産のメカニズム

に関係する。 1つの薪あたりの種子の数は、旦 hermonthicaだと 700、広耐iaticaだと 800に

もなる。 lつの植物には平均 60から 70の競がある。ストライガは多くの種子を生産でき、

持続可能な土壌の条件下では 10年以上も成長できる (Gbehounouet a1. 2003、Khanet a1 

2002)。

ストライガの広がりを抑制するための研究は、土壌の栄養分の改善を仕向ける手段から、

ストライガ属植物の発生に直接効呆を与えるものへと発展してきた。手で除草したり

(R組問m1996)、化学刺激剤を使用するよりも (Worshamet a1. 1959)以下の手法を推奨す

る。

マメ科の作物や他の間作物を利用する:マメ科の作物は、宿主ほどではないものの発芽

を刺激して新しいストライガ植物の成長を阻止する。 Sauerbonet a1. (2009)は、大豆やヒ

マワリ、コットンなどのマメ科植物は、誘引作物として利用され、埋土種子パンクを年間

30%減少させることができる。 C悶 kyet a1. (2000)によると、大豆がストライガの発生を減

少させたあとにメイズを植えると、メイズの収量が増加する。 Odhi岨 boとR且so血(1994)

は、穀物とマメ科の作物を混作することで、穀物の単作と比較してストライガの発生を減

少させることを明らかにしている。
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ソノレガムやメイズと Desmodiumuncina同mを2対 Iの比率で混作すると、ストライガの発

生を減らすことができ、収量を増加させる(Khanet札 2002;Hopeer et al. 2009)。ササゲや

タヌキマメ、緑葉ヌスピトハギとメイズの混作は、それぞれ、 58.3， 54.2、125%収量を有意

に増加させるほhanet al. 2007)。白yokotet乱 (2002)はさらに、他の誘引作物と比べてコ

ットンはストライガの発生を減らすのにより効果的だと明らかにしている。

作物のローテーション:作物のローテーションと休閑マネジメントはストライガ属植物

のライフサイクルを阻止し、やがて土壌の種子パンクを減らす (uswald2005)。しかし、こ

れらの手法を有効にするためには、ストライガが成熟する前に手作業で除草し、新しい雑

草ができるのを防がなければならない。作物のローテーションと改善された休閑マネジメ

ントの重要な利点は、他の技術を比べ、対ストライガのためにほとんど資金を利用しなく

て済むことだ。

ローテーションする作物は、その地域に農業生態学的に適応性と持続性を有し、ストラ

イガの種子パンクを減らし、土壌の回復に重要な役割を果たすかどうかに基づいて選択さ

れるべきである (uswaldとRansom2001)。ササゲやナンキンマメは土壌の栄養分を回復さ

せるがストライガの種子パンクをほとんど減らすことがないのに対して、大豆やコットン、

ヒマワリなどは、土壌の栄養分の改善と同時にストライガの寄生を減らす。例えば、コッ

トンとソルガムのローテーションはストライガの発生を 43%減少させる(Oryokotet al. 

2002)。コットンやピーナッツ、大豆、ヒマワリ、キマメなどのローテーション作物として

の経済的な可能性は他の作物よりも大きい (uswald2005)。

土壌の栄養分・ストライガの寄生は、土壌の低栄養レベルに関連すると、先行研究で明

らかにされている。ゆえに、土壌の栄養を改善すると、ストライガの発生も減らすことが

できる (Debrahet al.1998)。しかし、ストライガの影響が減少するメカニズムやプロセスは、

栄養のレベルやストライガの発生に関連付けて文書化されたり数値で表されたりしていな

い。 Schu1zet al. (2003)は、有機物が少ない土壌より、多く含む土壌においてストライガの

密集は少ないと述べている。窒素は、無機物として投入される際に特に、ストライガの発

生や影響を減らすと報管されている。 尿素やアンモニアは、特に寄生を減らすために選ば

れる。ソルガムなどの作物の生産において窒素を投入すると、作物の活力が向上する。ス

トライガ雑草の効果的な抑制は、植物が窒素に反応する程度に依る。ソルガムが栽培され

ている地域において、窒素が多ければソルガムは元気になり、根も大きくなり、ストライ

ガが群生する地帯での影響を減らす (Showemimoet a1.2002)。窒素の投入を 5D-100kglhaに

すると、ストライガの影響力が弱くなり、植物が元気になり、茎が太くなり、根を乾燥さ

せる。しかし、植物自身に抵抗力があることが、ストライガ抑制のためには理想的である。

除草剤を使用する:近年の技術の進歩の結果、加azpyr抵抗(IR)メイズのストライガを

制御する今までにない新しいアプローチは、種まきの前に低量の位田zp戸除草剤で覆うこと

だ (AATF2006)。メイズが発芽するにあたり、メイズの根に付着したストライガ切り離さ

れ、植物は簡単に寄生雑草の影響から逃れることができる。土壌に残る(メイズに吸収さ

れなかった)除草剤は、周りの致死ストライガ雑草へ拡散し、種子パンクを減らす。スト

ライガを制御するための凶azp戸抵抗メイズは、穀物の収量を増加させると報告されている

ほ血血甲iuet al. 2001)。

しかし、 uswa1d(2005)は、 R メイズ除草剤は、それ自身の抵抗力としての欠点が、通
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常、メイズの他配による単一劣性遺伝子に依り、結果的に植物は抵抗することができなく

なると報告している。農業者も、貧困なためにシーズンごとに新しい種子を購入すること

ができないので、ストライガの感染地域において技術が根付かない (Oswa1d2005;Kh姐etal 

2006)。

抵抗種を使用する:抵抗種の品種改良は、サブサハラ・アフリカにおいてストライガの

影響を減らすとても重要な点の 1つである。先行研究は、特にメイズやササゲ、ソルガム

などのストライガへの抵抗と同様に耐性にも焦点をあててきた。しかし、サトワキピや稲

などの作物はストライガに抵抗力があると報告されてきた。エチオピアでは、 Gubiye!P9401 

は抵抗力を示す一方で、 S.hermonthicaと旦田iaticaはソルガムの土着種に感染することが見

つかっている (T，町田m2006)。しかし G抽 iet a1. (2005)は、作物は、既存の生物型によっ

て抵抗力が崩壊することがあるので、ある地域では抵抗力を持つものの、別の地域では負

けてしまうということを明らかにした。異なる地域でソルガムが栽培されているタンザニ

アにおいても観察されており (Doggett1952)、西アフリカにおいても観察されてきた

(R出国hiah1987)。ケニアでも、ストライガに抵抗力をもっ、 WS909やWH502、 KSTP94 

という複数種類のメイズが市場に流通している (Woomer2004)。これらの種が農地で成功

することは、雑草に抵抗できるかどうか、加えて、農業者が種子の購入が可能かどうか、

交配種と比べて栽培が受け入れられるかどうかにかかっている。

ササゲは、唯一、 Strigag，田neriod.回種による影響を受ける作物である。しかし、ブラック

アイなどの品種は影響を受けやすい一方で、 B301や IT82D-849などの種は旦E回'nen目。d田に

抵抗すると知られている (L岨 eeta1.1993;A旬，kp1eet a1. 1995)。他の地域では、マリにおい

て広く栽培され、長い間旦 g田neriod，町に抵抗すると知られていたササゲの高収量品種

(Svi旬・2)が、影響を受けやすいと報告された (L血 e& Bailey 1992)。これは、 Ge也iet a1. 

(2005)による、生物型が種の抵抗力を崩壊させるという報告でより確かになった。

単一の手法だけでは成功しない:アフリカの多様な営農体系は、ストライガの制御は普

遍的に発展することはないことを意味する。今までに発展してきた技術の中で、持続可能

なレベルまで作物の収量を向上させるためにストライガの影響を制御・減少させることが

できるメカニズムは、単一では存在しない (Oswa1d2005)。ゆえに、成功しうる制御メカニ

ズムは、幅広い技術がストライガ雑草マネジメントプログラムに統合されるものであるべ

きだ (Sch山 eta1. 2003; Oswa1d 2005)。手作業での除草や作物のローテーション、土壌の栄

養分の回復など複数の手法を合わせることで適切なものとなる。同時に、これらの手法は、

ストライガの埋土種子パンクを減少させ、次のシーズンに新しいストライガが新しい作物

に寄生するのを最小限に抑えるために、抵抗耐性作物と組み合わせることができる。これ

らの手法は、柔軟かつ持続可能でありながら、かっ、社会経済や生物物理学的環境の両方

を取り固まなければならない。

ストライガの遺伝子学的な適応性は、寄生雑草を個々の制御メカニズムに適応させるこ

とができるので、単一の手法は成功しないということが認識されている。ゆえに、適切な

制御措置を発展させるためには、ストライガを生物学的に、生理学的に、生態学的に理解

することが重要である。加えて、それは、利用者と利用される資源にとって都合がいいも

のでなければならない。影響が大きく、効果的で、適切な選択肢とするために、種子パン

クを減らす技術や、農業者が技術を実行するときに必要な資源、ストライガの宿主の収量
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を増加させる技術といった、時間・効率性を含めて複数の要因が考えられなければならな

b 、。

9.4 制御の手法の理解と適用

ストライガを制御する選択肢の可能性は、アフリカの感染地域中のさまざまな研究所で

論証されてきた。しかし、推奨される手法の適用は制限されてきた。制御手法が適用され

ない理由は、農業者の疑い(Khanet al. 2009; Atera 2010; Atera et al. 2013)や、農業者がその

手法は機能しないという噂を耳にすること、そしてそのことが原因で農業者が手法を試さ

ないことにある。 Ateraet al. (2011、2012)は、ケニアでの調査から農業者の理解を以下の

ように分析する。

ストライガの寄生をさらに悪化させる要因となる農業者の理解:マラワィの農業者は、

単作による資金不足や土壌の栄養分の不足、痩せた土地と貧困により、ストライガの寄生

が増加していると考えていた。ケニアでは、農業者は植民地時代より、農耕地から花をつ

ける前のストライガを根こそぎ引き抜き、道路わきに堆積させていたと証言した。後者に

続けられることを確かめるため、後に焼却のために集められた。この習慣によって抜根さ

れたものの、人口が増加するにつれ、道路わきに堆積したストライガは種子を新しい地域

へ運ぶことができた。認証された種子の価格が高騰することも、貧困な農業者が購入でき

なくなるために、ストライガの寄生を悪化させる別の要因となっている。農業者は、種ま

きのために、前シーズンの収穫から種子を共有するが、中には、ストライガの感染地域か

らの種子もある。農業者の中には、研究者が、農地の雑草に関する実験を始めたのを機に

ストライガが蔓延し始めたと主張するものもいる。これは、改善方法が提供されることな

しにストライガの種子を農耕地に導入させている。さらに、両国の農業者は、収穫後に家

畜、特に牛が牧草を求めて移動することで、ひづめや糞に付いたストライガの種子が新し

い地域へ運ばれて普及し、問題が悪化するということを認めている。

両国の農業者の見解は、さらなるストライガ種子の普及を防ぐことを通して、種子パン

クを減少させる必要があることを提言している。加えて、農業者は、追加的な資金を必要

としない新技術を試すことを望んでいる。

ストライガ制御のメカニズムに効果的な農業者の理解.ストライガを制御するための手

法の中でどれが最も一般的かを農業者に調査すると、ケニアでは手作業での除草が、マラ

ワィでは肥料の投入が最善だと理解されていることがわかった(図 9.1)。これは、継続的

な肥料の投入とストライガを根こそぎ抜くこと、つまり通常の雑草に対して行われる手法

と同様の手法が、ストライガの個体群数を減らすと理解されていることを意味する。

従来の研究においては、除草は、寄生雑草を制御するのにほとんど効果的でないと明ら

かにしてきた。ストライガは、種まきの 5~6 週間後から収穫の数日前まで寄生し、農業者

の除草の妨げとなる (uswald2005)。ゆえに、農業者は、ストライガの抜根を幾度もせざる

を得ず、それは、相当な時聞と労働の投下となる。一方で、たとえストライガが抜根され

たとしても、そのときには既に植物毒性を宿主に与え、危害を加えている (0旧国yet al.2006; 

Westerma且 et札2007)。しかし、成熟した植物は埋土種子パンクを再び満たすことができな

いので、制御メカニズムはなお大きな影響を与える。マラワィの農業者は、肥料・堆肥の
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図9.1 ストライガ制御メカエズムに対するケェアとマラワィの農業者の理解
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作物のローテーションは両国とも 2番目であり、混作は追加的な利益をもたらすという

点で有益である。農業者は、農地で余剰の消費作物を得ることができるという以外に、作

物が物質的・環境的なストレスへの反応を変化させるようになると報告している。単作に

よる損傷のおかげで得た資源を、生き残った作物のために使うことができる。 R メイズな

ど除草剤で種子をコーティングされた作物は、ストライガ制御のためのメカニズムとして

いい可能性があると理解された。しかし、農業者がハイブリッド種子を購入する余裕があ

るということはないだろう(表 9.2)。

ストライガ制御の手法としての化学肥料投入は、ケニアと比較してマラワィでは高く位

置づけられた(図 9.0。ケニアの農業者に、制御のためになぜ化学肥料を使用しないかと

問うと、使用したいが購入できるお金がないと口を揃えた(表 9.2)。ケニアの農村の農業

者の多くにとって、化学肥料は高すぎて手に入らない (Morriset al. 2007)。最近報告された

マラウィの例のように、政府が高額の補助金を出さない限り (MoAIFS2005)、農業者が購

入し使用するのは難しい。

表 9.2 ストライガ制御メカニズムの利点と欠点となる農業者の理解

制御手法 利点 欠点 採用の可能性?

手作業での除草と焼花をつける前に行われ不適切な処理が種子高

却 れば、埋士種子パンクを パンクを増加させる

減らし、収量を増加させ

る

除草 埋土種子パンクが減り、 労働力と資金が必要 中聞から高

高収量

作物のローテーショ 土壌の栄養分の向上、ス 各々の家族の要望に低から中間

ン トライガによる被害縮対応するのが難しい

f昆作 マメと一緒に耕作する 労働集約、げっ歯類を 中聞から高

際に特に土壌の栄養分寄せ付ける

の向上、ストライガによ

る被害縮小、追加的な収

入、雑草制御が容易

化学肥料の投入 ストライガの寄生を減高価、投入の費用と非低

らす 現実性

堆肥の投入 ストライガによる被害不適切な投入が土壌高

縮小、土壌の栄養分の向 の病害虫を増加させ

上、高収量 る

除草剤 ストライガの寄生を抑種子の購入が高価 低

える

十農業者がどれほど快く採用するかを示した指標

出典 :A国司など (2011、2012)
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9.5 ストライガ根絶への挑戦

70年以上もの問、公私ともに国際機関は、適切な寄生雑草の制御メカニズムを発展させ

るために多額の資金を捧げてきた。ストライガ制御の特出すべき成功事例は、アメリカと

南アフリカ共和国で遂行されたプログラムだ。アメリカでは、連邦政府によって資金提供

されたプログラムが、農業省や被害に遭っている農業者を巻き込む大掛かりな計画へ発展

した。このプログラムでは、制御メカニズムの評価と同時に、雑草の寄生の地域や範囲の

調査を実行した。伝染病の生態が研究され、制御メカニズムや雑草根絶のための技術が発

展した。規定プログラムが開始され、それは種まきや隔離、制御処置の適用に関する情報

に加えて、技術や感染した作物の進展を統制した。感染した地域は、寄生雑草の根絶のた

め、道路脇や使用されていない農地にまで除草剤や臭化メチル、エチレンを散布した (Ep1ee

1992)。これには 40年という月日と、 2億 5000万ドルもの資金を要した(司自 2007)。そ

れにも関わらず、このプログラムは、単一の雑草に対して政府が実行したプログラムとし

ては最も複雑なものの lっとして認識されている。サブサハラ・アフリカにおいて上述の

プログラムを実行することは到底できない。アメリカのプログラムは資金面で途方もなく

高額であり、貧しいアフリカ諸国の政府のキャパシティーを超えている。

農業者にとっては、ケニアでは 25.5%が、マラウィでは 30.8%が、収穫の保障がないので

ストライガ制御メカニズムを用いることはあまりに冒険的であると考えている。また、ケ

ニアでは 24.2%、マラワィの 20.8%が、投入財を購入する資金が不足していると指摘してい

る。ケニアの 17.1%が、伝統的手法がストライガ制御に適していると答えているのに対し、

マラウィでは 20.6%が技術に関するより多くの情報を集め続けている。これらの結果から、

根底にある問題は、変化や投資への不安であるという結論に達することができる。ゆえに、

正しい情報を用意するために多くの努力が必要だ。

しかし、現存の制御処置では、資金が少なく労働集約的な自給農家においては、短期間

しか実行されない。低資金で小規模農家でも実行でき、また土壌の栄養分不足とストライ

ガという相互に関係する問題に立ち向かう技術でなければならない。

既存の解決策の中では、作物のローテーションはストライガ制御のために 2番目にいい

手法だと両国で理解されていた(図 9.0。この見解は、ストライガの寄生を減らすのによ

り強健な手法は、サプサハラ・アフリカの小規模自給農家の資金が限られていることを考

慮すると、作物のローテーションであると明らかにしたR血 som(2000)、Oswa1dとRansom

(2000の研究におそらく関係するだろう。例えば、ローテーション作物として大豆やコ

ットンをメイズとともに使うと、土壌の栄養分を改善するとともに、自滅的な発芽を促す

レベルにまでストライガの種子の密集を縮小させる。興味深いことに、ケニアでは、混作

は 3番目にいいと位置づけられていた。この見解もまた、農業者にとっては作物をより多

く得ることができるという意味で利点があるので、ストライガ制御の手法として容易であ

ると Oswa1det a1. (2002)によって共有された。しかし、ストライガ制御のメカニズムとし

て最適で持続可能となるためには、家計レベルで生産される大豆の市場と需要が有効とな

らなければならない。飼料である Desmodium種を混咋する技術が、自滅的な発芽を促して
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S. h自主non由icaの寄生を減らすことがケニアでわかっているが(Khanet a1.2008; H句lperet 

a1.2009)、家畜を有さない農業者がこの技術を用いるのは容易でない。作物のローテーショ

ンと混作の技術はまた、はっきりと収量が増加するようになるまでに数年間要するため、

その間続けられなければならない。これらの技術は、現場の知識や農民の経済に適合して

いるかを確かめるために、繰り返し、評価され、パッケージ化される必要がある。

遺伝子組み換え (GM)作物の発展とストライガへの抵抗は確かに明確である。しかし、

遺伝子組み換え技術の普及への政治的な抗議が、技術の採用を遅らせている。種まきのシ

ーズン毎に種子を購入できる資金がない農業者にとって、種子の価格が上がることも課題

である。

政府が、種子にかかる費用のために補助金を出したり、遺伝子組み換え技術が適用された

りしない限り、主食となる作物が他の作物に置き換わることは現実的でないと想定する。

ストライガ抵抗品種の使用は、寄生雑草に対処する選択肢の 1つである。抵抗品種を耕作

するのにあまり多くの費用がかからないため、寄生雑草制御の費用対効果が高い。しかし、

抵抗細胞が不足し、また分子の繁殖が限定的である。さらに、抵抗品種は、わずかな繁殖

しかできない。

ストライガ抵抗品種を使用は、農業者が追加的な費用を投じる必要がないという点で、

寄生雑草を制御するメカニズムとしては理想的だが、これは両国ともほとんど支持されて

いない。ストライガと共生すると知られたソルガムなどは、制御のために栽培され、普及

されてきた。 Fra皿ida、Tiemarrifing、SRN6496、SRN39、N13といったソルガムの種は、発

芽刺激を抑え、ストライガに抵抗できるよう改良されている(Ha田町姐net a1. 2001)。除草

剤でコーティングされた R メイズは、 StrigAwayTMという名称でケニアとマラウィで導入さ

れた。これは、アセト乳酸シンターゼが住み、メイズの根の周りに保護域を作るのでスト

ライガ制御に効果的である (K阻 a皿piuet al. 2003; ATI.宵 2007;vi阻1auweet a1. 2008)。しかし、

種子に関連する技術が適用されない最大の原因は、費用がひどく高いことにある。仮に、

農業者が抵抗品種を入手することができて、それを購入する現金を持っているならば、既

存の農業体系によく適合しているので、品種の採用は可能である。

上述の結論より、制御メカニズムの採用を制限する可能性のあるボトルネックは、農業

者に普及される前に認識され、解決のための戦略が組まれる必要がある。最適な改善スト

ライガ制御パッケージ(rSCOPAs)をつくるために、農業者が優先順位をどう考えているか

を査定する研究者の能力が要求されている。ストライガが蔓延する地域の農業体系や、発

展してきたメカニズムそれ自体が農業者による採用の障害となっていることを理解しなか

ったり、知識に欠けている研究者が多い。より採用されるために、農業者の参加型アプロ

ーチ (FPA)要求に合ったパッケージを農業者が受けることができるという点で推奨されて

いる。加えて、このアプローチは、技術の利点と欠点を認識し、対談の場をつくるための

共同研究を促進する。鍵となるのは、大学、 N∞、私営企業、農業研究者、政策立案者、

農業をしているコミュニティーなど農業部門のステークホルダーが定性的なやりとりを実

現することだ。このようなアプローチは、もし採用されるなら、農業者にとって信頼でき

る技術となり、結呆、農地にいい影響を与えるだろう。

ISCOPAsの発展において、農業者の優先順位が査定されれば、農業者の要求に沿う形で、

農業体系に合わせて手法を発展させることができる。技術がより採用されるために、参加
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型アプローチは、農業部門の全ての重要なステークホルダーを巻き込む共同研究を促進し

なければならない。

私たちは、制御メカニズムと採用に関する農業者の理解についての査定に基づいて、マ

ラウィのストライガ制御メカニズムとしての永続型農業 peロnacultureを分析した(Itohet 

a1.2012)。永続型農業 permacultureとは、自然生態系の多様性や安定性、回復力を保ちつつ、

農業として生産的なシステムを意識的に設計し、持続させることである。これは、自然と

人の調和がとれた状態である。つまり、食料やエネルギー、シェルターなど物質的、非物

質的な必需品を、持続可能な方法で提供するロ永続型農業 permac叫旬開なしには、社会秩

序の安定はありえない。永続型農業 permacultureの設計は、概念の、物質の、そして戦略

の要素が結集した体系であり、全てに生命に対して有益に機能する(Itohet a1.2012)。

混合農林業体系や植物の堆肥、マメ科の混作やローテーションなどを含む永続型農業

permaculture に、技術は使われる。研究は、これらの体系が、生物窒素固定やカーボンの投

入、栄養分の保護を通じて土壌の生産性を向上させることができることを明らかにしてき

た (Ateraet a1. 20 ¥3)。

例えば、マメ科の木は混合農林業体系を作り、 Faiderbia副bidaはわずかな木陰と窒素の肥

料を土壌に提供する。F.a1bidaは、家畜や野生動物に貴重な若葉(葉とさや)を提供する非

常に有用な木である。木の部分は燃料として炭にしたり、建設に利用される。木の皮はミ

ツバチの巣を焼くのに、幹はカヌーを作るのに使われる。作物が成長する雨期には葉がな

いので、この木の下で育つことができる。葉は長い根のために乾期には光合成をする。

小規模農家が収入を増加させるに従い、サブサノ、ラ・アフリカの持続的な農業のために

は、マメと穀物を一緒に耕作するか混作をする、永続型農業 permacultureや混合農林業が

必須となる。 GMや抵抗品種などの種子に関する解決策と比較して、これらの技術は、腕と

科学的証拠に基づいた熟練の農業経験が求められるので、有能な農業者のための雇用を生

むことができる。
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第10章牧畜の将来一乾燥地における雇用促進

アンドリュー・ムデ(国際家畜研究所)

10.1.序論

アフリカにおいて若年層への失業削減政策は存在するものの、その実施状況は理想とは

ほど遠い。それらの政策基本方針の包括的な柱は、若年層の生産的潜在カを引き出し得る

機会を創出することである。また、それらの政策のE確な内容やデザイン、関連する投資

オプションは、国家間・国家内双方における資源賦存と経済構造の違いによって様々であ

る、との合意がある。よって、政策の実施においては、この多様性を考慮する必要がある。

本稿では、牧畜生産システムとその牧畜が行われている広大な乾燥・半乾燥地 (ASAL)

に焦点を当てる。本稿のねらいは、経済的機会を刺激する状況特有の戦略的計画を開発す

る努力と重要な関係がある牧畜民とその乾燥・半乾燥地の特徴を明らかにし、若年層が成

長と発展の主な原動力及び受益者となることを再確認することである。

まず、国家開発政策と投資計画が、若年層に収益のある雇用機会を与え、生産力を付け

ることに焦点を当てる際に、なぜ牧畜人口特有の特性を考慮することが重要なのかを考え

るための問題設定を行う。そして、牧畜生産システムの経済構造を説明し、そのシステム

の重要な方向性を明らかにする。第 3項では、若年層のカを付けることにより、牧畜地域

の経済が収益を上げ、ひいては生産性を高める努力に繋がる、という一連の過程と行動を

示す概念的枠組みを提起する。第4項では、 ASALの成長に拍車をかけ発展を促す投資の優

先順位について議論及び提起し、投資が牧畜地域社会に神益し、特に若年層の雇用を促す

具体的な政策について述べる。第5項では、結論を述べる。

10.2.問題設定:牧畜民と乾燥地

牧畜とは、特に牛、らくだ、ゃぎ、羊等の家畜を飼育しながら移牧する生活手段及び生

活様式を指す。牧畜生産システムは、概して、アフリカの広大な乾燥・半乾燥地 (ASAL)

を基盤としており、低量及び多様な降雨量と、牧畜民の家畜を伴う戦略的季節移動による

水や飼料の空間及び時間的変動によって特徴付けられる。

牧畜は、ASAL放牧地の特異な条件に適応するために何世紀にも渡って進化してきた伝統

的な生活様式の一つであり、アフリカを横断する牧畜民は、民族性、社会文化的背景、地

理的文脈、気候変動と資源配分のパターン、そして市場へのアクセスにより多様である異

質な集団である。これらの要素は、移動の範囲やノ屯ターン、家畜別による群れの分布、牧

畜生産への依存度を決定付ける。

これらの相違があるにも関わらず、牧畜には共通の特徴がある。家畜用の水や飼料の供

給とその利用可能性を最適化するために何らかの形で行う大規模な季節的移動は、牧畜の
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基軸となっている。また、移動を効果的に、かつ、牧畜民の民族集団内外での資源争いを

最小限にするために、すべてのタイプの牧畜民は、群れの移動や管理を統括する一連のル

ール・慣行・伝統を守らなければならない。もう一つの主な共通点(特に牧畜民の社会経

済的文脈の進化と経済的機会の拡大に関係しているもの)は、一般的に牧畜民に支配され

ている ASALsが、しばしばその国の主な経済的中心地から離れており、道路・電気・水等

のインフラへの投資を促すべき重要な生産性に大きく欠け、保健サービス・教育・水・衛

生設備等の重要な公共施設へのアクセスについては、国の平均を遁かに下回る状況である

という点である。

牧畜民は、広く世界に分布している。牧畜民分布の世界レベルの評価は、サブサハラ・

アフリカ、西アジア、北アフリカ(表 10.1)に多くの牧畜民(牧畜民及び農牧畜民)が分

布していることを示している。これらは、当該地域における全人口の 10%近くを占めてい

る。サブサハラ・アフリカ諸国内で、スーダンとソマリアが、牧畜民の占める割合が一番

高く(各 700万人)、次いでエチオピア (400万人)である。

表 10.1:異なる地理的地域における牧畜民/農牧畜民の推定数

地域 牧畜民/農牧畜民の人口 農村人口 総人口の

(100万) の割合(%) 割合(%)

サブサハフ・アフリカ 50 12 8 

西アジアと北アフリカ 31 18 8 

中央・東アジア 20 3 2 

新興独立国 5 12 7 

南アジア 10 l 0.7 

中央・南アメリカ 5 4 1 

計 121 

出典:Rass (2006)τ"homωn他 ο00ヨ)らのデータに基づく。

牧畜人口の政治的・経済的軽視化にも関わらず、牧畜民は、その数のみならず、園内家

畜生産高と国内総生産への生産的貢献についても重要である。数字は当然固によって異な

るが、アフリカ諸国全体の国内総生産 (GDP)の 10%から 44%を牧畜民が寄与している (AU

Report， 2010)。下記の表2は、牧畜生産が圏内家畜総生産において大きな割合を占めてい

ることを示している。主要な三つの家畜(牛、ゃぎ、羊)の牧畜生産の国家生産に占める

割合は、 90%を超えるジブチからー桁台のウガンダ(牧畜生産における国家の牧畜農の割

合が最も低い)まで、様々である。エリトリア、ソマリア、スーダン、ケニアでは、牧畜

の群れもかなり大規模である。
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表 10ム牧畜/農牧畜生産システムにおける家畜の推定値(単位:100万)と家畜総数に

おける割合

東アフリカ 牛肉 ゃぎの肉 羊肉

牧畜生産 園内生産 牧畜生産 園内生産 牧畜生産 園内生産

(100万頭) の割合 (100万頭) の割合 (100万頭bの割合

ジブチ 0.24 94% 0.49 96% 0.46 98% 

エリトリア 1.13 53% 0.76 45% 1.05 49% 

エチオピア 3.33 10% 1.30 15% 1.02 9% 

ケニア 2.88 25% 4.41 44% 3.09 39% 

ソマリア 4.35 85% 11.07 92% 12.87 94% 

スーダン 18.09 49% 18.32 48% 22.23 48% 

タンザニア 2.29 13% 1.91 16% 0.59 17% 

ウガンダ 0.26 4% 0.11 2% 0.04 4% 

出典:Rass (2006) 

主な収入源が牧畜生産である ASALsの住民は、畜産部門へ多大な貢献をしているにも関

わらず、多くが社会の最貧困層に属し、食糧不安や生計破綻などの高い脆弱性がある無数

のリスクに直面している。牧畜民の地域社会によって生み出された価値は、その乾燥地の

環境に牧畜が適しているにも関わらず、繁栄と十分な福利厚生を生み出していないのは明

らかである。これは、これらの数字が一般的に家庭用消費牛乳の価値や、耕起、肥料や輸

送への多大な貢献を考慮していないことを鑑みたとしてもそうである。

確かに、牧畜民の軽視化の結果のーっとして、彼らの生産システム、そして彼らの直面

している変化のダイナミズムに関する質の高い様々なデータが不足している (H田 dy他，

2010， HPG 2009)。そのような中、アフリカの大きな角における牧畜民は、広範囲に研究さ

れ、最近の政策手段の中で捉えられてきたようである。よって、我々は、アフリカ全体の

分析が可能な際は試みるが、主にアフリカの大きな角に焦点を当て、そこで発生する重要

な状況特異性を尊重しながら、他の分野でも通ずる一般化可能な提言を行うことを目指す。

10.2. 1牧畜システムの注目すべき動向

過去数十年において、時間と共に躍進し続ける牧畜システムの社会経済的特徴に明確な

進展が見られている。確かに、変化のパターンとベース、そして変化のより重要な要因の

組み合わせは、牧畜地域社会によって多様ではあるが、主要な一般化可能な傾向は存在す

る。これらの傾向は、経済的努力を増進させ、家畜の生産性を高めるための機会と牧畜生

活への課題の両方を提起している。これらの傾向及びそれらが、どのように若年層にとっ

てアクセス可能な幅広い成長を促すために活用されるかを理解することは、若年層の雇用

創出と国民経済への ASALsの寄与拡大にとって重要である。我々は、四つの主要な傾向(士



240 I第 10章

地所有権の発展、気候及び生態学的変化、貿易と地域経済との連結強化、生計の多様化促

進)に焦点を当てる。

10. 2. 1. 1.土地所有権の発展

時間と空間を越えた牧畜民の移動は、その生産システムや生活様式の中心となる決定的

な特徴であり、自由にアクセスできる土地や“コモンズ" (その土地へのアクセスは、近

隣地域間で確立されたルールと伝統的合意によって統治されており、低密度の人間と家畜

集団においては、比較的競合のない行き来を可能とする)に極めて依存している。 放牧地

の一人当たりの相対価値を増す人口動態ノ4ターンと相まって、急速に変化する土地所有権

の在り方は、従来の移動ルートへのアクセスをより困難にし、激化する水と飼料の獲得競

争のための武力紛争を増加させている。

牧畜民の放牧地の民営化や固有化は、過去十年間に渡って大幅に増加しており、牧畜生

活者にとって直接的な脅威と見られる“土地収奪"という状況を招いている。このような

土地取引は、特にエチオピア、ケニア、スーダン及びタンザニアの放牧地で数多く見られ

る。牧畜用地の最大領域への主な所有権の主張は、表面上は生産性の高い商業的農業の開

発を目的とする大規模な農業企業や外国政府、又は、国立公園を設置し有利なエコ・ツー

リズム事業を開発しようとする政府、自然保護団体、高度に資本化した企業家達による (Friss

and Reenberg， 2010)。濯説農業、道路及びダム建設などの大規模な国家開発計画もまた、

牧畜民が従来から独占的に使用してきた土地への権利要求を増加させている。

基本的な意図は時には良いだろう、また、より重要な点として地域社会に恩恵を与える

生産的で幅広い機会のための潜在力は無視できない。しかし、初期の多くの許画は、関連

地域社会に正のインパクトを与えることができなかったo 不十分な規制や不適切な手続き

によって促進されたエリートによる分捕りは、多くの場合、完全に地域から価値を奪い取

り、地域に思恵をもたらすどころか、しばしば“土地収奪"的企業の無秩序な計画により、

牧畜民は土地へのアクセスを失い、自然資源破壊のために被害を受けた (Gal吋n他，2008)。

これらの大規模計画のデザインと位置調整は、しばしば関係する牧畜地域社会との協議な

くして決定され、移動ルート、ひいては牧畜民の暮らし全体へのインパクトは考慮されず

に実施される。実際に、政府は時々、牧畜地域における土地所有権の多くが非公式である

という事実を、彼らへの補償を拒否するために利用している (G四M皿他， 2009)。

その結果、ケニアのタナ・デルタ土地取引の事例であったように、多くの場合、武力紛争

に直結する一発触発の敵意を生み出す (Nunow，2012)。タナは、一連の残忍な衝突が最高

潮に達し、紛争の絶えない紛争地帯となり、ついには国家警察の特殊部隊が介入し鎮圧し

ている。ソマリア、スーダン、エチオピアにおける紛争もまた、土地所有への不安感の増

大に関係している (Gol也皿也， 2010)。不満や紛争を抑え、牧畜地域の住民に対し、その土

地の生産性の高い産出物を増やし、新しい収入源を生み出す機会を与えるべく、牧畜民の

土地と収益に対する要求のバランスをとることが重要である。これには、影響を受けた地

域社会を効果的に補償することが不可欠であり、より重要なのは、現実主義においては常

に勝者と敗者が存在することを認識する必要はあるが、平均的には地域社会が常にあらゆ

る利益の適正な割合を確実に受け取れるようにすることである。
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10.2.1.2.気候及び生態学的変化

アフリカにおける気候変動とその農業と牧畜への影響に関する文献は、幅広く増えてい

る。アフリカの気候は、 100年前より暖かくなっており、大陸の将来の温室効果ガスによっ

て誘発される気候変動モデルに基づく予測は、ほとんどの状況下で、この温暖化は継続し、

加速することを明らかに示しているとの一般的合意がある(Christensen他.2007; Christy他.

2009; Washington他.2011)。降雨量とその結果の予測についてはあまり均一な見解はない。

モデルは、降雨量にばらつきのある大きな地域的な違いを示している (τ"homωn他.2009， 

Ericksen他，2011)。

これらの不確実性にも関わらず、多くの実務家や地域社会の問では、気候変動の影響は

既に感じられており、気候変動は進行中であるとの合意がある (Mude2008， N田 1y他， HPG

synthesis)。そして、特有の影響は状況によって異なるが、気候変動は、生態学的バランス

を変え、利用可能な草木の組み合わせに影響を及ぼし、最適な群れの構成を変え、群れの

動態に影響を与えるといった形で、牧畜民へ影響を与える傾向がある。牧畜再生のための

群れの大きさの闇値に基づいて (Lybb町t他.2004)、家畜の死亡を引き起こす干ばつの発

生率が少し増加すると、時間と共に牧畜民の貧困率が増加し、生存し得る群れを維持する

牧畜民の割合が減少することを示す研究がある (B町田枇阻dS姐 旬s，Her問ro他，2012)。

気候変動と劣悪な放牧地管理は、利用可能で生産的な放牧地を著しく減らし、砂漠化を

招く原因となると考えられている。東アフリカの一部において、特にエチオピア南部の放

牧地とケニア北東部の ASALsでは、木質でまずい植物種の急速な繁殖が、口当たりの良い

飼料を見つけにくくし、牧畜民にとって大きな問題を引き起こしている。牧畜民は、単に、

時空間的な異常気象に対応するために最適な生活スタイルを取り入れているだけで、放牧

地の劣化と土地所有領域を変えるという付加的圧力は、彼らを気候ノfターンの混乱に対し

て特に脆弱にしてしまう (Ericksen他.2012，Mude他.2007， Nee1y他.2009)。気候の課題

に適応し、変化する気候や生態学的事実によりllPした他の生計手段の機会を発掘するなど、

牧畜民が自分たちに内在する能力を発揮できるよう支援する政策や行動は重要である。生

態系を保存し、放牧地が炭素吸収剤として機能するといったような、生態系サービスのた

めの支払い (PES) を介して生み出せる莫大な富を利用することが重要である。

10.2.1.3.貿易増加と地域経済との連結強化:

長い間、牧畜民と ASALsは、 “周縁"と捉えられてきた。実際に、多数の牧畜民人口を

抱え、比較的非生産的な ASA工sが多くの国土を占めている諸国家においては、より肥沃で

アクセスしやすい地域に対する国家投資や、牧畜民を定住化させ、 “後進的"で非生産的

な生活様式から切り離そうとする明確な政策がとられてきた。一般的に不利で非常に変わ

りやすい条件下にある弱くて実在しないインフラの上にまばらに散在している集団を地域

の経済センターと結びつけるのは難しく、中心部と周辺部の格差は拡大し続けている。

しかし近年、急速に発達している財やサーピス、情報の交換といった経済活動の離れた

中心地と牧畜地域との間での相互連結が劇的に強化されている。スーダン、ソマリア、エ

チオピアなどの固からの家畜や食肉の輸出が急増している。下記の表 3と表 4が示すよう

に、重要な供給ラインに沿ったエチオヒ。アの牧畜民と貿易商は、 10年しない内に、輸出さ

れる生きた動物の総数が三倍近くに増え、価格も上昇し、全輸出額もほぼ五倍に飛躍する
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ことを経験した。国境のそれほど遠くない向こう側のソマリランドでも、家畜の輸出がほ

ぼ同様の増加を見せている。

表 10ふエチオピアからの家畜の輸出量及び輸出額

価格 価格

年 生きた動物 (1，000米ドル) 食肉(トン) (1，000米ドル)

2005-06 163000 27259 7717 15598 

2006-07 234000 36507 7917 18448 

2007-08 298000 40865 5875 15471 

2008-09 150000 77350 6400 24480 

2(】09-10 334000 91000 10000 34000 

2:010-11 472041 148000 16877 63200 

出典:Ca凶y田ldAkili1u 2012、Nationa1B町立ofE也iopiaJSPS-LMMのデータに基づく。

表 10.4.ソマリアからの家畜輸出

年 らくだ 牛 羊とやぎ 冷蔵羊とヤギの胴体 (トン)

2008 18517 59519 940976 

2009 34274 121845 1640065 193 

2010 97165 136001 1569094 145 

出典:C祉施ly姐.dAki1ilu 2012、 也eSoma1iland Chamber of Co出問団からのデータに基づ

く。

アフリカの大きな角における域内貿易と同様、家畜の輸出の様々な付加価値の推計と共

に、 2012年 Ca胞1yらは、 10億ドル近い、実現可能な牧畜の家畜貿易の総額を計算した。こ

の急成長する貿易は、より厳しい基準の検証過程を必要とする世界において、輸出食肉処

理場などの産業施設に欠け、規制の緩い市場構造では、このような膨大な量の貿易を支え

ることはできない、という一般的な認識を覆す。また、この推計は最適化された構造の市

場の総潜在力はどの程度なのかという疑問を生じさせる。これらの数字が示唆するように、

先入観にも関わらず、牧畜民は、自らの群れの経営行動の商業的要因に徐々に適応できて

いる。

家畜貿易の増加は、農牧後背地と主要都市との関係を強化する他の原動力の要因と結果

の両方であろう。時聞が経つにつれ、戦略的開発要請はASALsの道路、電気や情報通信基

盤への投資を増大させている。これらは、情報交換を活発にし、貿易や起業家のコストを

削減し、需要と供給のサービスを拡大し、生活のコストを減らす。地方分権化の進展に伴

い、地域社会が投資の優先順位の決定に強い影響力を持ち、開発計画とサービス提供を通

じて柔軟に多くの資源を分配するようになり、牧畜の町は急速に成長している。
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10. 1. 1. 1.生計の多様化促進

ASALsにおいて、総世帯収入の 50%を家畜又は家畜関連活動から稼ぐ人々を“牧畜民"

とする古典的な定義は (Swi氏1988)、たとえ伝統的な牧畜民であっても、収入源を生み出

す補足的活動に従事していることを示している。ここ二十年程の聞に、飼料へのアクセス

の枯渇化、干ばつに対する脆弱性の増大、資本損失、紛争などの要因は、多くの牧畜民を

定住化させ、他の生計手段を模索させている (Des旬血dCoppock， 2004 and Fratkin 2012)。

不本意な多様化を“押しつけられた"牧畜民は、生存可能な牧畜民より貧しく、栄養失調

率の高さに苦しんでいる (McCAbe他，2010)。

しかし、収入源を多様化させたり、より確実な収益を期待できる他の生計手段へと牧畜

から移行したり、改善された繁栄のための機会によって引き出された牧畜民の成長階級が

存在する。家畜の市場化機会の増大、 ASALsと経済センターとの問の貿易量の拡大、起業

チャンスと給与のある雇用機会の増大は、より多くの牧畜民、特に若年層を魅了している

(McPeak他，2011，Headey他， 2012)。

多様化が進んでいるということは、一様に共通しているものの、その速度とパターンは

異なる。エチオピア南部における収入源行動の研究では、牧畜農世帯の 50%以上が穀物生

産にある程度従事し、一部は天然物の販売、サービス提供、食品や飲食物の加工等の他の

生計手段に携わっていることを示している (Dev町 eux，2006)。ケニア北部の 6つの異なる

牧畜民の地域社会における収入源の多様化に関わる同様の研究では、収入源活動問で相当

なばらつきがあるのを示している (McPeakand L削le，2008) (下記の表 10.5を参照)。ほ

とんどすべての地域社会において、家畜と牛乳の販売と自家消費から発生する牧畜収入は、

総収入の大部分を占めている。賃金と給与からの大きな貢献もまた、これらのシステムに

おいて、公的雇用の重要性が高まっていることを示している。交易と起業活動の寄与は、

送金の次に重要な収入源であるが、経済センターとの関係が徐々に強まるにつれて、増加

することが見込まれる。

表 10.5.ケニア北部の地域社会における収入源構成

場所 牧畜収貿易と 賃金と 純送金

入(%) 商売(%) 給与(%) (%) 作物(%)

Logo1ogo 30 13 43 13 。
N‘g田nbo 43 7 30 B 13 

D町 ibGombo 61 1 16 11 10 

Su別組M町田町 74 18 10 7 。
Nor也Horr 73 3 13 11 。
Kargi 81 3 9 7 。

出典:McPeak and Li仕le(2008). 
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10.3.概念的枠組み:成長促進、若年層の関与

牧畜民は伝統的生活様式に対して相当な課題に直面しているが、上記に要約されている

ように、現在の変化の動学(ダイナミクス)は、生活を強固にする十分な機会を与え、経

済成長を促す。確かに、ある程度の敗者が生まれ、人口動態と気候関連の変化との不利な

組み合わせと共に進化している社会経済の現実は、恐らく牧畜地域の家畜生産の実施や経

営方法に変化を強いるだろう。

牧畜地域における動向と機会に一致し、これらの地域の若年層の雇用を増大させると

我々が信じる様々な投資と政策オプションを特定し、詳細を見ていく前に、本節では、若

年層に権限が与えられ、彼らの機会が増加し、彼らの生産努力へのアクセスが促進される

過程を概念化する方法を提示する。我々の概念的枠組みは、 ASALsの経済成長を促進する

ために管理され目標を定められた努力が、特に若年層が今後生じる機会に対して準備がで

きており、また、それら機会へのアクセスが可能となるように積極的な努力が行われた場

合に、若年層に大きな利益をもたらすという原理に基づいている。

10.3目 I 牧畜システムにおける若年層の雇用

牧畜地域における若年層の雇用に関する特定のデータを入手するのは困難である。しか

し、大部分の若い男性が、家畜を守り管理する仕事に携わり、文化的な通過儀礼や他の儀

式が、これらの活動にステータスを与え、この慣習を強固にするように形成されてきたこ

とはよく知られている。女性では、特に若い年齢層で、より地元に密着している部族が、

これらに貢献している。

若年層の牧畜への関与は早期幼少時代から始まっている。エチオピアの農村世帯の 4歳

から 15歳の子供3038人に対する家庭での主要な雇用についての調査によると、 4歳から 7

歳の男の子で48%、女の子で21.7%が牛の群れを追うことに従事している (Cockburn，1999)。

B歳から 11歳までの値は、それぞれ53.3%と 15.4%である。レソトでは、男の子の 20%が

牛飼いで、学校に行ったことがない。このシステム下では、 7歳から一人前の牛飼いとして

認められる (UNICEF，2005)。牧畜地域では、子供と若年層はしばしば牛飼いの仕事を与

えられる。この規則性は、牧畜生活外での伝統的に限られた機会左、家畜の所有権と管理

に起因する強力な文化的価値観や状況によって永続化されている。

牧畜民の聞で就労能力を構築し、彼らのインセンティブや他の利益を得られる生計を追

求する能力を高めることができる教育は、牧畜地域においてはうまくいっていない。 20世

紀中頃、牧畜民の聞で変化が見られ始めた時、進歩的な牧畜民家庭(家畜の群れが減少し

近くの町に移り住むことにより定住化を余儀なくされた家庭)は一人か三人の子供、多く

は男の子を学校に行かせた。しかし、教育システムがしばしば牧畜民の生活スタイルに合

わないため、教育は疑いを持って扱われた(Zd皿mek他， 2008)。さらに、公的教育システ

ムの弱さ、より高いレベルの教育への進学や雇用機会の限られた可能性を考慮して、牧畜

民の親たちゃ地域社会は最近になるまで教育の長期的効呆を評価してこなかった (Ca古'-Hill

姐 dPearl， 2005)。

より最近では、 ASALsにおいて子供たちの就学状況が大幅に改善しており、若年層の初

等、中等、さらには高等レベルの教育達成率が上弄している。確かに、学校へ通った子供
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達の第一世代が相対的に裕福であり、彼らが手にした家族への貢献と雇用へのアクセスの

増大は、これらの地域社会において、子供の教育の重要性を再認識させた (Sie1e他，2011)。

しかしながら、すべてがこの変化を受け入れたわけではない。特に古い世代の男達は、男

の子を学校に通わせるという圧力は、伝統的な牛飼いの労働力を失うことになり、伝統的

生活様式の死への警笛となると案じている(Zdunnek他，2008， Carr-回11姐 dPe町'1， 2005)。

牧畜地域においてより高いレベルの教育を受けた若者は、年長者の大部分を占める、ま

だ生産力はあるが非識字か公的教育を受けていない大人達よりも、成長する経済が与える

機会からより多くの思恵を受けやすい。そして、 ICT基盤のインフラと情報が担う役割の増

大は、若者にとって好都合であり、彼らは、システムの成長と発展から利益を得る事がで

きる唯一の地位にある。

10.3.2 成長する ASAL;経済

前述のように、若年層と年長者聞に生じる大きな教育格差や、牧畜民の社会経済状況と

機会の急速な変化は、若年層に対して大きな利益を生むことになる。恐らく他より牧畜民

の文脈においてそうであるように、ASAL経済の成長と一般的機会の構築に焦点を当てるこ

とは、若者に大きな影響を与え、収益の高い雇用機会を増加させる。

2012年に Catley他が議論し、エチオピアの政策立案者、開発実施者、牧畜民のリーダー

達、研究者達がワークショップで展開したような一つのシナリオは、牧畜民の将来の開発

過程を考える上で非常に有効なツールである (UNOCHA-PCI，2007)。図(図1)は、与え

られた条件下で発生すると予想される支配的な生計戦略のもとで考え得る 4つの未来像を

表している。これらの条件は、市場と資源へのアクセスといった、主要な利害関係者集団

によって決定される牧畜の未来像の二つの最も重要な要素の交点によって決定されるo

図 10.1.牧畜民の将来のシナリオ

市
場
へ
の
ア
ク
セ
ス
の
悪
さ

恵まれた資源

商業化 伝統的な移動生活

輸出貿易 牧畜

、、

付加価値 離脱、

多様化 生計手段の代替

市
場
へ
の
ア
ク
セ
ス
の
良
さ

乏しい資源へのアクセス

出典:Cate1y他.(2012). 
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確かに市場と資源双方へのアクセス(ここで資源とは、家畜のためのアクセス可能な水

と良質な飼料の利用可能性で定義される)は、他の変数の関数である。市場へのアクセス

は、道路網や家畜取引に関するその他のインフラの進歩や、交易の取引コストを削減し関

連情報や投入財へのアクセスを促進させるような様々な発展によって向上するo 資源への

アクセスは、気候変動や土地の私有化等により影響を受けるだろう。 <Cately他，2012)。

牧畜の様々な潜在的未来の中で、牧畜民の特徴やニーズ、進化に詳しい人々の中で、伝

統的に移動する牧畜民の歴史的に優勢な生活様式が、四つのシナリオの中でたった一つの

シナリオでのみ主要な戦略として存続し得るという合意があることは、教訓的である。そ

して、実際には、上記の議論が提示するように、市場へのアクセスが増大し、資源へのア

クセスは減少する傾向にあり、このシナリオが主要な生計として存続する可能性は比較的

低い。

これらのシナリオの重要性は、多くの場合、出てくる選択肢を越えたところにある。軸

が表す変化の誘因と各象限が表す主要な戦略は、各選択肢を導く原動力を聞い正し、好ま

しい結果に向かつてどうやって軌道修正するかを考える機会を与える。

第一に、地域社会の生計戦略が、図が示すほど単一ではないことは分かつている。諸シ

ナリオは、出現が予想される基本的戦略の特性を広く表し、諸生計活動は、その文脈下で

最も生産的であり、最大の生産カを生み出し、最も直接的かっ間接的に雇用を提供する可

能性が高いものである。今日そうであるように、確かに、一つの生活の選択肢の組み合わ

せは、すべてのシナリオ下に存在する。第三に、これらのシナリオは、戦略の中で生じた

富の分配は考慮していない。 “商業化と輸出貿易"の過程は、多くの富をもたらすが、 “脱

却と生許手段の代替"の状況下よりも多くの富を集中させ得る。第三に、シナリオ設定は、

しばしば、我々がどこに行き着きたいかではなく、我々がどこに行き着く可能性があるか

という積極的演習として意図されている。

ASALにおける若年層雇用の拡大を伴う広範な成長を達成するために必要な規範的処方

筆に関心があるならば、シナリオを描くことはそれでもなお、重要な洞察を得ることがで

きるという意味で有効な出発点となる。例えば、市場へのアクセスの良さは、成長を最適

化するために、より重要かっ必要であるのは明らかである。そのため、成長を促し、機会

を与えるすべての包括的努力は、市場へのアクセスを改善させるべきである。

良質及び悪質な資源をめぐる選好は、一度その偏った呼称以上に掘り下げて考えると、

明確ではなくなる。土地私有化が資源へのアクセスを妨げるといった伝統的牧畜民の考え

方もあれば、より目標を定め管理された ASALsの一定の代替利用はより生産的であるとの

考え方もある。それ故に、より有益な考察軸は、少なくとも政策的観点からすると、 “資

源の低い生産性"と“資源の高い生産性"である。

それでは、この文脈において、生産性の高低は何を意味しているのであろうか。ほとん

どの人が、牧畜は、歴史的に普及した条件下で、放牧地の最適利用法であると認めている

一方で、現在の生産可能領域下では、次善の生産的利用法として捉えている。市場へのア

クセス改善や、新しい技術と機会は、 ASALsにおいて牧畜よりも他の土地利用方法の魅力

を増す形で、生産的潜在力を増す。プッシュ要因は、草新的で高価な収益性のある解決策

を引き出し得る。例えば、ケニア北東部の牧畜民は、これまで政府が毒物として分類する

に至った健康を害する種プロソピスの侵略的繁殖と戦ってきた。しかし、過去数年間に渡
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って、この植物の要素を高価な油、飼料、質の高い炭、家具などの硬材の生産物に替える

技術は、現在ガリッサ地区の住民がプロソピス生産物の所有権をめぐり土地所有への移行

を求め始めたように、その認識を大きく変えてきた。

10.3.3処方筆的、反復的アプローチ

シナリオについての上記の議論は、多くの人が利益を享受し高いレベルの雇用を伴う急

速な成長戦略を促進する経路を特定し支援する効果的なアプローチに関しての洞察を与え

る。

まず、実現可能かっ望ましい生計戦略と雇用機会への一般的合意がなされる必要がある。

一連の可能な戦略を明らかにするには、状況変化、利用可能な技術、必要なサービス等に

関する的確な理解が必要である。これには、潜在的な投資家、開発機関、起業家、政府や

地域社会のメンバー聞の連携を促進する必要がある。言い換える左、シナリオの象限で達

成可能な点を決定し、成長の最大許容レベルをもたらす点を特定する必要がある。若年層

や社会の他の生産的メンバーの能力構築は、革新的で起業家精神を育て、新しくてより生

産的な収入獲得手段を増やし、社会とその若年層が経済拡大過程を決定付け、その成長か

ら恩恵を受けるための重要な役割を担う。

第二に、現在の現実から望ましい未来に到達するための最も効率的な道筋が何であるか

を考える必要がある。シナリオの類推を続けると、これは市場と資源軸に水平または垂直

方向に社会を押す行動と努力を伴う。これらは、一連のインフラ(道路、電気、インフラ、

通信技術等)と土地利用への投資(放牧地の管理、濯瓶農業、乾燥地における林業等)の

開発を含む。ここで決定すべきことは、望ましい結果を生じ奨励し得るような公共及び民

間投資の組み合わせである。

第三に、合意形成は必然的に流動的で単一ではないことが認識されなければならない。

様々なニーズと能力を持つ社会の異なる階層は、それぞれ異なる可能性と選好の隙聞を識

別し、それに応じてそれらを活用するだろう。経験則的な次元の提示は、軸の単一の交点

は複数の戦略から生じるという事実を抽象化させる。ここでは、異なった戦略は、各戦略

がもたらす利益と、それらが吸収できる人間の密度によって区別される。このように、実

施する政策や投資の集合を識別する時には、幅広い影響を及ぼすものを選択し、一連の生

産的機会を可能にする環境を提供することが重要である。底辺からの声に耳を傾け、将来

の可能性に目を向けることにより、公的及び私的利益は、現行の軌道上での生産性を最大

限に高める政策や投資の組み合わせを模索する必要がある。

第四に、外国的な変化率と内図的な変化率との聞に存在する差を評価することが重要で

ある。つまり、市場と資源へのアクセス、そして機会の変化が、新技術とサーピスによっ

て実現可能となり軌道に乗り魅力的な報酬を提供し始めるからと言って、これは現在の主

要な戦略が無視されていいというわけではない。牧畜民の生産特性は現在変化しており、

収入源の多様化が進んでいるのは明らかであるが、牧畜はこのシステムに深く組み込まれ、

人口の大部分を担っている。外部の変化率と公共及び民間投資の可能な組み合わせの期待

値の範囲内で、牧畜は、依然として中期的には縮小して行くものの、人口の大部分を吸収

し、雇用する必要がある。
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最後に、牧畜民が将来どのような経路をたどるにせよ、社会は時代の変化と運命が置き

去りにする人々を支援することを考慮しなければならない。現存する牧畜地域社会は、貧

困層の大部分を含み、食品、現金、 1人当たりの緊急援助の大部分を取り込んでいる。特に

新しい経済から恩恵を受ける体制が整っていない古い世代において、急成長の原動力は、

より多くの亀裂を生むことがある。持続可能な社会保障制度を構築する必要がある。若年

層及び若年成人のために、技術や職業訓練計画を整える必要がある。象限のどのシナリオ

においても、敗者は存在し得る。どんな努力も、彼らの能力を引き出し、生産的に利用す

るためになされるべきである。そして、すべてが失敗した場合に、社会は、その不運な成

員のための安全網を配置し、最低限の福祉を保障する必要がある。

10.4.成長を促進する政策と投資

成長のために関われ導かれるべき政策と投資の原則を設定した今、それらをどうやって

選択するのだろうか。 Heady他 (2010)は、実際の状況と潜在的機会の関数として、選択肢

の範囲を捉える素晴らしい枠組みを構築している(下記の図 2)。上記の議論で触発された

シナリオと一致して、それは、我々の推奨する文脈と経路依存的な政策と投資を明確にす

ることができるような構造を提供する。

図 10.2の頂点には、 “経済移行"という主要な目的が置かれている。確かにすべての成

長が、高いレベルの構造的な雇用を確保するという目標に一致しているわけではない。し

かし、 ASALsにおいて成長と貧困削減のための最善の展望を提供する生計手段の大部分は、

知的規制や能力構築のための支援と共に、広範囲の若年層に，恩恵を与える。それでは、主

要な生計手段の選択肢としては何があるのか。我々は、 Heady他 (2012)の、すべての入手

可能な証拠の集まりは、脱牧畜から多様化への支援を含む、三つに枝分かれした開発戦略

(部門間の転換)と環境の変化(部門内の転換)に沿った新型の牧畜への支援を提唱する、

という議論を反映させている。

10.4.1.牧畜生活の向上

確かに、畜産関連の生活は、中期的に重要な役割を果たし、支援されなければならない。

進化する社会経済的文脈と一致した、より現代的な畜産システムへの移行を支援するよう

な牧畜生産システムへの投資が中心となる。これは、いくつかの形式をとりながら進化す

るかもしれないが、最も熱心な反牧畜民でさえ、牧畜の規模の大きさや牧畜経済の重要性、

そして現存する ASAL条件を最大限に利用するために時間をかけて進化してきたという事

実が、今後も家畜が重要であり続けることを意味し、既に成長している経済の中で、思慮

深い投資や政策の取り決めは家畜生活を徐々に有利なものにすることに同意するだろう。

先ほど強調したように、増加する販売取引量と急成長する輸出によって定義された牧畜

の商業的要素は、牧畜がより商業的展望へと移行していることを示している。伝統的牧畜

の特徴である、家畜の水と飼料資源を探し確保するために共同で所有された放牧地問の移

住及び群れの再生を確保するための家畜の囲い込みは存続し続けるであろうが、牧畜民を

より近代的かっ商業化の形態に向けて導くカが継続的に加わることは否定できない。この

傾向は覆す事はできないロ“持続的な伝統的牧畜生産"の概念には、矛盾する局面もある。
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よって、家畜生産の収益を最大化するような投資の最大利益と、文明化の文脈の中で生み

出される多くの機会を認識し、活用し、特定することが最良である。

図 10ふ ASALsの経済変革:環境と機会に適した投資と政策
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スの改善 融 気 投資と市

家畜への緊急 所有権の強 教育、職
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エコシス
クセス

介入? イ包 業司練 テム管理

家畜クラスター 指標に日
(水、飼料、獣医 ンクされ 遠隔地対 炭素吸 元牧畜民

サービス、社会・ た家畜保 策のため 収の取 への訪
緊急サービス、投 険 の移動通 り組み 問・支援
入材・生産物市場 信と ICT サービス
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に立地された町)

横断的な介入:ガパナンス、インフラ、保険、家族計画、教育、ジェンダー

変化が広がる状況下でさえ、現在の牧畜生産システムはどのように支援されるのが良い

かを問う事は望ましい。既存の多くの研究は、市場へのアクセスに関連するものが多い。

まず、家畜の販売取引量を向上させる政策が必要である。自発的な在庫調整は、販売価格

が高く、取引コストが低い場合にのみ、大量に起こりうる。改善された道路インフラと相

まって、戦略的に配置され、効果的に運営される畜産市場の拡大するネットワークは、市

場へのアクセスに関わる取引コストを削減し、市場の条件と家畜の価格を向上させる点に

おいて、著しい違いを生む (McPeak他.2001，Davis and Benne! 2007)。これらが価格上昇
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を伴うことは間違いないが、継続的な需要の拡大は、エチオピアとソマリアの輸出市場で

見られたように、多くのインパクトがある。このように、牧畜市場を圏内、地域及び世界

家畜市場においてより効果的に統合していくことは、商業的在庫調整のためのインセンテ

ィブを大幅に増加させる (Heady他.2012，M油皿o凶 2012)。実際に、家畜の数を減らす

ことに牧畜民が難色を示す原因は、これらの伝統的に広く行き渡っている市場へのアクセ

スの制約にある。

畜産市場における在庫調整への挑戦は、商業化へのボトルネックともなっている。畜産

市場は、ほとんど排他的な取引市場であり、平均的群れのサイズが縮小し、群れの再生の

必要性が最大に達したとき、地方での在庫調整のための家畜販売は、群れを維持するため

の投資収益が高まった事を牧畜民が認識するために最低レベルとなる。交通及び市場イン

フラの改善は、効率的な在庫調整をするために必要であり、干ばつの被害に遭っている地

域から、需要がより高く回復している地域へと地域を越えた家畜の移動を可能にする。

家畜の生存率や家畜損失への牧畜民の脆弱性を削減する政策とサーピスもまた、在庫調

整率を増加させる。もし本当に、牧畜民が家畜の形で一部“予備的貯蓄"として大きな群

れを保有する場合 (Lybb回他.2004， Fafch阻 μ 他.1998，K四 回 駒 田dUdry 2004)、牛飼い

の損失を補填する保険は、自己保険メカニズムとして余分な動物を保有する必要性を否定

する;市場の取引は、それが故に増加し、群れの規模は縮小し、その結果、放牧への圧力

は減少し、その生態学的な安定性が増加する。国際畜産研究所と一連のパートナーは、エ

チオピア南部とケニア北部の牧畜民の指標ベースの保険が、これらの人々に与える社会的、

経済的、環境的インパクトについての様々な仮説を検証している (Mude他.2012)。獣医

保健医療サーピス、進む品種改良、飼料や水、そしてリスクのある動物を生かせる他の可

能な方法を補う努力などもこれらに含まれている (p担制li阻.0and Wekesa 2008， H回dy他.

2012)。

ほとんどの ASAL地域において、市場へのアクセスとサービスの提供が増加している現

在の動きは、現在設定されているような牧畜生産を支援するための機会を提供すると同時

に、家畜のより商業的な関わりによる収益を高める。しかし、伝統的移動経路・放牧地・

水供給口へのアクセスの悪化は、伝統的牧畜生産により大きな問題を投げかける (FIin回

2011， lLRI 2010， Litt1e他 201Ob)。土地制約と増加する市場へのアクセスは、有益で特殊な

飼料の補給を容易にし、土地の民営化は、家畜の牧畜民の新世代の組合が所有又は管理し

ている牧場を活性化する。政策立案者は、このような商業的に組織された生産の増大を支

援する上で、慎重にパランスを取る必要がある。牧畜民は、十分な外部資本化された牧場

主が、そのような移行の利益の大部分を享受しないことを保証するために、完全雇用され

る必要がある。これらを述べた上で言える事は、広い基盤に基づく生産の収益を著しく増

加させる様な機会が存在するのであれば、それらは支援されるべきであるという事である。

10.4.2.濯灘農業

ASALの土地は人口密度が低く安価で、多くの部分は、恒常河川|が交差していたり、広大

な帯水層の上に横たわっていたりする (Y.ou他 2011，MacDona1d他 2012)。アフリカの主

要な氾濫原(ニジエール、ナイル、ザンベジ、セネガル、ヴォル夕、オカバンゴ、チャド

湖)の大半は、牧畜民の多くを支え (Behnkeand Kerven， 2011)、東アフリカではナイルJ11 
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が牧畜民の 56%を支えている (A皿阻de他， 20日)。食糧安全保障問題に関わる潜在力に対

して比較的低いレベルの灘翫は、調匝概農業の発展を開発問題の全面に押し出す(You他.

2011， F叩 res阻 dS血血i2008)0 ASALsの瀧翫農業の潜在力を引き出す機会を見つけ出すこと

は、政府や開発事業団の長年の関心事であり、いくつかの地域、特にエチオピアでは、 ASAL

のかなり広大な土地が濯瓶農業に当てられている(F1in回 2011，Dev開 国 20師， L凶 e他，

20100)。

擢概の経験は、様々である。ベンクとケノレベン (Behnke血 dKerven， 2011)によるエチオ

ピア北東部のアワッシュ谷の比較研究は興味深い。伝統的には農牧民によって使われてい

たアワッシュ谷は、 1960年代から、綿と砂糖の植瓶プランテーションの為に徐々に民営化

された。図3が示すように、へクターノレ毎の粗結の収益は牧畜のそれと比べて非常に高い。

図 10.3.へタタール毎の収入ーサトウキピ栽培、 家畜生産、サトウ加工

60000 

50000 

五~ 40000 

Z i 300GO 
20000 ，L-一一一

10000 

O 
三三百五二二二二L-y' 
2000 01 02 03 04 05 06 07 08 2009 

----raw sugar - - Iハlestock ・--cane

しかし、この研究は、プランテーション農業の利点は、明白ではないと結論付けている。

エチオヒ。ア政府は、財政的に非生産的な放牧環境から財政的に効率的な農業への転換に伴

ってかなりの課税収入(メタへラ砂糖工場から 2007年の 1年間だけで ω00万ドル近く)

を得たが、 8万近くの職が提供されたにも関わらず、地元の牧畜農ではなく、プランテーシ

ヨンの労働力として移住してきた高地居住者に有利に働いたことを強調している。その上、

管理が不十分な生産による環境へのダメージもまた、周辺地域への負の外部性のーっとな

っている。

類似した叙述は、牧畜の土地から切り分けられた誼概農業プランテーションについての

他の研究においても見られる@いくつかのプロジェクトは失敗しているが、大部分のプロ

ジェクトは、面積当たりの収益の観点からは牧畜と同様もしくはそれ以上に成功している

(Li出他 2010..D町 田 阻2006，F出国2011)。しかし、牧畜民自体はしばしばより悪い状

況におかれている。そこには、その地域社会が禅益し、そこの住民が雇用の大部分を占め

るのを保証するメカニズムはない。さらに、弱い規制と不十分な計画では、地域の人々や

その指導者遣を引き込み、彼らの意見や関心を得る努力をしておらず、放牧の牧草地や給



2521第四 章

水ポイントへのアクセスの損失を最小限に抑えるという観点から事業記置が行われていな

し、。

明らかになったのは、牧畜地域の漕瓶農業問題の中心は、経済的収益の潜在力ではなく、

不均衡かっ無秩序で多くが非効率的なプロジェクトの実施にある.これまでのプロジェク

トの結果は玉石混滑であったが、より注意深く目標を定め、計画されれば、より大きな投

資を引き起こすだろう。確かに、湛概農業は、万能薬ではない.しかし、それは混合され

た生活様式の一部でなければならず、市場へのアクセスが増加するにつれ、技術の発展と

より良い政策が、 ASALs地域経済の成長にとって重要な役割を果たし、現地の雇用に貢献

することができる固

さらに、漕概農業の潜在力は、濯搬のための水資源の利用可能性と持続性において、過

小評価されている可能性がある.これまでのほとんどの推定値が河川や湖沼からの地上水

資額からの貢献に焦点在合わせていたからである (You他 2011，M叫 D阻 ald他 2012) • 

M叫 D岨 ald他 (2012)が推定した、アフリカにおける利用可能な地下水の量は、毎年再生

可能な淡水資源の l叩倍以上、そして湖が蓄える淡水の 20倍であり、それ故、濯班のみな

らず気候変動と変化への重要な緩衝材としての、巨大な水の供給源を提供する.下の図 4

は、アフリカ白地下水貯蔵量の推定値を示している。

図10.4.アフリカの地下水貯蔵量
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10.4.3 持続可能な生態系管理

広大な放牧地は、注意深い管理下での投資を必要とするような地域的・世界的に重要な

生態系サーピスを提供する。それは、そのサーピスから抽出できる資源と生態系価値の双

方のためのみならず、長期的なシステムの生態学的な回復力を維持し、持続的成長を保証

する。放牧地は、食料、薪、繊維に加え、炭素吸収や水質規制、栄養のサイクル等のよう

な重要なサービスを提供し、生物多様性の重要かつまだ十分に開拓されていない資源とし

て働いている (HDR，2007)。放牧地はまた、観光業を支え、豊かな文化サーピスを提供す

る世界でも最も有名な自然動物保護公園でもあるロ

生態系サービスへの支払い (PES)は、生態系の持続可能な利用と地元地域社会の利益の

ためのグローパルな価値の活用を促進するための、重要な市場ベースの道具として利用が

促進されている (Ne1son他.2010)。放牧地は、世界の総炭素蓄積量の約 34%を貯蔵し、現

在はまだ飽和量に達していない (IPCC200)。非乾燥地帯は、大気中の炭素をより効果的

に吸収するが、安くまだ十分に活用されていない土地の広大な利用可能性は、乾燥地利用

の利点を高める。これは、放牧地に炭素を隔離する十分な可能性があることを示す。放牧

地管理、高炭素吸収が可能な乾燥地の森林での有機物質の生成、そして、放牧や種管理に

よる劣化した放牧地の回復等を促進する努力は、放牧地の炭素隔離努力の価値を高める。

実際に、炭素隔離は、伝統的な牧畜民のための放牧地の経営を促進するための技術の進歩

と共に少しずつ着手されており、プランテーション農業の戦略的経営や自然保護活動の一

環として、実施されている。

放牧地がJ11、湖や自然のオアシスに近い所では、エコ・ツーリズムのためのかなりの未

開拓の機会が残っている。市場へのアクセスの促進は、観光や文化的価値がある地域へア

クセスする取引コストを下げる。 PESはまた、土地をエコ・ツーリズムの目的のために保

護しやすくする重要な道具でもある。タンザニア北部やエチオヒ。ア南部で現在小規模に起

こっているように、 PESは、人聞と野生動物聞の衝突を管理し、地域ベースの保護努力を

支援する。その衝突とは、人口増加に伴い、動物を飼ったり自分たちが住んだりする為の

土地需要が増える人間側のニーズと、自らの生存を守り拡大する広がりを必要とする野生

動物側のニーズとの聞に生じる (Ne1son他.2010)。この場合、野生動物やその動物たちが

動き回る自然公園から商業的な価値や利益を得る人々は、土地に対して何らかの所有権を

有し、影響を受けている地域の構成員達と正式な合意を発展させる。このように、状況に

あわせて変更されるメカニズムは、非伝統的地域のエコ・ツーリズムセンターの発展を促

進し、それらに伴い生まれる人間と野生動物問の衝突を減らすために役立っている。

10.4.4 エネルギーと鉱業

ASALsをよく特徴付ける、広大で太陽が照りつける空っぽの大地は、 太陽光発電所のた

めの一等地とも言える。技術の急速な発展は、太陽エネルギー生産のコストを急激に削減

した。 2012年、効率的な電力変換を行う新しい技術は、既に急速に長年に渡って改善され

ていた既存技術に比べて、太陽エネルギー供給のコストをさらに 75%近くも削減すること

を約束している (RTI，2012)。アフリカの ASALsは特に太陽光エネルギーによる発電に適

応している。下の図 5が示すように、アフリカの多くの国々、特に ASALsでは、発電のた

めの太陽放射に常に高いレベルでさらされている。 ASALsの土地生産性は比較的低く、そ
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の利用コストが低い土地が豊富に存在する事もこの点をより確固たるものとする。一昔前

に利用可能だった技術を利用したとしても、太陽グリッドで、世界の砂漠の一部をカバー

することで、費用対効果的に、世界全体のエネルギー消費量の数倍を超えるエネルギーを

生成することができる (Kurokawa，2003)。ガーナ、南アフリカ、モロッコ、ケニアにおい

て、大規模太陽電池工場は既に開発中であり、成長する態勢を整えているロ

図10.5.世界の太陽エネルギーの潜在性
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ASALsにおいて毎日の気温の急激な変動によって生成される強力な風もまた絶好の機会

を提供するロ地上風力発電所の開発の潜在力を有する開発途上国の上位27カ国の内、 8カ

国はアフリカの国々である (Mukasa他.2012)。その 8カ固とは、ソマリア、スーダン、リ

ピア、モーリタニア、エジプト、マダガスカル、ケニア、チャドである(マダガスカルの

国土の大部分はASALではない)。

再生可能エネルギーの可能性に加え、例えば石油などが現在 ASALsの様々な国々で発

見・生産され始めている(エチオヒ。ア、ケニア、ウガンダが新たに参入)。共通の決まり

文句、 “石油の呪い"は、石油やその他の貴重な資源が有害となりうることを警告してい

る。しかし、国家及び地域レベノレでの地下資源抽出収益に関わるコストを削減し利益を最

大化するように、システムに変化が起こっている。賢く拘束力のある規制はここでは重要

であるが、これは確かに、適切に管理された多くの投資に値する高い潜在力を有する機会

である。これは、他の貴重な鉱物や石の抽出を含むロこれらに重要なことは、地域社会が

経済的恩恵を受けることを保証し、採掘産業が環境に敏感な慣行に準拠する規制を設ける

ことである。

10.4.5.土地所有の規制

第 3項で議論したように、土地へのアクセスと土地所有の安全性は、 ASALsの伝統的生

活様式(牧畜)のみではなく、放牧地において成長や経済移行を促す潜在的投資と機会全

般にとっての基盤となる。ここで注目されているすべての重要な柱である生産的可能性(牧
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畜生活の強化、濯概農業、持続可能な生態系管理、エネルギーや鉱業)は、基盤となる土

地所有制度、財産権の保障、それを支配する規制に強く依存する。

これらの産業の発達がかなりの利益を享受する可能性が高い一方で、プロジェクトを開

始するために必要な相当な設備投資や地域社会とその生活基盤の潜在的ずれは、双方に利

益があるような投資を実施するために、注意深いバランスが必要とされることを意味する。

しかし、これまでのところ、私的利益のために共同の土地を強引に処分することは、近隣

の地域社会の主張と福祉を顧みることのない、 “土地収奪"の熔印を押される結果を招い

ている。牧畜の土地所有は、非公式な文化的合意によってのみ統治される共有アクセス権

を持つ“共通の放牧地"として一般に定義されており、また、牧畜民は一般的に政治への

発言権が少ないため、自分たちの土地を広大につかむことは、政府と私的利益にとっては

比較的容易である。実際に、最近の研究で、投資家は、所有権がはっきりしていて、所有

権の安全性が保障されている所で、投資機会だけをターゲットにする左いう共通の認識に

反して、土地収奪的投資家は、実際にはガパナンスの弱い国々をターゲットにしているこ

とが明らかにされた (Oxfa皿 2013)。このパターンは、始終一貫して土地の利用可能性に

依存せず、十分な資源と自分達の財産権を守るための影響力と共に、多くの投資家が、簡

単に規制を無視して利潤最大化に集中して操作できるようガパナンスの弱い園を好む、こ

とを示している。

このようなシナリオを考えると、なぜそのような土地取引が、このような否定的な側面

で見られるかが容易に理解できる。しなしながら、それはまた、適切に構築され、効果的

に規制され、さらに対象となる地域の社会的及び経済的福祉の利益を明確に示すような土

地取引が、開発への力強い動員カともなり得ることを示唆している。 Cotula他 (2009)によ

る独創的研究で、アフリカにおける農業投資と国際土地取引の問題を深く掘り下げ、土地

取引が、土地収奪となるのか発展の機会となるのかを判断する重要な要素を明確にしてい

る。

適切な政策と実践の組み合わせは、サイズ、意図された投資、目標とされる状況に依存

するということを認識したうえで、 Cotula他 (2009)は、主要な 4つの利害関係者(投資家、

ホスト国政府、市民社会、国際開発機関)に対して次のような勧告をしている。投資家へ

は、持続的開発の収益を最大化し、投資家の安全を保証するための長期的視点を持つよう

に勧告している。さらに、彼らの行動が論争の対象となった場合に生じる負の評判が引き

起こすリスク(レピュテーション・リスク)を過小評価せず、長期的な利益は最低限の地

元民の満足なしでは持続不可能であることを諭している。政府は、投資家と現地社会を仲

介する立場であり、持続的な開発を彼らの目的関数とするべきである。拡大する生産性と

税収は、その収益がどこへ届くか、そしてどう分配されるかの評価と、合意されている均

衡を確保すべく実施される必要のある規制と共に、バランスが取れていなければならない。

市民社会もまた、標的の社会の代表者達と共に、近隣の社会への負の外部性を限定し、収

益の流れを最大限にする役割を担う。

最後に、国際開発機関は、中立な仲裁者として、専門的な助言を提供し行動する責任が

あり、搾取につながるような情報の非対称性を制限するために、双方に必要な情報を提供

し、すべての主要な利害関係者間の対話を促進するために働く必要がある。



2561第 10章

これらの原則は、土地の生産的な潜在力を発揮し、地域および国の両方の経済を刺激す

るような土地取引が交渉され得る基盤を生み出す。契約の正確な性質やそれらを統治する

規制空間スペース同様、詳細は確かに様々ではあるが、その原則は普遍的で、投資先が濯

瓶農業、風力事業開発、またはエコ・ツ}リズムであろうとも適用可能である。

10.4.6若者に力を

牧畜の構造的特徴は、長い間教育の妨げとなっているが、 ASALsの教育を受け技術のあ

る若者は、地域の拡大する雇用機会から受ける職や収入において、年長者よりもかなり有

利である。実際に、若年層の労働市場に焦点が当てられているほとんどの場合では、 “大

人の"労働市場との区別は、若年層は労働市場において経験が少ないという事実によりな

される。しかし、労働市場における大人の関与は薄く、彼らの教育レベルが低い地域では、

若年層はより有利な立場にある。その結果、活気ある労働市場を支援し、経済成長を軌道

に乗せ、雇用機会を生み出すようないかなる行動も、若年層にとって非常に有利に働くこ

ととなる。

にもかかわらず、我々は雇用市場に若年層が活発に携わることを支援する政策のいくつ

かの特定の要素に注目する。土地所有の規制のように、若年層の雇用のための規制や政策

の包括的な柱は、主に普遍的なもので、様々な状況において共有される。 2007年の世界開

発報告は、若者の生産と雇用への投資に焦点を当てており、より強固で一般的政策枠組み

を提供している。この報告書は、若年層の発展と生産的な関与のために、機会の拡大、能

力の拡大、第二の機会の提供という 3つの主要な政策方針を強調している。

この文脈では、拡大する機会は、現在の進化する労働市場のニーズに関連する技術と能

力を開発しようとするすべての努力を指す。これは、草新と企業を奨励するために、初等、

中等および高等教育のカリキュラム改革を含んでいる。また、質の高い技術的職業訓練教

育や民間及びインフォーマル部門のニーズを標的とした訓練 (TVET)を確立することも意

味している。能力強化は、教育と技能訓練を超えて、アクティブな市民になるために若年

層に力を与え、社会、政策立案、指導力への貢献を促す。最後に、第二の機会を効果的に

提供するシステムにおいては、すべての若年者が同じような環境におかれているわけでは

なく、貧困、不幸、あるいは悪い選択は、一部若者にとっては機会を見逃し失敗する結果

となることを認識している。そのような若年層の更生や再統合を助ける計画が重要である。

この構造は、雇用可能な技術開発を促進し、社会的つながりと貢献を促進するだけでな

く、気まぐれな若年者を支援し、更正させる安全網の提供を確保するようにバランスがと

れており、社会構造が急速に失われ、急激に変化する経済に直面する牧畜地域では特に重

要である。このような環境は、怒りや変化による勝者と敗者間の構想の種となり、放置さ

れている広範な不安を導き、不平等の急激な増加を招く。バランスの取れた若年層が、彼

らの利益のためだけではなく、避けられない乱れの中でうまく舵をとっていくためにも必

要となる。
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10.5.結輸

本稿は、牧畜とその将来、そしてその経済改革を分析し、特に ASALsの若年層の雇用を

促進するカに注目した。牧畜生産システムと広く ASAL経済における主な傾向を特徴付け

るために、牧畜生産から得られる収入によって支えられる生活の多様化が避けられず進ん

でいることを描写した。社会経済的進化が雇用機会を増加する一方、家畜に頼った生計は、

中期的には ASAL経済の中心であり続けることを述べた。しかし、地元及び地域的交易の

増加を導く家畜生産の商業化への移行は、起業家的収益への機会を提供する。

家畜以外にも、経済成長と雇用増加に拍車をかけるための潜在カを持つ ASALsにおける

相当な投資機会の重要な柱を明らかにし、港紙農業、持続可能な生態系管理、エネルギー

と鉱業の見込みに焦点を当てた。広範な土地にまばらにしか人が住んでおらず、比較的土

地が安い ASALsI士、 吐地収奪" (対象となる地域社会の利益を考慮せずに広大な土地を

処分すること)という形で、既にかなりの関心を集めている。我々は、このような大規模

な取引が牧畜社会、政府、投資家といった全ての関係者にとって利益のあるものとなるよ

うな政策の主要な原則を強調した。

このすべての根底に、牧畜地域の若年層が彼らなりに経済成長と変革の，恩恵を獲得でき

る立場にあることを述べた。成人 (ad叫t)の牧畜民人口の大半が非識字で、牧畜以外の公

的雇用から概して離脱しているので、教育を受け、より社会と繋がった若年層が ASALsの

開発と成長の，恩恵をより受けやすい。しかしながら、我々は、単に適切な技能と能力を備

えているだけでなく、それを超えて変革の社会的、政治的プロセスを導くことに携わる若

年層を生み出すだろう包括的な政策の主要な部分を強調しておきたい。
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第11章雇用プログラムにおける政治的コンセンサスおよび政府の

制度と調整機能

アブドウル・ラウフ・ムスタブア(オックスフォード大学)

ケイト・ミーガー(ロンドン・スクール・オブ・エコノミクス)

11. 1.イントロダクション

アフリカでは、失業者の 60%は若者であり、若年失業率は多くの国で成人の二倍であるべ

アフリカの失業率は国際基準に対して低く安定しており、ここ 5年では平均 6.7%と見積も

られている。しかし多くの研究が示しているように、顕在している失業はアフリカの若年

失業問題の氷山の一角でしかない。本当の問題は、偽装失業と不完全就業(半失業)であ

り、それは生きるために代替的な方法の欠如によって、労働市場から退出できないアフリ

カの若年層の脆弱性を反映している。 50高水準の貧困と若く拡大する人口に、成長率が改

善しながらも十分な水準の新たな雇用が生み出されていないことが相まって、サブサハ

ラ・アフリカ全体で 77%と見られる、おどろくほど高水準の脆弱な雇用が生まれており、

それは社会不安のリスクをも生んでいる。 51 この状況は、緊急性とアフリカの若年失業の

課題の特性の両方に対応した効呆的な政策手段の開発を強く求めている。

開発政策に関わる人々の聞では、効呆的な変化を引き起こすためには、政策は技術的に

正確というだけでなく、実効的に実施することを確実にする政治的なコンセンサスによっ

て支えられなくてはならない、という認識が高まりつつある。反対に、政治的なコンセン

サス構築は、現実に根ざした正確な評価に基づいてなくてはならない。こうした理由によ

り、アフリカでの若年失業の差し迫った問題に取り組むために、政策に対する政治的なコ

ンセンサスの構築は、問題の定義やその解決のために表明された政策手段が、現場におけ

る制度や政治の実情にしっかりと合致するように、今まで語られてきた政策を検証するこ

とから始められなければならない。

この章では、 4つの段階に分けて、若年失業に取り組む政治的な合意形成の過程を見てい

きたい。人口現象、インフォーマル労働市場および農村労働市場の構造、そして熟練のミ

スマッチに関わる深刻な事実を、これまでのこの問題についての評価がどのように見誤っ

てきたかの分析から始めていく。続いて本論は、訓練、インフォーマル経済の吸収力、農

村と世界との連関、そして脆弱性に取り組む手段に注目しながら、広く行われている政策

手段と農村の現実との聞の矛盾に焦点を当てて議論する。その議論を踏まえて、アフリカ

49AEO，2012;R岨 is血 dGollin 2012; ILO 2013 
50 R血 is岨 dGollin 2012; Ilβ2013 
51 Eβ2013; Ga四iaand Fares 2008; Mo Ibrahim Foundation 2012:37. 
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諸国の経済的・政治的な現実のより明確な把握に基づき、現時点で取られている政策手段

の政治的リス夕、そして政策の草新がもたらす機会について評価したい。そして、分析の

最後の段階では、現代アフリカの若年層の失業問題に取り組むための永続的な政治的コン

センサスを構築するのに必要とされる、ビジョンと制度、戦略の相互作用について概説し

ていく。

11.2.問題の再評価

効果的な政策の組み立て、もしくは実施はしばしば政策立案者が必要とするエピデンス

を作るための良いデータの欠如、さらにはエピデンスの解釈の困難さによって妨げられる。

アフリカの若年失業に関する十分なデータが欠如しているという認識が普及しており、そ

れはほとんどのアフリカ諸国で労働市場の調査が不足しているということと、国際及び圏

内の双方の次元で統計値の質が低く、寄せ集めであることによるものである052 若年者、

失業、インフォーマルな雇用について、国や機関によって異なる定義があるなど、問題の

多い概念の定義の問題は、利用可能なデータの質と比較可能性をより損なっている。 53

データの質の問題は、データが利用可能かどうかの判断の不一致からなっている。 ILO(国

際労働機関)と世界銀行に関連した研究は、失業に対する需要サイドと供給サイドの説明

の聞に重大な緊張があることを明らかにした。それは政策推薦において重大な不一致を引

き起こす。 54近年の政策についての考察は、インフォーマルな労働市場や農村の労働市場

のより深い分析を通してそれらの緊張を解消するところまで到達しており、また分野間と

国際的な連関を考察することの必要性がより重視されるようになっている。 55 しかし、特

に人口学的特徴、インフォーマル労働市場と農村の労働市場、熟練のミスマッチに関して、

重大な盲点がアフリカの若年失業の重要な決定要素の解釈に残っている。

この問題のいくつかの最近の研究は、インフォーマル労働市場と農村の労働市場につい

てほとんど知られていないと主張する傾向にある。 56 しかし、それらの問題の上にある横

断的な国家のデータの欠如は、どれだけのアフリカのインフォーマルな労働市場と農村の

労働市場が機能しているかという有益な研究がないことを意味していない。実際、様々な

問題に関して質的研究と同様に量的研究も 10年以上されてきた。これは、何をエピデンス

として数えるか、何を外部性経済の抑制、もしくは歴史的プロセスや制度的プロセスに基

づいたエピデンスから量的根拠の価値を下げるための政策立案者の成長傾向と数えるかと

いう問題の核心をついている。 Be'旬:her皿anが指摘しているように、エピデンスの中のギャ

ップはもっともらしく聞こえる解説文や「型にはまった事実 (stylized白C抱)J 57に満たされ

がちであり、それらは他の抑制から厳密な研究よりも政策立案者にとってかなり弱いバイ

アスである。

52 DIAL 2007; ILO 2013:91; Betch町四血2012

日 DIAL2009: ILO 2泊02:Cra血，er2011 
54 Ilβ2005，2013; G眠 iaandF世間2008
55 

R血 isand Goll皿 2012;WDR 2013 
56 Betchennan 2012:2; DIAL 2007; Garcia and Fares 2008:74 
57 Betchenn阻， 2012:2
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11. 2. 1.人口統計の問題

アフリカの若年層の人口増加という人口動態を理解することが、若年失業問題への取り

組みの中心である。アフリカの人口増加率は国際平均の 2倍であり、多くの政策関心は、

人口分布における「若年層の膨らみ」を脅威から機会へと転換することに集中している。

既に GarciaとFa田s(2008)は、アフリカの若年層はまもなく人口の大きな部分を占め、サ

プサハラ・アフリカが世界で一番若者がいる地域になると予見した。そして、良い政策と

制度を実施することで、「より多数のより若い労働力人口とより少ない扶養(従属)人口の

ゆえに、アフリカが人口ボーナスを享受する」潜在性があると見ていた。彼らは、東アジ

ア諸国でのこの人口ボーナスを享受するための効果的な政策は、アジアの奇跡に伴う成長

の 3分の lを説明していると主張している。 58 しかし、アフリカによる人口ボーナスの享

受に言及する先行研究を参照すると、アフリカの人口転換に関わる事実について誤解があ

ったことが明らかになる。特に、アフリカ諸国は出生率の変化の停滞に苦しんでいるとい

うエピデンスが見過ごされており、そのことは成長についての議論に重大な含意を持って

いる。

多くの最近の研究が、最近の国連の人口予測がアフリカの人口転換が「停滞して (stal1ed)J 

いることを認識できていないために、アフリカの出生率の低下を過大に見積もっていると

指摘している。 5.John Bongaartsは、人口健康調査 (DHS)のパネルデータを使ってサプサ

ハラのアフリカ諸国の 3分の 2は 1990年代から出生率の大きな低下は経験していないと指

摘している。彼はこの原因を、 1990年代の社会経済開発の逆行、近年における家族計画プ

ログラムに与えられた優先事項の低さに帰している。従来の人口理論によれば、社会経済

開発は、人口転換の重要な動因である。 60反対に、寿命、乳児や子どもの死亡率や教育の

悪化に加えて、出生率の低下の停滞は 1990年代のサプサハラ・アフリカ諸国における一人

当たり国内総生産の減少と関連している。 61実際、 ShapiroとGebrese1assieは、教育と幼児・

子どもの死亡率の長期の改善がその地域の至る所で行われない限り、出生率の変化の停滞

現象は広がっていくだろうと警告している。この点で統計的エビデンスについて異を唱え

た研究も、アフリカ諸国における出生率の変化の停滞の可能性を排除することは出来なか

った。 62

人口転換の停滞の影響は、受け取られる人口ボーナスはないかもしれないということで

ある。アフリカ諸国は 25歳かそれ以下の年齢が半分を占め、それは、人口分布における若

年層のたるみを作るというよりもむしろピラミッドの人口構造を作り出し、若い労働力の

急激な増加と同様に高い従属人口比率を引き起こす。日 MoIbral岨m財団のアフリカユース

レポート (A創canYou血report) は、アフリカの従属人口比率は現在世界で一番高く、制変

化の停滞はこの状況を予見可能な未来へ続いて行くことを意味しているということを指摘

58 Garcia and Fares 2008:xxvi 
5. 
曲 Bong岨rts2008;C血∞t阻2011;Shapiro阻 dGebrese1田sie2009 

C冶ldwell1986; Dre.園田dS田 2002
61 Bongaarts 2008; Shapiro岨 dGebr田 el個 sie2009 
62 Schoumak町 2009;S田町並.ger2009
63 

Cinco出 2010;Mo lbrahin3 Foundation 2012 
64 Mo Ibrahin3 Foundation， 2012: 11 
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している。アフリカの高い従属人口比率は、若年失業と不完全就業の事実によって悪化し

ており、それが若年成人の社会的自立を遅らせている。西アフリカと南アフリカからの研

究は、 25歳までに親の世帯を離れる割合の急激な低下を発見し、一方でエチオヒ。アとルワ

ンダでのエピデンスは農村での良く似たパタ}ンを発見した。 65 その結果は、若々しい労

働力の重要な割合は高い依存負担を軽減するよりもむしろ増大させている。“成長の潜在

的な原動力を作ることからほど遠く、アフリカ諸国の人口をめぐる状況は、「社会経済開発

への地域の期待に有害な効果を及ぼす可能性がある…J0 67アフリカのピラミッド型の人口

構成と高い従属人口比率は東アジアでのように人口ボーナスに関連しておらず、紛争のた

めの貧困と脆弱性に関連していた。 68

11. 2. 2.インフォーマル労働市場

インフォーマル経済は、若年層の雇用の重要な資源として推奨されるが、政策文献のほ

とんどは、アフリカのインフォーマル労働市場の、相対的に単純で時代遅れな理解に依存

している。沿岸国や資源保有国、内陸国という Colli町ーO'Connellの類型論を使ったRa四と

Gollinによる研究の見立てでは、アフリカ諸国間でインフォーマル経済の性質におけるバリ

エーシヨンの意味はほとんどない。 69しかし、この類型論はインフォーマル経済の大きさ

や構造における一貫したパリェーションに関連していない。人口学的な特徴よりむしろ社

会的で歴史的な特徴を基にした百岨dika拙阻dawireによって、より有益な類型論は推奨さ

れてきた。 70彼は、アフリカ全土にわたる換金作物や労働予備軍や割引経済における植民

地国家の性質は、現代のインフォーマル経済の大きさにおける重要なバリエーションに関

連しており、『一般的にインフォーマル化の水準は換金作物市場においてよりも労働予備軍

市場においてのほうが低い」ことを指摘している。 71 これは、多くの換金作物経済が置か

れ、それが東アフリカと南アフリカに関連しており、労働予備軍経済が集中している西ア

フリカにおいて、インフォーマル経済の大きさの重要なバリエーションを強調している。

インフォーマル部門(インフォーマル事業における雇用)の現在の ILOの統計の平均は、

ベナン、コートジボワール、ガンピア、ガーナ、マリを含む、 1990年と 2000年時の雇用の

70%を平均にとるデータがある西アフリカの 5ヶ国の経済のインフォーマルさを表してい

る。一方でエジプト、ケニア、マダガスカル、南アフリカ、ウガンダ、ザンピア、ジンパ

ブエの 8ヶ国の東アフリカと南アフリカの経済は、インフォーマルなものは非農業部門の

労働の平均 38%を下回っていることを表している。官

ジェンダーや雇用構造、セクターの構造に関しては、 ILOが発展させている統計的基準は

また、我々のインフォーマル経済の内部構造のバリエーションへの理解を促している。 73

日 DIAL2007:16; Antoine et a1. 2001; K1剖曲血dWoo1ard 2005; Andre岨 dPla世田.u1998; Aya1ew 
et a1. 2000 
66 

DIAL2007 
67 
6Bongaarts2008 
8 C也印刷2011;Bongaarts 2008 
69 R副首s& Gollin， 2012 
70 
~davñre， 2010 

71 1Ii仕組dawire2010:1653 
72 Heintz阻 dVa10dia 2008:7 
73 ILO 2002， 2012; He泊包岨dVa10dia 2008 
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これらの統計は今や 46ヶ国をカバーしており、アフリカの国も 12ヶ国含まれる。地方の

報道は依然として制限されている一方で、統計的な質は少なくとも現在のところ政策を知

らせることに使われている若年失業のデータと比較出来きる。また、アフリカのインフォ

ーマル労働市場の構造の内在パリエ}ションに重要な見識を提供している。ジェンダーに

関して言えば、それらの統計は、インフォーマル経済でのサブサハラ・アフリカ諸国の女

性の過剰出現を明らかにしている。また、農業以外の分野で働いているサブサハラ・アフ

リカの女性の 84%はインフォーマルに雇用されており、それに比べて男性は 63%である。

考えられうる量的、質的調査は、女性は低賃金でインフォーマルな活動に集中しているこ

とを表しており、女性にとってインフォーマルは機会よりもより貧困に関係しているとい

うことを示している。 74反対に、北アフリカの女性はインフォーマル経済にあまり見られ

ないことが発見されており、その劃合は非農業部門の雇用での男性の 49%と比べて、女性

は43%のみである。 75

インフォーマル経済への統計的アプローチにおける特に重要な進歩は、インフォーマル

雇用の定義の拡大に関係しており、それはインフォーマル企業での労働だけでなく、フォ

ーマル部門の会社でのインフォーマルな賃金労働者も含んでいる。 76インフォーマルな個

人事業と賃金労働者の構成要素に分けられた統計値は、伝統的で小さなインフォーマル事

業分野に伴った南アフリカや東アフリカのいくつかの国でのインフォーマルな賃金労働者

の拡大を表している。南アフリカとケニアでは、特に衣料産業や園芸作物産業におけるフ

ォーマルな雇用戦略と国際的なバリューチェーンへの統合を反映して、インフォーマル賃

金雇用は、インフォーマル個人事業よりも著しく大きくなっている。 77対照的に、インフ

ォーマル個人事業は西アフリカ諸国では優位を占めている。アフリカの 5ヶ国の ILOのデ

ータは、南アフリカと東アフリカ経済はインフォーマル個人事業の大きなシェアを持って

おり、インフォーマル個人事業もある程度の水準にあることを表している。一方で西アフ

リカの換金作物経済は、インフォーマル個人事業の大きなシェアを持つ傾向にあり、イン

フォーマル賃金雇用はかなり低い水準であることを表している(表 11.1)。これは、個人事

業機会やより危ういインフォーマルな賃金雇用を省みずに、インフォーマル雇用の構造に

おけるアフリカ諸国間の重大なバリエーションを指し示している。

若年失業における文献の中で取り上げられないインフォーマル経済の最後の特徴は、イ

ンフォーマルな個人雇用によって直面した飽和状態になった市場の問題である。量的・質

的の両方の数多くの研究は、アフリカ全土のインフォーマル経済における過飽和の問題を

明らかにしており、それは公的で公式なプライベートセクターでの雇用の厳しい制限と実

収入の減少によるものであり、 1980年代からのインフォーマルな個人事業への加入が殺到

する引き金になっている。 78ガーナ、ナイジエリア、ジンパブエと南アフリカの研究では、

1990年代初期からの所得と需要における急速なインフォーマルな加入の下向きの圧力につ

いて詳しく述べており、インフォーマル事業の多くの形を最低限生き残れる活動に変えて

74 IIβ2002; Ch曲目al.2006; Mea位置2010
75 Assaad 2004 
76 Eβ2003; ILO 2002 
77 Rog町 son1996; Barrien阻set al. 2003 
78 Rogerson 1996; V，岨d阻 00:由le1992; M回 .gher1995 
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表 11.1:非農業インフォーマル雇用の割合としての賃金と個人事業(1994-2000)

非農業インフォーマル雇用の個人 非農業インフォーマル雇用の賃金

国/地域 事業の割合 雇用の割合

合計 女性 男性 合計 女性 男性

北アフリカ 62 72 60 38 28 40 

アルジエリア 67 81 64 33 19 36 

モロッコ 81 89 78 19 11 22 

チュニジア 52 51 52 48 49 48 

エジプト 50 67 47 50 33 53 

サプサハラ・ア

フリカ
70 71 70 30 29 30 

ベナン 95 98 91 5 2 9 

チャド 93 99 86 7 l 14 

ギニア 95 98 94 5 2 6 

ケニア 42 33 56 58 67 44 

南アフリカ 25 27 23 75 73 77 

ファンアメリカ 60 58 61 40 42 39 

ボリビア 81 91 71 19 9 29 

プフジル 41 32 50 59 68 50 

チリ 52 39 64 48 61 36 

コロンピア 38 36 40 62 64 60 

コスタリカ 55 49 59 45 51 41 

エルサルパドル 65 71 57 35 29 43 

グアテマフ 60 65 55 40 35 45 

ホンジュフス 72 77 65 28 23 35 

メキシコ 54 53 54 46 47 46 

ドミニカ共和国 74 63 80 26 37 20 

ベネズエフ 69 66 70 31 34 30 

アジア 59 63 55 41 37 45 

インド 52 57 51 48 43 49 

インドネシア 63 70 59 37 30 41 

フィリピン 48 63 36 52 37 64 

タイ 66 68 64 34 32 36 

シリア 65 57 67 35 43 33 

Source: Data prepared by Jacques Charmes. See a1so box on estimating infOl四a1emp1oyment. 

出典:1工O(2002)Men阻 dWomen in the Infonna1 Economy: A Statistica1 Picture， p.20 
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いる。 79急速な加入が続いている状況と、フォーマル部門と国際経済を伴うインフォーマ

ルな会社という制限されたつながりは、会社を低所得消費者産業に制限しており、弱い需

要、不完全就業の問題を悪化させ、所得の質と下向きの圧力を低下させている。

4つの重要な政策の関連が、インフォーマノレな労働市場に存在する労働から生じる。Heintz

とVa10diaが指摘した通り、一つ目は典型的なアフリカのインフォーマル経済が存在しない

ということである。重大なバリエーションは、インフォーマル雇用の大きさや構造、そし

て脆弱生を考慮した、西アフリカの農場の換金作物経済、南アフリカと東アフリカの農場

の労働予備経済、そして北アフリカでのイスラム教のオイル経済との聞に存在する。二つ

目では、女性は既に過剰に表されており、サブサハラ・アフリカのインフォーマル経済の

中の雇用の特に脆弱な形に集中させられている。三つ目では、インフォーマルな個人事業

は、生産に対する需要の飽和による、 1990年代初期からセクターの広がり全体での労働吸

収の能力の減少を表している。最後に、国際経済との繋がりは新しく出来ている一方で、

その繋がりはインフォーマル事業の生産量に対する需要の強化に関連するというよりもむ

しろ、脆弱なインフォーマル賃金雇用の助長に関連する傾向にある。

11.2.3目農村の労働市場

農村の労働市場は、現在若年層の雇用の最も多い割合を占めている。有効なデータは、

若者の 70%以上が農村にいる事を指し示しており、これは農業と農村での非農業活動

制FAs)は若年層が雇用を得る最も大きな機会だということを示している。多くの評論家は、

生産性向上と雇用創出のために農業以外での多様化の重要性に目を向けている(アフリカ

の 53%の若年層は、資本と土地のアクセスの問題によって非農業活動に従事しており、非

農業活動は農村部の若年層のために雇用創出への鍵となる分野であると示している)ロ 80

R姐おとGollin、他の学者たちは、農村開発のアジアモデルと並んで成長のつながりを生む

ために、農業と非農業活動との聞のつながりに注カすることを求めており、そこでは非農

業活動への需要を作った農業の成長所得を向上し、非農業部門への投資と同様に農村の成

長と農業への投資を刺激する。 81 ところが、ここでもアフリカの農村の労働市場とより広

範囲の経済との連関効果に関するデータの欠如について注意をしなければならないだろう 0

8♀ 

現実は、アフリカの農村の農業開発と非農業活動における量的な文献と同様に、質的な

ものも数多くあるといことである。 83 この文献の中心の結論の一つは、アフリカの農村の

非農業活動の成長効果はアジアよりも多義的なものだということである。アフリカ、アジ

ア、ラテンアメリカからの世帯調査のエピデンスの Re町donetalの論評は、貧困は成長可能

な非農業活動を発展させる資本と技術を欠いているため、非農業活動への多様化は貧困を

緩和するというよりもむしろ強める傾向にあると論じている。良く似た指摘は、アフリカ

79 Dawson 1990; Meagh町 andYunusa 1996; Rog田 on1996; Meagh町 1995;Mupe也iswa阻 d

Gumbo2001 
80 

R血 is岨 dGollin 2012:14; Proctor阻 dLu∞:hesi2012 
81 Proc岡田dLucchesi 2012:44 
但 DIAL2007; proc旬rand Lucchesi 2012 
田 Reardon1997; Reardon et al. 2000; Barratt et al. 2001; Lanjouw阻 dLanjouw 2001; Bryces叩岨d
J師団11997;Bryceson 1999; Bryceson et al. 2000. 
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の農村雇用における Brycesonと彼に付属した研究者による研究でされており、アフリカの

6ヶ国をカバーしている。 BrycesonとReardonの研究の両方の指摘として、アフリカの非農

業活動は農業の代替ではなく、多様化した家計の生計戦略の不可欠な要素であり、それは

アフリカ全土の家計所得の 40・45%を作り出している。これらの研究は、農村の住人の相当

な割合に対して、非農業活動は農業外の多様化ではなく、生産コストの上昇と土地へのア

クセスの減少に直面した弱まった農業世帯を維持するための生きり戦略を表していること

を示している。実際、 Meagh町のナイジエリア北部の農村での非農業活動の研究は、非農業

活動に従事している若者の参加は、土地に対する需要への圧力を削ぐこととはかけ離れて、

土地へのアクセスを得るための資源を生むための中心的な戦略であることを明らかにして

いる。 84

Brycesonの 5ヶ国研究の複雑さは、アフリカの非農業活動への多様化の大部分は貧困を

もたらすだけでなく、貧困を増長する傾向にあることを示している。 85女性の大多数は技

術と資本の抑制による低所得活動の狭い範囲に集中させられおり、貧困に陥っている若者

は同じ問題に直面している。また、低所得と教育の達成における有害な効果を伴って、彼

女たちは低所得貿易やサービス活動へと活動分野を広げている。 BrycesonのDAREのプロ

グラムに関連した研究もまた、異なるアフリカ諸国における非農業活動の構造と活発な潜

在カの重要なバリエーションを明らかにしているロ

同様に、批判はアフリカの農村の非農業活動における需要抑制という問題であり、すで

に 1990年代には問題になっていた。アフリカ全土における貧困と弱い農業成長の背景には、

低所得な非農業活動への男性と女性と若者の締め出しが、飽和市場になっていることがあ

る。しかし、 Reardonと他の研究者が指摘しているように、インフラの改善と増加した国際

的なつながりは，諸刃の剣であると証明されるかもしれない。市場と生産資源へのアクセス

の改善はまた、外的な競争を引き起こす。ナイジエリアの農村のつながりにおける調査は、

貧困に陥っている農村の若者が、アクセスの機会による利益を得る最も弱い立場にいるこ

とを表している。飽和状態の都市のインフォーマル経済から熟練し投資された多くのアク

ターという侵略は「機会強奪 (opportunitysnatchingl Jを引き起こし、市場の低所得部門に

とらわれている農村の若者を残す事になる。 86南アフリカでは、 Wiggi出と Hazellは、南ア

フリカのスーパーマーケットの侵略はジンパブエやザンピア、マラウィ、モザンピーク、

ウガンダの農村に鎖でつなぐことを強調している。彼らは、それぞれの場所において、そ

れらの参入は、農村の牧場経営者や加工業者、食糧供給者や小売業者の費用で輸入した南

アフリカのブランドに有利なように生産物の選好や市場シェアを変化させていると指摘し

ている。 87

このエピデンスは、地方部のアフリカでの非農業活動への多様化は強い巻き込みのある

構成要素を持っており、貧困を軽減するというよりむしろ強める傾向にあることを示して

いる。貧しくて教育をほとんど受けていない農村の若者は、所得が低い非農業活動に集中

させられる傾向にある。また、資産と技術の欠如により、農村経済の外側からのより裕福

制 M回 .gh町 2001

回 Bryceson，2002:732-3 
86 

Meagher 2001 b 
87 

Wiggins andHazell， 2011:17 
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な競争相手に関係して、新たな機会を奪い取られることにより、弱い立場にいる彼らをそ

のままにしている。貧しい地方の若年層が利用出来る非農業活動での長年の需要制限とい

う広く行き渡ったエピデンスがあり、増加している農村の若年層を受け入れるためのセク

タ}の能力についての疑問が挙げられている。

11. 2. 4技術の矛盾

農村の若年層の間での教育と技術に関係した供給者側の問題の論及は、アフリカ諸国に

おける初等教育の低水準や専門技能教育の低発達を強調している。世界の初等教育を受け

る年齢の子どもで、学校に行っていない子どもの 45%はアフリカが占めており、いかなる

地域でも初等教育修了の割合は最低であり、その割合は 2003年では 59%にすぎない。 88明

らかに、教育と技術訓練の欠如は若年失業の決定的な要因である。しかし、教育的な基準

のもう一方では、アフリカ諸国では失業の多くは卒業生聞で最も見られる。(実際、若年失

業に関するアフリカの経済概略レポートでは、若年失業は教育を伴って増加していると述

べている。)回世界銀行の研究では、コートジボワールやルワンダ、セネガノレにおける中等

教育を受けた人の失業率は初等教育を受けた人よりも 7-8倍高く、一方でブ/レンジやカメ

ルーン、コートジボワール、ケニア、マダガスカル、ナイジエリアにおける中等教育もし

くは高等教育を受けた若年層はより低い教育を受けた若者よりも失業率が高いことを示し

ている。 90技術不是と卒業生の失業の矛盾に対して挙げられた説明は、アフリカの若年層

は現代の労働市場において必要とされる技術の型の訓練を受けていないということである。

多くの人が十分訓練を受けていない一方で、雇用需要が供給に合う労働市場の情報と同じ

様に、卒業生は過剰訓練と適切な職業に関する技術の欠如として表される。また、教育を

受けた若者には高い賃金を保障しなければならず、職業訓練が雇用にネガティブな影響を

与えるということが指摘されている。 91

しかし、技術の矛盾は単なる訓練の適応性以上のことに目を向けており、それはまた、

賃金と雇用の質の問題を指し示している。問題への態度と情報の問題のマッチングはまた、

低賃金の問題の一部分であるように表されている。研究では、教育へのリターンはますま

す公的セクターの外側で弱くなっており、上の世代に関連したアフリカの現代の同世代の

若者に対してより低くなっていることを指摘している。担中等教育や高等教育を受けた若

者が、技術の不足に関わらず失業状態にさせている賃金水準と手に出来る雇用の労働条件

において、より多くのデータが必要とされている。高い失業率と技術労働者の不足という

よく似た問題は、インフォーマル経済においても長い間見られ、より直接的に低賃金に繋

がっている。 93 賃金があまりに低いところでは、若者は乏しい見返りのために働くよりも

個人事業に従事することを好み、過剰l競争と市場飽和による労働力不足と低賃金の両方を

促進させている。

人口学的特徴、農村とインフォーマル労働市場、そして技術の矛盾の再評価は、アフリ

88 Garcia阻 dF町田2008:7;Mo Ibrahim Foundation 2012 
やA企i阻EconomicOut1ook， 2012 
同 DIAL2007 :22; Garcia皿 dFa世 田2008:42
91 

Garcia岨 dFa旧国2008:43;Dike 2009 
担 DIAL2007:25

回 Meagh町 1994;2010; McCormick 1999 
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カの若年失業の問題の定義についての重要な問題を挙げている。労働市場の硬直の緩和と

増加した国際労働市場への繋がりによることと同様に、もしも第ーにインフォーマルな農

村セクターで、技術のギャップが乗り越えられ、より多くの雇用が生み出されるなら、急

速な人口増加は脅威から機会へと変わる可能性がある。しかし、アフリカの大部分におけ

る人口転換の停滞や、結果として生じた高い従属人口比率は、中期の雇用創出が発展上の

人口ボーナスに関連した貯蓄と投資の水準に導くことを困難にしているということをその

エピデンスのより詳細な観察は明らかにしている。さらに、インフォーマルな農村の非農

業経済における市場飽和は、起業家活動や実行可能な生計手段への機会がかなり限定され

ていることを示している。低賃金は、不適切な訓練や非現実的な見通し、そして乏しい労

働市場の情報が原因でもたらされているということもあるだろうが、技術矛盾からがもた

らしている部分もあることも指摘されている。これらの労働市場の現実は、アフリカの若

年失業に取り組んでいる現在の政策の分析を提供することに使用され、そのような解決策

が実は問題の一部になっているかもしれない領域を認識するという見識を伴ってしるo

11.3.解決策の再評価

アフリカの若年失業危機への政策解決の最近の政策文献には一般的なコンセンサスがあ

る。若年失業プログラムは技術向上に重点を置いており、労働需要の拡大と新しい雇用を

創出し、低い生産性から高い生産性の活動に労働力を割当て、そして差し迫ったニーズに

合わすために直接的な雇用基準を割り当てる。広く行き渡ったコンセンサスは、訓練と雇

用情報の政策パッケージを中心とした政策コミュニティーにおいて表れているように見え、

起業家活動と国際労働市場に伴ったつながり、そして公的労働やもしかしたら賃金補助金

も含んだ一時的で直接的な支援方策を助長している。"わずかに拡大的な傾向と投資を促

すために労働市場の硬直を解消する政策を伴っているけれども、これらの活動的な労働市

場 (ALM)の政策は、維持することを継続的に強調することによって補強されるべきであ

る。

同時に、どのように上手く ALMが機能するかについてほとんど知られていない幾分広く

行き渡ったコンセンサスもある。 ALMの政策の支持者の多数は、それらの有効性に関して

エピデンスの欠如があるという関心を抱いている。 ALMのプログラムの評価は、長期の公

共利益や対費用効果よりもむしろ短期結果を重点的に扱っており、統制グループに関連し

た有効性を証明するための RCTエピデンスの不足があると、 GarciaとFaresとILOは示し

ている。 .5 このエピデンスの欠如は、 ALMプログラムそれ自体に対する熱意を削いでいる

ようには見えない。エピデンスの欠如がもたらした事は、政策パッケージの改良を促すこ

とであり、特にセクター聞のつながりを使用することへのフォーカスと、国際労働市場を

伴った労働需要の拡大を強化すること、政策の一貫性全体へのフォーカスであり、より調

和し整理された現在の多くの ALMプログラムの分裂した効果のない特性を改善するため

の「政府全体 (wholeof governmeot) Jのアプローチを含んでいる。このセクシヨンは幅広

94rrβ2013:93-4; African Economic Ootlook 2012; Garcia and F町田2008;Rar由掴dGollin 2012. 

.5 Garcia岨 dF世田2008:73;ILO 2005:89; DlAL 2009:45 
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いALMパッケージの重要な要素に焦点を当てており、現実にどれだけうまく答えているか

を考える見識を伴っている。これらの主要素は、供給者側政策、需要者側政策、そして差

し迫ったニーズに対処するための政策(公的労働を通した大きな直接的な雇用創出)、これら

3つにパ}トに分けられている。

11.3目 I 供給者側の政策

重要な供給者側の政策は、訓練と労働市場の情報に関連している。アフリカの若年層が

教育を受けている途中であることや教育を受け終えていることに拘らず、訓練への不可欠

な反応は「教育と訓練の世界と仕事の世界 (worldof education and凶 ining岨 d血ework)Jの

聞のより良いつながりを含んでおり、仕事に伴う労働力のより効果的なマッチングを含ん

でいる。 96言い換えれば、アフリカの若年層は、労働市場において需要があって手に出来

る仕事にマッチした技術の訓練を必要としている。 トレーニングプログラムは、初等教育

と限定された中等教育の両方で、中等教育水準の中もしくは後の両方で職業上の技術にフ

ォーカスしている。公式とインフォーマルの短い見習い期間また、インフォーマル経済に

おけるマスター熟練工の訓練の技術向上のためのプログラムと同様に、提案されているロ 97

職業上の技術と見習い工の両方にフォーマルな対策について関心が挙っている。 Dikeの職

業に関する訓練の研究では、供給側と需要側両方に対する抑制が述べられている。 98適切

な設備や訓練された指導者の高いコストは、アフリカ全土の職業に関する教育が、技術の

ある指導者の欠如と同様に、一般的に適切な手段とワークショップを欠いていることを意

味している。一つの例外は、 1980年代にガーナの公立学校のシステムで提供された職業に

関する訓練であり、それは、道路脇の機械工や小規模なエンジニアから理容業にわたる活

動において多くの技術を持った小規模起業家をなんとか生み出す事ができた。 99需要側で

は、「パンツー教育 (B阻旬education)J という植民地的な経験左、管理と専門職的な仕事へ

の制限されたアクセスは、あまりよく達成できない人々のための何かのように、職業教育

へのネガティプな態度を引き起こしてきた。文化的な受け入れの観点から、「ブルーカラー

(blue collar) Jの技術における訓練プログラムを押し出す事は、報酬やサービスの条件が相

対的に魅力的である仕事へのアクセスを提供しない限り、成長を熱望している「新たなミ

ドルクラス (newmiddle cIass) Jの若者の間で支持を獲得し辛い。より成功しそうな方法は、

ICTトレーニングの教育への統合である。しかし、多くのアフリカ諸国におけるインフラの

制限や主要な都市以外の場所、つまり農村地域などはなおさら最初に取り組まれる必要が

ある。

十分な職業訓練にはコストがかかるという性質は、重大な制限である。R姐 isとGollinは、

普通中等教育の 14倍程もコストがかかると指摘している。 1曲これは、それらの職業訓練

をほとんどのアフリカの若年層の手の届かない所へと遠ざけてしまう傾向にあり、彼らは

より低コストな個人事業者となる素養を身に付ける上で、より効果的な伝統的見習い工を

96 ILO 2013:14; Garcia皿 dFares 2008; R阻包担dGollin 2021 
貯 Garcia血 dF世田 2008;Dike 2011; Ranis血 dGoll也2012.
98 

Dike 2011. 
開 Dawson1992; Meagher 1992 
1田Ranis姐 dGollin 2008:82; Dike 2011 
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選ぶようになる。伝統的な見習い工における訓練の技術の質という事柄に関して、民間部

門もしくは非営利の供給者から供給を受けるために、技術訓練のための政策文献において

昨今好まれるようになったスタイルがある。¥01 2013年の世界開発報告書 (World

D町 el叩血回tR句 ort) とILOは、民間の各種訓練の供給者は公共部門との契約の下仕事を行

うかもしれず、そして、プログラムが労働市場の需要と関連しているという事を確かにす

るために、実績を基にした入札を行っていると示唆している。 1回しかしながら、 DIAL報

告書は、そのようなプログラムはしばしば供給者が所有しているものに左右されやすく、

雇い主の需要に実質的に応えずに資源を消費するということを示しているロ 103 さらに、現

在利用可能なエピデンスでは、彼らが基礎教育や雇用サービス、社会サーピスなどを含ん

だパッケージの一部となっていない限り、訓練プログラムは成功しそうにないということ

が指し示されている。 1倒これらは民間セクターにとって、近道なしで効果的に訓練プログ

ラムを提供する上で複雑なプログラムになるかもしれず、このような訓練プログラムが費

用分の価値を提供できるかどうかについてのエピデンスの不足については、高コストな契

約斡旋について熟考する以前に焦点が当てられるべきである。

第二の重要な側面は、伝統的な見習い工の訓練に関連している。伝統的な見習い工の実

践とアクセス聞の特徴の政策文献には緊張状態があり、それらの技術レベルと訓練の質の

問題があるロ 105見習い工の質とアクセスの改善のためのいくつかの計画はこれまで強調さ

れてきた。ナイジエリア聞かれた見習い土計画 (τ'heNig<凶 岨 句 阻Appren姐回shipScheme) 

は 1987年から 2000年までの問、 80以上の異なった取引案件において 60万人以上もの失業

した若年層を訓練してきたと主張している。そしてそれには、 40万人以上の失業者自身の

小規模企業の起業も含まれている。しかしながら、その計画は財源不足や資源の迂回、綿

密でない計画、不十分な訓練、中産階級の占有などの重大な問題によって困難を極めた。¥06

見習い工の訓練と企業家の技術改良のためのケニアの名高いジュア・カリ・ブ‘ッチャープ

ログラム (JuaKali Voucher Progra皿me)は、正式な評価がされておらず、設置にコストがか

かった上に未だに補助金にひどく依存しているが、それは成功であると考えられている。¥07

ILOによって強調されている、見習い工制度の強化のためのより見込みのあるアプローチは、

伝統的な見習い工システムの産業訓練構造への統合を含んだドイツやオーストリア、スイ

スなどの見習い工モデルを参考にすることである。 108 これは、技術改良と証明を得ること

を通して伝統的な見習い工を強化するモデルを与えてくれているが、制度的な埋め込みと

低コストの有利性を、その強化のための基礎とすることとなる。

しかしながら、 ILOはまた、見習い工の計画と組織はそれぞれの国の社会問で異なってお

り、これはアフリカの社会に特有のケースであると指摘している。実行可能な見習い工制

101 R盤国岨dGollin 2008:82; Dike 2011 

1田 WDR2013:269; ILO 2005:89 
103 

DIAL 2007:26. 
104 Betch町田net al. 2004; Garcia and Fares 2008:72. 
105 Ilβ2005:87; Garcia andFares 2008:10-11; DIAL 2007 

1師 YouthEmploym阻 tInventory h句/lwww.youth-employment-inv四加'ry.org;Evawoma-Enuku and 
M!!bor2005 
1'" R町山岨dGollin 2012:84-5; Garcia and Fares 2008:70. 
108 Eβ2005:87. 
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度が、全てのアフリカ社会で適用できると想定することはできない。見習い工は南アフリ

カ(南部アフリカ)の多くの部分においてはあまり一般的に見られず、もしくは存在せず、

東アフリカの所々、より高く発達したところでは西アフリカなどでは多く存在する。西ア

フリカ諸国内でさえ、いくつかの民族グループはかなりの割合で見習い工以外の基本的な

制度を築いている。一方でイグボ(Igbo)のような民族は非常に強い見習い工制度を築いて

おり、厳格な訓練と起業家の規律を与えている。多くのケースにおいて見習い工の終わり

に操業開始時の資本を与えるが、その資本の提供の代わりに拘束力のある義務が課せられ

ている。 109プログラムの改良がどこにおいても効呆的である、また、最後の拠り所として

の基本的な見習い工制度が存在することも想定できない。伝統的な見習い工制度それ自身

がフォーマルな教育、ンステムに依存するようになってきていることを理解することはまた

重要であり、それは公立の教育政策における衰えによって弱まってきている。 110効果的な

見習い工の訓練は、基本的な初等教育、そして中等教育でさえ、これらの代わりとして用

いることよりもむしろフォーマルな教育システムに依存している。つまり、フォーマルな

教育を受けることが見習い工となるための条件ともいえる。南部ナイジエリアにおける精

力的なインフォーマルの靴・衣服製造業群において、成功した起業家は、中等教育を修了

した見習い工に対して強い選好を抱いている。企業の成功と企業のトップが彼らの訓練の

ためのビジネスへ見習い工を利用する際の年齢との聞には、統計的な相関関係があった。 111

労働供給問題に取り組む努力の三つ目の重要な側面は、労働市場の情報と雇用機関の改

善を通した雇用者と労働者のマッチングに関係している。需要を伴った供給を調整する手

段としての雇用機関に対する強い関心は、アフリカ諸国において既に作用している雇用機

関の問題によって、和らげられているように見えない。南アフリカにおいて労働ブローカ

ーとして知られる雇用機関は、 1995年と 2002年の聞に全部で 3倍になり、総雇用の 6.8%

を占めている。 112雇用創出の役割をもっ機関にも関わらず、雇用機関は法律の網の目をか

いくぐって、不安定で低賃金な、また保護のない雇用の創出に幅広く関わっているロ 113そ

れらの機関は特に建築部門や鉱山部門、サービス部門に関連している。南アフリカとナミ

ピアの両国ではそれらの機関を禁止しようとする動きがあり、完全な禁止に向けた法的な

障害をものともしないこのセクターに対して、厳しい規制のための広範囲にわたる圏内的

圧力がある。 Barrientosは、国家の労働規制だけでなく法人規約やその基準も回避するその

ような第三者的労働契約請負業者は、労働の脆弱性を軽減させるよりもむしろ強めてしま

っていることを強調している。 114No.81の協定との関係におけるそれらの緊張の認識への

ILOのシグナル、それは「労働者に対する十分な保護を維持するために必要なことと、現代

の労働市場における民間の雇用機関の建設的な潜在能力」を比較することに向けられてい

る。 115llllい取り締まり能力(特に南アフリカを囲む地域)や強力な企業利益、そして高い度

合いでの脆弱な労働者という事実を認識する ALMプログラムの計画において、それらの既

109 Fo町田t1994; M回 .gher2010. 
110 M回 gh町 2010;A白血 1999
111 Mea!!h町2010.
112 Ko出 2011.
113 τ"heron 2005; B田百四旬s2011. 
114 Barrien佃s2oo8

115 ILO 2005:91 
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に存在している事実には、より明確に注意を払う必要がある。

11. 3. 2需要側の政策

需要側の政策は、需要の相乗効果を生み出すための各部門の連関・国際的な連関におけ

るものと同様に、雇用創出の重要な源として、インフォーマル経済と非農業経済に特化し

がちである。農村の非農業部門とインフォーマル部門を雇用創出としての部門へと変化さ

せる取り組みは、伝導性のある(規制緩和の意)ビジネス風潮に沿って、クレジットやネ

ットワーク、情報へのアクセスに焦点を当てている。 116 この先行研究は、 20年間アフリカ

のインフォーマル企業の大半を苦しめてきた重大な需要制限というものに明白に焦点を当

てているわけではなく、各部門の連関と国際的な連闘が若年層の労働需要の問題を解決で

きることを合意しているように思われる。 117農業と非農業活動、農業と国際経済、インフ

ォーマル部門と国際経済の聞のつながりは、実践的でプログラムに組める方法で、供給側

と需要側をつなげるための新しいメカニズムを提供している。

農村地域においては、生産性を上げ農業市場を拡大するために、契約農業と国際バリュ

ーチェーンに強調が置かれている。 118 しかしながら、高い技術や必要な資本の不足から若

年層は契約農業からは最も思恵を受けにくい立ち位置にあり、これらの連鎖に沿って、不

安定で脆弱な雇用を発生させることが多い賃金労働やサービス活動にますます引き込まれ

ていくことが考えられる。 119農業と NFAsの聞のつながりもまた、若年層を生産性の高い

活動へと移行させることによって生産性を上昇させ、非常に高いアフリカの脆弱な雇用の

割合を削減する手段であるとして、研究が進められた。 120 これには、サプサハラ・アフリ

カにおける製造業が虚弱になりつつあるという背景から、サービス業を何よりも先に巻き

込もうとする一般的な認識がある。しかし、農業からサービス部門への若年層の再配置に

よって生産性が増加する一方、サブサハラ・アフリカの多くの国のサービス部門が低生産

なインフォーマル企業で占められているという不安も存在する。 121 2013年の ILOの国際雇

用報告書 (Globa1Employment Report 2013)はICTベースの仕事の重要視は、若年層の雇用

と生産性の高いサービスにとって利益になるような労働の再配分を促すことが考えられる。

R副首sとGollinは、ウガンダでの料金支払いシステムやガーナでの携帯電話キオスクなどを

通して創られている新しい企業機会、ルワンダでのコールセンターを通した雇用機会、ガ

ーナで拡大を続ける電気通信部門やコールセンターでの雇用などを強調している。 122

しかし、虚弱なインフラと初期の規制的なシステムは今もなお抑制の要因となっている。

エチオピアの TICADVの報告書では、実現可能な若年層雇用の源泉としての ICTを想像す

るだけでも、インフラはあまりにも弱いと感じられた。ガーナでさえ、規制とサーピスの

質はこの部門の雇用創出能力を制限し続けている。しかしながら、 ICTトレーニングの発展

116 Garcia and Fares 2008:71， Rar白血dGoll血2012.
117 Eβ2013:5; R置1Isand Gollin 2012 
118 Proctor血 dLucchesi 2012:44. Ranis姐 dGoll也2008.
119 Eβ2013:5; R置由皿dGollin 2012. 
120 11β2013. 

121 ILO 2013:93 
122 Ranis血 dGollin 2012:19，90. 
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と農村地域の不利な若年層のための雇用の潜在可能性が見受けられた、インドやカンボジ

ア、ラオス、ケニアで起こったソーシヤルアウトソーシング(社会外部委託)の興味深い

実験は、価値のある指摘である。 123 トレーニングと調整は、アウトソーシング契約を公共

部門からと同様に国際的な関心事から ICT匂イクロワーク (microwork)"と考える社会企

業によって遂行されている。上層への可動性とより高い教育への機会は、これらのソーシ

ャルアウトソーシングプログラムのいくつかへと統合されている。一方で、報酬や労働条

件、社会企業と参加する若年層との間の利益配分のレベルは不明瞭なままである。

より技術的な活動における雇用の巨大な宝庫は、アフリカの若年層の国際労働市場への

融合を通じて、聞かれているように見える。Rar由と Gollinは、フォーマル部門とインフォ

ーマル部門のより動的な部分の聞のつながりは需要制限を解決し、技術改良に貢献し、イ

ンフォーマル企業をフォーマル部門に吸収していくということを、 R姐 isとS胎wardによる

先の研究を活かして主張した。 1目これを念頭に置いて、彼らは、マイクロクレジット、そ

してアウトソーシングやフォーマル部門との下請けのつながりを通して、フォーマル経済

とインフォーマル経済の聞に金融と商業のつながりが増加しているこ左を主張している。

EPZsは、これらの雇用発生相乗効呆を上鼻させるための理想的な場として強調されている。

残念ながら、国際ノ号リューチェーン (GVCs) の文脈において、フォーマル・インフォー

マルのつながりは、技術改良と園内産業化政策に埋め込まれた園内レベルの下請けのつな

がりに関する以前からの分析の事例よりも、インフォーマル経済への影響においてあまり

良いものでなくなってきている。ますます多くの評論家が、貧困とインフォーマリティに

おける GVCsの影響について疑問を浮かび上がらせている。 125彼らは、リスクとコストを

連鎖の下方へ移行させるための競争重圧のため、 GVCsにおける競争のダイナミクスは連鎖

の最底辺の貧困と脆弱性を悪化させる傾向があることを指摘している。NadviとB回世田toset 

a1は、臨時雇用や契約労働、連鎖の最底辺にある低賃金で保護されていない雇用の集中か

らGVCsが“貧困の連結点 (poverザ nodes)"を創り出すことを通じてプロセスを調査して

いる。この「最底辺にある低賃金で保護されていない雇用」の脆弱な労働者は、特に集中

して女性や子ども、移民などで占められている。 Nadviの説明によると、「…GVCs内での労

働者は、全ての点において、変化する雇用契約形態や増加する臨時雇用の雇用に対してま

すます脆弱になっている。これらの発展は連鎖の競争的なロジックによって登場してきた

ものである。そこでは、サプライヤーは消費者にさらにきつく統合されるだけでなく、効

率性を高め、より低いコストを求めなければならず、また質を上げ、さらなる機能を兼ね

備えていかなければならない。」としているロ 126

アフリカとアジアのデータを見ると、 GVCsへの融合はさらに雇用を提供する一方で、脆

弱な雇用を削減するよりもむしろそれを強める傾向があることが分かる。園芸作物バリュ

ーチェーンはケニアの農業において 10万近くもの新しい雇用を生み出したが、それらの多

くは不安定な雇用であった。ザンピアや南アフリカ、ケニアの園芸作物産業では、女性が

全体の雇用のうち 50から 75%を占めているが、彼女らは季節的また短期的で、危険で不安

123 Madon血 dSh師団.ppa2013; MONITOR 2011a， 2011b. 
124 Rar由担dGollin 2012:100; Ranis祖 dS恒wart1999 
125 

Nadvi 2004; Barrientos et a1. 2003; Ru也v田 2009;Al1en 2011. 
126 

Nadvi 2004:28. 
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定な雇用を含んだ脆弱な雇用関係に集中している。 l幻これらの問題は、サプサハラ・アフ

リカの脆弱な雇用において進行している、ジェンダーギャップに関する ILOの批評によっ

て裏付けられている。そしてそのジェンダーギャップは、 1991年から 2012年の聞で 14%増

加し、女性の脆弱な雇用は、男性の 70.6%に比べて 84.9%に位置付けられた。 128

11. 3. 3差し迫ったニーズに対処するための対策

アフリカの若年層の脆弱性と貧困の深刻さは、差し迫ったニーズを満たすための政策が

必要であることを浮き彫りにしてきた。公共事業は、公共事業プログラムをインフラ対策

プロジェクトへと統合できる可能性があるため、これらの対策の中で最も選好されている。

公共事業には、若年層を他部門の雇用へと移動させるトレーニングを提供するといういく

つかの議論がある一方、 1292013年の世界開発報告書(血.eWor1d Development Report)は、

公共事業はめったに、将来のより良い雇用のための踏み台にはならないと主張している。 130

競争後の高いコストと低い就職斡旋率に加えて、公共事業プログラムは時々“雇用の不満

~obdi団組s血CHon)" の中心点となり、また、参加している若年層の聞に社会的不安定をも

たらす。これらのプログラムが生み出していくと考えられることは、 GarciaとFaresがセネ

ガルの事例で指摘したような、ひょっとしたらインフラとの合同によって起こった、以前

では 3倍増加し後では 5倍増加したエンジニアリングと建設ファームの増加である。彼ら

は事後のトレーニングと、より長期での雇用へとつなげるために追加的な雇用機会を必要

とするけれども、無駄のない公共事業プログラムが行われれば、雇用や何らかの技術トレ

ーニング、そしてインフラなどに対する差し迫ったニーズを満たすための効果的な方法に

なるかもしれない。 131 ただし、大がかりな公共事業プロジェクトにおける汚職に関して、

心に留めておくべきである。

若年層の雇用危機への一般的な解決策の再評価は、リアリティチェックの必要性を指し

示している。一般的な政策パッケージには、未来に向けて問題を抱えてしまいそうないく

つかの側面がある。教育分野への投資、特に中産階級の成長の制限に焦点、を当てることは、

雇用斡旋業者と国際労働市場とのつながりを奨励することと同様に、若年層の不満と脆弱

な雇用を削減するよりもむしろ実際に増加する危険を冒してしまうだろう。貧困について

の明らかな問題はさておき、さらなる脆弱性と欲求不満の増加は社会不安の危険を増加さ

せてしまう。α富田町の最近の報告書での詳述によると、若年層の暴力は失業と同じくらい、

品位が低く搾取的な雇用とリンクしている。 1担保護されていない労働者は、政治的動員に

対して、もしくは進行する不平等に直面した欲求不満の爆発に対してより不安定になりう

る。つまり、ただ単に雇用を創出するだけでは十分ではないのである。彼らは、仕事が適

度で今後も長期的に続けられるものであることを必要とし、また、持続可能な改善という

国家ピジョンと同様に、個人に基礎を教え込むようなものとなることを必要としている。

127 Barri阻阻set al. 2003:1514 
128 Eβ2013:93 
129 Garcia血 dF町田2008:72
130 WDR 2013:270; Ranis血 dGollin 2012:85・6.

131 Garcia and Fares 2012:72. 

132 Cra血町， 2011
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最近の Eβ 国際雇用報告書 (GlobalEmployment Report)では、「ただ単に雇用の量に焦点を

当てることは、短期において高い不安定な雇用の割合へと結び付けてしまう…結果は、こ

れらの機会の増加はしばしば賃金もしくは良い収入とは両立してやってこないということ

を示唆している…」としている。

11.4.ビジョン、政策、現実

若年層の失業問題に対して提示された解決策には、ただ単にどれだけ詳細かということ

ではなく、それらの包括的なピジョンもしくは哲学においても課題が残されている。若年

失業問題に対処するために採用されるプログラムや政策は、例外なくきまって、しばしば

根底に潜んでいる原因の個別的な理解を取り入れる。 133 これらの理解やピジョンは、その

領域における現実を反映するかもしれないし、そうでないかもしれないが、政策に落とし

込まれていく。ビジョンと政策が地域の現実に適合しない限り、長期での政策を支援する

ためのいかなる意味のあるコンセンサスも打ち立てることが困難になってしまう。ピジョ

ンと地域の現実の聞の共時性の常習的な不足は、国際レベルと国家レベルの両方の事例か

ら説明することができる。

例えばシエラレオネにおいては、 Enriaの働きは、国連平和構築アーキテクチャー (United

Nations Peace Bnildi且gArchi脂cture:PBA)がその土地の現実に完全に調和していないシエラ

レオネにおいて、若年失業のピジョンを発展させたという事実を強調している。第一に、

政策決定の側面において、 PBAフォーラムは、国連自身の規範的国家統制主義者の枠組み

の制限内で、圏内アクターと国際アクターという異なったタイプの聞のコンセンサスを達

成することを課せられた。それゆえにシエラレオネの緊急平和構築政策で使用された表現

は、国際的なコンセンサス構築におけるこれらの取り組みを反映するものとなった。さら

に重要なことに、開発アクターと安全保障アクターを接触させる取り組みにおいて、開発

は事実上安全保障化された。この文脈において若年失業は、広く単純な要因のつながりに

よる平和への脅威として描かれた。望まれないものとしてだけでなく危険なものとしての

失業の描画は、一般的な話を組み入れることを可能にさせ、安全保障アクターと開発アク

ターを同じテーブルに上げることを可能にさせた。しかし、矛盾した分野を接触させるこ

とはかなりの度合いの多義性を必要としたため、若年失業が引き起こした圏内平和への脅

威を受けてのその方向性は、詳細に論議されないままとなっている。 134話の単一化はしか

しながら、広範囲にわたる領域の支援を動員させる機会を提供してくれるのできわめて重

要である。必要なものは、行動の指示ではなく、重要な国際コンセンサスであった。履行

の問題は専門家へと残されたのであった。 [3'

しかしながら、フリータウンの現地国連 PBA陸軍将校が、 PBAがみなす若年失業問題の

ピジョンを運営・履行しようと努めたように、政策レベルにおいて多義的な話には重要な

分校がある。平和構築基金 (PeacebuildingFund)の拠出で UNDPによって行われた、若年

層企業開発プロジェクト (τ'heYouth En同 riseDevel叩m回 tProject [YED])はかなり唆昧さ

133DIAL，2007，p45 
134 

E町ia，2011
135 Enria， 2012， p. 47 
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を含んだものとなった。ビジョンから実際の履行への置き換え作業は、さらなる政策連鎖

をスタートさせた対話を、続けていくための試みと共に始められた。失業と安全保障の脅

威との単純なつながりは、プロジェクトの計画において続いていた。しかしながら実践に

おいては、実際のプロジェクト内容と履行は、より実際的な問題に沿って進められていた。

第一に、 UNDPの専門的知見が与えられたので、プロジェクトは、紛争のダイナミクスへ

と合わせるというよりもむしろ、何よりもまず開発の客観性から作り出されたロ同様に、

国家のオーナーシツプに対する国連本部の関心 (UNbureaucracy's concem)は、「プロジェ

クト効果 (proj田 teffi即 tiv阻田s)Jを確かにするために、現場レベルの職員の考え方と対立し

た。

しかしながら、著しく全体像からはずれることは、失業した若年層自身の考え方と同じ

である。 136E:凶aが指摘しているように、最終的には、初期の見解とその次に来る実践的な

計画は両方とも、表面上は指導されていたフリータウンの失業した若年層の複合的な現実

を反映させることができなかったo 例えば、「失業」の意味についての彼らの考え方や、社

会的排除の認識、生き残っていくための文化的なレパートリー、限られた市民権の有効性、

国家エリートの日和見で選り抜きの頭の鋭さなどを反映しなかったのである。国家再構築

と若年失業に対して、単に失業した若年層の人数と視点を使った PBAのアプローチは、平

和構築政策の制限とその運営化に対して、深刻な観点を投げかけている。実際に、失業と

暴力の聞の直接的で単純なつながりは失業中のままの人々をさらに犯罪へと駆り立ててし

まった。そしてそれは、社会的排除のプロセスを強固なものへとしてしまっているのであ

る。

ビジョンとプロジェクト、地域の現実の聞の同様の非連結性は、 1980年代に注目され、

さまざまな国で設立された全国若年層プログラム (Nationa1Youth Program皿田:NYPS)で

のLinte10の働きのように、多くのアフリカ諸国において圏内レベルで観察されうる。例え

ば、ナイジエリアやタンザニア、ザンピアでのNYPsは独特の政策ビジョンや若年層問題の

識別、支援に関する固有の哲学を述べている。 137彼らは「若年層の発展の課題や、これら

にどのように取り組んでいくかなどにおけるアフリカ各国政府の考えを述べ、より明確も

しくはその逆の、変革の理論を示唆する」としている。 138 しかし、これらの社会変革のの

ピジョンや理論は、全体的な現実にどれほど適合しているのだろうか?

これら NYPsは、性に関する健康、雇用、教育、武力紛争、グローパリゼーション、貧困、

文化などを含んだ多様な問題について討議を行っている。「しかしながら、現在最も支配的

な問題は、人口学的特徴や失業、政情不安定などの相互連関である。J139若年失業は、社

会的変革や政治秩序、社会崩壊、経済の衰えなどの文脈において分析される。また、若年

層がこれらの NYPs内でしばしば矛盾した役割を与えられていることにも注目すべきであ

る。例えば、 2001年のナイジエリア若年層政策 (Nig聞姐 you也 policy) は、若年層をエネ

ルギッシュで活動的、そして同時に脆弱で未熟なものとして捉えていた。このピジョンの

結果、この NYPsを基にしたナイジエリアの若年層政策は、若年層の斡旋機関の重要性を強

136 E町ia，2012， p. 50 

137L出回10，2012，p. 91 
138 

ibid 
139 

L田恒10，2012， p. 92 
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調しているにもかかわらず、また、「若い人々は自分たち自身から保護されることを必要と

している」という概念に基礎を置いた、父親的温情主義の立ち位置から若者へアプローチ

しているにもかかわらず、一貫性のない性質を持つようになった。 140一般に、ナイジエリ

アNYPsは彼らの行く末に責任を持つために、若年層をエンパワーしようと努めている。し

かし皮肉なことに、その一貫性のない注視のために、このエンパワーメントは以下のよう

に認識されている。 r...非エンパワーなトップダワン型の非常に指導的な方法においてはロ

若い人々は受動的なレシヒ。エントであり、それは「訓練されたもの」 ・宗教やコミュニテ

ィーのリーダーによって道徳や倫理の指導を受け…彼ら自身に動員するための手段を与え

助長するよりもむしろ、彼らを動員してしまう。政策は若年層のエネルギーを「利用」し

投資しようと努める。そして国家の未来を形作る上での活発な参加者に「させようと」す

る・その政策は「若年層を適切に導くこと、彼らを十分に動員し、国家開発をサポートす

るために若年層を十分に社会の構造へと融合していくことを目指す」左している。若年層

政策は、このように、技術を発展させることや若年層の幸福を前進させることと同じくら

い、望ましくないふるまいや態度をしつけていこうとするのである。J141 

このトップダウン型のアプローチは、より共同選択(叩ーop旬tion)や抵坑運動を誘発しそ

うであり、コンセンサス構築のための基盤は設立できなさそうである。おまけに、いくつ

かの NYPsは彼らを社会の後援者から切り離してしまうような「テクノクラシーの政策過程

の全体像をほのめか」している。 142同様の方法で、 NYPsは市民社会や民間部門のような

非国家アクター認識しているが、非国家アクターは「政策の協議や組織立て、審査などに

対する活発で独立した貢献者としてというよりも、むしろ主にサービスの運送役としての

役割が置かれているん 143 簡単に言えば、ほとんどのアフリカの国々の全国若年層政策

(National youth policies)は政府による経済・社会機構統制 (dirigisme)で、 トップダウン

型、そして受動的で従順である。そして依然として問題が多く、若年層は国家政策の対象

物なのである。 NYPsは政治参加や若年層の大入社会への融合、もしくは若年層の自治の促

進に対してほとんど注意を払わない。彼らは、コンセンサス構築にとってあまり芳しくな

いそれらの性質を、 rparticipation-lightJ凶であるとして公然と非難している。

11. 5.既存の実践

もしも、アフリカでの若年失業における国際的アクターと圏内アクターのピジョンが、問

題の効呆的な合意形成に必要なアイデアの典型を奨励していなければ、圏内や国際的な発

展に関するアクターの行いは等しく問題のあるギャップを残してきた。例えば、ミレニア

ム開発目標 (N08)は、国際経済において阻害された若年層を集約することを目指しており、

若年層へきちんとした生産性のある仕事への発展と実施戦略を発表している(ターゲット

16)0 2010年は、「私達の若者、私達の声 (uuryou血， our voice) Jとともに、もう一つの若

1柑 L出回10，2012， p. 94 
141 

ibid 
142 
143L国同10，2012， p. 95 

Lirr匝10，2012， pp. 95-6 
144 Lirr出10，2012
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年層の国連インターナショナルイヤーであると発表された。 145しかし、 8番目のミレニア

ム開発目標は、「若年層のための品位ある生産的な仕事への戦略を発展、実施する (develop

姐 dimplem回 ts甘'ategiesfor dec四 tand productive work for youth) J開発のための国際的なパー

トナ}シップ(GlobalPar也ershipfor Develop皿田lt) により焦点を当てられている。「国際的

なパートナー(GlobalP町佃，ers)Jには、富裕な園の政府、国際的な団体や機関、もしくはそ

れらの利害関係者の組み合わせが含まれる。 146そのために、所謂若年層の「声」は、あま

りにも多く溢れている善意の国際介入主義によって退けられている。

多くの同じ様な若年層軽視は、構造的調整とその条件を取り替えた PRSPsにおいて見ら

れる。 2002年の 5月と 2003年 9月の聞に完成した PRSPsの3分の 2近くは、若者に対し

て大きな注意を与えている。重要視しているほとんどが教育、雇用、そして健康問題であ

る。しかし、 PRSPsのたった 16%は、気まぐれで独立的なプログラムの代わりに、若年層

を統合した支援のために重要視しているように見なしている。 147重大な事に、 PRSPsは効

果的な参加についてというよりも協議についてのものである。国際機関は、どの地域アク

ターが協議のテーブルに招待されるのかを決めることにかなり影響力を残しており、 148

NGOはより一般的に「声」を出してから影響力に変えることが非常に困難であると分かつ

ている。

園内レベルでは、サブサハラ・アフリカ諸国の多くの政府は、国家の雇用政策や開発の

枠組みで障害者雇用に乗り出している。例えば 2011年と 2012年には、マラウイ(成長と開

発戦略ll)、ナミピア(NDP4)、タンザニア。底UKUTAll)、そして南アフリカ(国家開発計画

/ヴィジョン 2030)などの国で、政府は障害者雇用目標という新たな開発枠組みを採用してい

る。 149これらは、南アフリカやナミピアでの場合のように指定された雇用対象からマラウ

ィやタンザニアでの貢献の政策報告まで及んでいるo しかしこれらの戦略は予算上と制度

上の能力を欠いており、それぞれの官僚機構を越えてより広い社会の支持を動員すること

は出来なかった。

ナイジエリアでは、コンセンサス構築の欠如というよく似たプロセスが一般的な経済改

革を妨害してきた。国家を悩ませてきた「資源の呪い」や汚職を正すために、財務大臣で

ある NgoziOkonjo-Iwe泡laは、オイル収入からの公共支出を断ち切ることや、政府系投資フ

アンドの設立、そして再発する経費と助成金を減らすことで、国家財政での長期的なイン

フラストラクチャーへの投資を促進することなどに努めた。 Ok叫 o-Iwealaによると、これ

らの対策は既に良く知られており、自然資源から得る富を管理するための最も良いやり方

であるということを表している。しかし、彼女は「解決策は良く知られているが、なぜほ

とんど実行されないのか?J という疑問を提示した。 150答えは、改革を妨げる「政治的な

障害」のように彼女が認めたことの中にある。はっきりと、彼女は「既得権益」の妨害を

指摘していた。政治的なコンセンサス構築のために、彼女は 3つの取られるべき対策を示

145 Lin旬10，2012， p. 92 
1岨 C町回U!， 2004， p. 4 
147 Cur回U!， 2004， p. 6 
148 whi泊eld，2005
149 

ILO， 2013， p. 94 
150 

Okonjo-Iw回 la， in Hale， 2012， p. 7 
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した。①説明責任への要求を促すように、財政配分情報を市民に提供する。②「勝者と敗

者」を特定するための改革を評価する。③敗者に長期の利益を納得させることによって期

待を管理していく。 Okonjo-Iwea1aと彼女の改革チームが、政権内での場合のように、必要

なコンセンサスの構築に失敗したことは教訓的であり、改革の反対者が間に合わせの方法

で燃料助成金の削減を強引に適用させ、改革派が達成できたことを最終的に弱めた世間か

らの強い反発を引き起こした。 151 明らかに、ナイジエリアの改革派たちは、「既得権益」

を抑制するという彼らの目的や一般大衆の期待を管理することに失敗している。

アフリカにおけるコンセンサス構築へのこれらの既存の制度的で政治的な障害は、幅広

い若年層雇用プログラムの実行に努めている人たちが直面している課題の大きさを説明し

ている。今現在存在する課題は実に大きい。サブサハラ・アフリカは、向上しているが依

然として低い労働生産性や、安定しているが遅い農業からサービス業への労働力の構造的

移転の事例である。しかし、このプロセスは、古典的で時代遅れの産業化に関連した産業

部門の歴史的な拡大なしに行われている。結果として、持続的で高水準な脆弱雇用が存在

している。 2012年には、サブサハラ・アフリカでの脆弱雇用には2億 4700万人の労働者が

おり、 2000年よりも 6200万人増え、少なくとも 1991年よりも 1億人増えた。 152 これらの

脆弱な労働者の多くは女性か若年層である。それゆえ、課題は単に失業者のためにより大

きな雇用を作り出すだけではなく、同様に重要なことは、脆弱に雇用された人の生産性や

賃金、そして健康を向上することが必要である。コンセンサス構築の重要な問題に私達が

取り組むべきことは、この課題の大きさの背景の中にある。

11. 6.実行可能なコンセンサスの構築のための代わりとなるビジョン

アフリカ連合(A町、国連アフリカ経済委員会(ECA)、アフリカ開発銀行(AfDB)や ILOの

間での、アフリカの若年層雇用促進のための共同提案は、アフリカでの問題に取り組むた

めの潜在的な転換期を提供している。 153 しかし、この賞賛に値する目的の達成のために、

現地の実際の需要と一致した代わりとなるビジョンが必要である。衝撃的な世界的成長に

関した2012年の会議で、世界銀行のMartinC也誌は世界における一般的見解を要約した(~そ

れは政治的であり、ばかげたものだ~ )0 154多くの同じ見解は、アフリカに置ける若年失業

問題に取り組んでいるといえる(その根幹には批判的で政治的な問題がある)。権力関係は

雇用創出にとって中心である。アフリカにおける若年層雇用の計画を今まで支配してきた

政策立案の技術者支配(テクノクラート)のスタイルは、権力のために論争をさける傾向

にあり、一般に雇用と福祉の保護という等しく重要な目標の膨張を制御することに賛成し

ている。成長志向で雇用中心、そして再分配的な政策に、もしも創造的で協同のアプロー

チの幅広い範囲を通して公平な機会が与えられるなら、政策規模は広げられなければなら

ない。 155 これをどのように達成するかが、コンセンサス構築の重要な目標である。

151 ibid 
152 

Eβ，2013， p. 93 
153 

Proctor血 dLucchesi 2012， p. 47 
154 Ha1e， 2012， p. 3 

155 B町屯ura，2010，pp.305-6
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全体的に雇用に焦点を当てた、世界銀行の WWorldDeve10pment Report 2013Jの筆頭著者

である Mart:皿Ra血aによると、労働市場の政策は、重要である一方で、全体的な開発戦略の

不可欠な構成要素として見なされる必要がある。 156それ故に雇用創出は、権力論争の文脈

だけでなく、開発戦略全体の文脈のなかにも見られなければならない。これは、雇用の政

策設計において供給側が持つバイアスは改正される必要があることを暗に意味している。

財政的な包合、インフラへの投資、労働市場政策への出費、より広い社会保護、そして為

替レート管理の促進を含むために、アジェンダは広げられる必要がある。それら全ては「構

造変革と生産的な雇用機会の拡大 (s回 ctura1岡田formationand exp阻 dproductive emp10yment 

opportt血ties)Jを促進するように意図されている。 157アフリカでは、産業化が国際的トレン

ドの裏側で遅々として進まず、農業とサーピス業の生産性は依然として低く、経済と社会

政策は分裂しているので、経済の構造変革は重要なことである。この文脈での「変革」は、

高水準な不平等に取り組むために、水平的で垂直的な再分配を目指すことである。個人と

コミュニティーの生産能力の強化、そして失業、健康問題や年金に取り組む制度の改善を

通した社会的な保護などが「変革」にあたるものである。雇用に関する法律制定は、標準

的な生活、生産性、社会的な包括という事柄に適用されるべきである。 158

この幅広い観点の中で、若年層雇用の創出政策を考慮し始めることが出来る。そのよう

な政策は、いくつかの重要な住で成り立たなければならない。それは、若年層が人的資本

を蓄え保つ機会の拡大、勤労機会を利用して若年層の能力強化、機会を利用するための素

養を初めに持たない若年層に三度目の機会を与えること、基本的な労働権と国際的な労働

基準、雇用促進や社会保護、そして社会的な対話の促進などである。 15.

しかし、若年層の雇用創出の問題はこの幅広い定義でさえ、いつの時代のすべての固に

とって全てに適した万能薬では必ずしもない。労働規制、社会保護、集約的な表現、そし

て活発な労働市場プログラム、これらが政策結果に影響するために一緒くたにまとめる方

法は固によって異なる。 160それ故に、これらのまとまりについての政治的な論争は、最終

的な有効性の中心にある。より幅広い青写真についての論争は、政策立案者は資源におけ

る競い合ったいずれかの主張に決めなければならないことを意味している。そのようなビ

ジョンは技術者支配(テクノクラート)の注視から離れ、政策立案決定プロセスの複雑さ

を認めている。この複雑さは、社会の中の個人やグループによって競い合う主張から来て

いる。しかし、それはまた異なる政府機関や役人の競い合った主張にも起因している可能

性がある。これが、コンセンサス構築がとても重要である理由である。

それゆえに、政策立案の(それが強調する一つの)異なる概念化は終わりとする。

「知識と権力、政策の聞の関係;取引のプロセス;特定の解釈を通じた政策問題と解決策

の社会的構築、特定の社会と国家のアクター、アクターのネットワークと連携、そしてア

イデアの役割、関心、価値と信条によって促進された構想と対話。-フレームワークが国

家と社会的アクター聞の相互作用を強調している …集約された活動と、市民社会組織が

156 Hale， 2012， p. 2 
157 Ma胞umo岡田al，2012， p. v 
158 Bangura， 2011;WDR2013， p. 261 

15. Garcia & Fares， 2008， pp. 67・8;Matsu皿0旬 etal， 2012， p. iii 

160 WDR 2013， p. 259 
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連続的に政策に従事し影響しようと努める方法は、故に最も良い技術者支阻的な決定を含

んでいるのではなく、ある程度論争と権力闘争を含んでいるように見られる。J161 

11. 6目 I雇用創出の政治，アクターと制度と政策

近年では、多くのアフリカ諸国が、「雇用なき成長」という現象に直面しており、 Yusuf

Ban思m は、歴史的に生産性向上率の上昇は雇用の成長率を遅くする傾向にあると論じてい

る。例えば、 1961年から 1970年までの間で、 1%の生産性の成長率の上昇が、雇用の成長

率の 0.07%低下という結果をもたらした。 2001年から 2008年までの聞には、同じ生産性の

成長率の 1%の増加が、雇用の成長率の 0.54%の低下という結果をもたらし、近年ではより

重大なインパクトを示している。結果として、 2008年までに、マクロ経済的な政策での生

産性改善は、過去に行ってきた同じ方法での雇用創出の増大をもはやサポートしていない。

162 もし雇用問題に対処するのであれば、成長促進の政策だけでは明らかに十分ではない。

東アジアのいくつかの国は、介入主義的な産業政策及びその他の政策を用い、貿易を管理

し、金融と産業の密接な連闘が構築され、社会政策が行われて、産業雇用の規模の増大と

生活水準を上げるような労働力の技術水準の向上が実現した。アフリカでは、経済的、社

会的、政治的な政策と制度が、同様のインパクトを達成するために意識的に相互に調整さ

れることが必要である。しかし、誰がそのような変革のプログラムのために必要とされる

アクターであるか?どんな制度と政策を彼らは必要としているのか?われわれがコンセン

サス構築の適切なありかたを主張することができるのは、こうした問題に取り組む中での

ことなのである。

雇用創出の政策における重要なアクターは国家や私企業、市民社会という異なる機関で

ある。構造調整下の多くのアフリカ諸国において、政府の重要な領域での国家能力は、公

共支出における規定のない削減の結果のように衰えた。これは、ビジネスを管理して、労

働法をチェックして、一般的に有効で首尾一貫した政策手続きを維持するための国家の能

力に影響を及ぼしていた。国家制度のこの構造的弱点には、効果的なコンセンサス構築へ

の関連がある。雇用創出の政策におけるもう一つの重要なアクターは園内のビジネス階級

である。この階級は、構造調整下で国家政策への影響力をほとんど持たない。その代わり

に、外交性のプロセスにおいて、技術者支配(テクノクラート)の国家エリートは、支持

と指導のために外国のドナーや二国間制度に目を向けていた。 163 しばしば「クローニー-

キャピタリズム (cronycapitalism) Jの管理の下で、国家内ビジネスの無力化、汚職そして

「既得権益 (vestedint町田 恒)Jは、発展途上国における1NCsと海外投資に対する財産権と

援助的な環境に関連した国際法や圏内法の体系を通じて与えられる法人権利を通して、海

外資本への新たな権力の容認を伴い協力して行われていた。 1出要するに、国内資本が雇用

創出の政策できちんと役立てば、圏内資本は多くの口実となる政策根拠を持っている。

雇用創出政策の三つ目の重要なアクターは、組合労働者である。このアクターは構造調

整下でかなりの圧力を受けているが、労働運動復活の兆しが見えてきている。いくつかの

161 Lin回10，2012， p. 95 
162 B血思J1'lI， 2010， p.32 
1日Whitfie1d，2005 
1出 B阻 gur九2010，p. 242 
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国では、他の市民社会組織と同様に、労働組合は、インフォーマル部門の労働者に手を伸

ばす事によって組合権力と問題との関連における組合の表退を反転させようとしている。

雇用創出政策の最後の重要なアクターは市民社会であり、農村の農業従事者や女性と若年

層の組織、過度な権利や市民団体を含む多様な利益を表している。

これら 4つのアクター(国家、私企業、組織労働者、市民社会)の聞の社会的対話と論

争は、変革的で開発的なアジェンダと雇用創出アジェンダにとってのコンセンサス構築の

中心となる要素である。そのプロセスは 4つのどの組織によっても始められることができ

るが、政府は特別な責任を負う。国家の調査能力が弱い状況では特に、労働組合と、労働

条件と労働者権利の監視をしている人権NGOの働きを政府は支援する事ができる。政府は

また、より小さな事業の利益を表している企業組織を育成することができ、動機の供給を

通して、企業組織の管理能力や技術的な能力を発展させ、国家と企業の対話を制度化して

いる。 165それは、変革的な発展を進めるこれらの重要なアクターの間での相乗的な相互作

用である。

そのような相乗的な過程の例は、モーリシャスやセネガル、ナイジエリアで見られる。

モーリシャスでは、労働組合に加盟している農業労働者は協同して、社会権利や社会サー

ピスを国家に一般化させようとした。一方でセネガルの 1993年の選挙では、強い農業組合

は、アジェンダに農業政策を上乗せするように圧力をかけ、結局農業ローンの利子と農産

物への輸出税のカットを引き起こした。 1面 2012年の 1月のナイジエリアでは、労働組合と

市民社会組織による協定を結んだ対抗勢力は、燃料補助金のプログラムにはびこっている

汚職を調査するように政府に強要した。それはまた、 SURE-Pと呼ばれる若年層のための雇

用プログラムの制度を導いた。

アフリカの状況では、関心のある重要なアクターが民族、地域や宗教グループを含むか

もしれないことを、指摘しなければならない。経済的で社会的な変化は歴史的にアフリカ

の文化グループに異なる方法で影響を与えており、グループの不平等の明らかなパターン

を作ってきた。いくつかはその過程によって被害を被っており、その他のグループは累積

的な利益をいつも得てきた。実際、アフリカの大部分には部族や労働市場の民族的分断が

あり、それによって、経済的なものと文化的なものの聞の区別をぼやけさせてしまう。小

規模企業の軽視やそれらの企業への少ない国家支援を結果として引き起こした経済自由化

のせいで、構造調整下では、多くの小規模事業組織もまた、民族や宗教家系に沿ってばら

ばらになった。「例えば、ナイジエリアでかたまった会社の戦略に対処することは、特定の

民族や宗教グループに関連した地域の縁故主義的な政治的で社会的なネットワークを統合

することによって、資源のアクセスを得ることになる。J167 

構造変革的な発展と雇用創出のための動員の観点からは、「構造変革の利益とコストが、

民族もしくは宗教の類似点、もしくは地理的な場所に一致したとき、個々人は発展をそう

した亀裂に沿って理解するようになる」ことは大いにありえることである。 168 コンセンサ

ス構築の努力は必然的に 4つの重要なアクター(国家、私企業、車田哉的労働者と市民社会)

165 Bangura， 2010，p. 253 
1面 B血思lfII， 2011 & 2011a 
167 B阻 .gura，2010， p. 252 
168 B町沼町民 2010
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に集中しなければならないが、我々は 4つのアクターを要約した社会での文化的な亀裂に

いつも敏感でなければならない。この文化的背景の力学への無頓着が、コンセンサス構築

のいかなる努力を無駄にする紛争を引き起こすだろう。ジェンダーは社会において注意し

なければならないもうひとつの文化的に規定された不和であり、特に「労働市場における

ジェンダーの不平等は著しく永続的で、多様な発展の過程で深く埋め込まれたものである」

と指摘されている。 169

コンセンサス構築の制度的背景は，非常に争われやすい性質から、重要度は一番低い。個

人の権利とグループの権利の制度化は、集約された活動に従事し、政治的選択を行使し、

そしてリーダーの責任を持つ権限をグループに与えるために必要である。 170それが、貧し

い失業中の若年層が、彼ら自身で目標を達成することを夢見られないような達成すべき目

標のために、不可欠な広範囲の提携を組むことを可能にするこの制度化された権利の背景

である。また、制度化された権利の背景は、貧しさと強く結びついた労働組合や市民社会

組織のようなグループが、独立車邸畿や流動化のために能力を発展させること、民族や宗教、

地域的な分断の超越もしく解消、そして政策立案に関わる国家アクターとの繋がりを作る

ことを可能にする。このプロセスは変わる事なく、社会の将来の変化に関して幅広く受け

入れられた社会的協定を強化する生産的なコンセンサス構築に導いている。国家アクター

に結びついたフォーマルなグループなしでさえ、失業中の若年層や労働組合、継続した論

争や流動化を通して影響力を維持するために、市民社会組織は力強い直接的な活動方法を

使うことが出来る。現職の政府に彼らの提案を真剣に考慮することを強要するために、選

挙で投票という権力を行使することも出来る。民主主義と市民権の尊重は、それゆえに、

いかなるコンセンサス構築のために必要な要素である。抑圧と汚職した選出の状況で、い

かなる意味のある対話やコンセンサス構築を行うことは、想像もつかないことである。

民主的権利の尊重というより広い制度的権限の中では、変化をもたらす変化に必要とさ

れる特別な労働市場制度を調査することもできる。これらの労働市場制度は、どんな種類

の雇用契約(賃金比率や利益、時間、労働条件、集団交渉のルール、ある種の雇用慣習の

禁止、そして労働者のための社会的保護の提供)でも差し支えないということを定めてい

る。これらの制度は、 4つのアクター(r情報の不完全性、不公平な雇用主と労働者間の市

場権力、差別、労働者に関するリスクへの保険を提供する市場の不十分さJ) により必要不

可欠になっている。 171 これらの労働制度における労働者保護と絶対的な経済効率性の聞の

均衡は、必然的にコンセンサス構築のプロセスにおける議論の一部を形成しなければなら

ない。

上に強調されているアクターや制度の一般的な役割を超えて、それぞれのアフリカ諸国

で実行されている雇用創出と社会変化のための実際の政策は、地域の特性を反映しなけれ

ばならず、構造調整下で見られるような万能なシナリオはない。いくつかのミックスした

政策は、インフラへの政府直接投資、信用を特定の生産的な活動に向ける開発金融、よく

管理された産業政策や農業政策、助成金や税控除、拡張サーピス、そして再分配的な農地

改革を含んでいること、圏内左海外の戦略的な産業と活動の両方の育成、教育、訓練や調

169 B置車町民 2010
170 

B阻 gura，2010， p. 306 
171 

Betchennan， 2012， p.1 
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査への投資のような人口に対して技術レベルと福利を向上する社会政策である。それゆえ

に、市場と市場外のメカニズムの複合使用は、雇用に友好的な開発の方針を達成する必要

性が生じるようになる。 1η

すべての例において、多くの重大な制約が国によって幅広く異なるので、政策の正確な

調合はそれ自体がコンセンサス構築の課題である。難しい選択は、政策の範囲の間で作ら

れなければならず、マクロ経済的な政策や戦略的な産業政策、農業や食の安全保障への支

持を強化している成長を含んでおり、生産的資産(土地を含む)への広いアクセスを確実

にする。;雇用機会と報酬の拡大という労働市場政策、規制の適切な形を通じた雇用のきち

んとした条件;再分配的で変化的な社会政策社会インフラへの投資、サーピスと移転、文

化的でジェンダー的な周辺化の主張に取り組むための積極的な活動政策。これら全てが、

相対的で効果的な国家制度や重複した協定、コンセンサス構築に基づいた社会協定、民主

的なガパナンスと活動的な市民権によって特徴付けられた規定した政治的な背景を必要と

している。 [73利用出来るもしくは失った公共制度の特性のチェックリストの現在の「グッ

ドガパナンス (goodgovern組問)Jのアプローチよりもむしろ、変化の累積過程に基づかな

ければならない。

11. 6目 2農業の大きな重要性

近い将来、アフリカのほとんどの農村の若者は農業内での雇用機会に依存しそうである。

しかし、農業や資源採取、もしくはサーピスにおいて低生産な活動が行われているこれら

の国々は、高度に分離された不平等な労働市場を生じさせる傾向にある。彼らはまた良い

雇用のための制限された機会を生み出し、社会的保護の点についてはほとんど何も提供し

ない。 [74農業は、アフリカの脆弱な雇用の高い度合いを占めている主要な産業である (2008

年の全体の雇用のうち 75%を占めている)0 [75それゆえに、さらに雇用を創出するだけで

なく、生産性と福利厚生も増加させていくような非常に重要な課題を提示している。先に

議論されていた農村の労働市場の特別な特徴は、この関連において重要である。変化でき

る政策は、現存している農業の低生産性だけでなく、土地や営業資本へのアクセスにおけ

る若年層の困難さにも、対峠しなければならない。

望まれた目標を達成するために、何人かの評論家たちは、若年層を巻き込んだアフリカ

の小自作農家の国際バリューチェーンへの参入を主張してきた。それは「圏内・国際農業

ビジネスにおいて、貴重なビジネスパートナーとしての小規模農家の役割が認識されてい

る」ためである。 1百このような概念の中では、小自作農業の問題は、民間事業家や国際農

業ビジネスが提供できる技術や市場、資本などへのアクセスが不足していることであると

考えられている。しかしながらそのような概念には、小自作農が自家消費や地域市場に向

けての生産と国際市場に向けての生産の聞のトレードオフ(折り合い)を作らなければな

172 Bar喝ura2010， p. 56-7 
[73 

Ban思ll1I， 2010， p. 28 & p. 232 
[74 
175BE喝ura，2010， p. 30 
，. Proctor阻 dLucchesi 2012， p. 11 

176 Proc町担dLucchesi 2012， p. 1 
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らないという問題がはらんでいることも指摘されている。 177また、「農業ビジネス部門の

ますます成長を続ける市場のパワー、価格の伝達や透明性、そして何が食糧チェーン全体

の利益の「公平な」分配なのかについての問題がある」ことも指摘されてきた。 178

市場の需要によるパリュ}チェーンの考え方に対する代わりとなる枠組みは、国連がス

ポンサーとなっている 2008年の『開発のための農業科学と農業技術の国際評価(Inl佑m説。皿l

Assessment of Agricultural Science and Technology for Developm田 tUに収められている。報管

喜は現地・地域の食糧システムを強化することを推奨している。また、生産資源(種、土

地、水)やクレジット、情報、市場インフラ、フェアトレードシステムへのアクセスを確

保することによって小農のニーズの優先化を強化することも推奨している。さらにこの報

告書は、その生産性への狭い特化のために、市場の需要によるアプローチの顕著さを、食

糧や資源、栄養の確保などの融合的な観点と比較して疑義をさしはさんでいる。 17. この代

替的な概念の中で、国家と地域コミュニティーは、バリューチェーン概念における市場と

同じくらい多くの政策イニシアチブを与えられる。このイニシアチブの遂行には、さまざ

まな利益集団の聞においてコンセンサスの構築を求める決定的なトレードオフが必要とな

るだろう。

11. 6目3目祉会政治分野と政策分野

アクターや制度、政策の役割についての一般的な議論には、より具体的な政策による影

響を考察するために、ある国のまとまりへと分解する必要がある。いくつかの情報源は、

アフリカ諸国におけるデータは重要な変化を隠してしまっているとはっきりと指摘してい

る。しかしながら、これらの変化はランダムなものではなく、若年層の失業に関連したデ

ータにおける変化において、かなり一貫した傾向がある。私たちが、アフリカ諸国のある

一定の国々が直面したコンセンサス構築への具体的な政治課題を検討できるのは、これら

特有の傾向を考察することによってのみであるo 180 

表 11.2において変化が説明されているが、筆者らは人口増加率や農業分野における労働

のシェア、インフォーマル部門の規模、貧困率、そして都市化率についてまとめた。それ

は、異なった特徴と異なった若年失業問題への政策のニーズを有した、目立たないアフリ

カ国家群を強調するためである。これらの群を互いに比較させることもまた、異なったア

フリカの国家の重要な特徴のいくつかを強調することを助けてくれる。この表は包括的な

ものを意図して作成したのではなく、むしろ異なった文脈の幅やアフリカ諸国全体に流布

している政策ニーズの説明に役立つものとして作成した。この表は、高い人口増加率は A

群の国々においては深刻な問題ではないが、その他の群においてはますます深刻になって

きており、特に D群の国々においては差し迫った問題となっていることを示している。最

77 Ban思ll1I， 2010，p.50
;;hc加担dL叫 h田 i2012， p. 23 

Ban思ll1I， 20lO， p. 50 
180方法論的に、「アフリカ」一般について話すことをやめる一方で、一般化を無視する国ご

との特異性という網に引っ掛かってしまうことを避けなければならない。ここで適用され

ている「中道」アプローチは、いくつかの一致するデータを見つけることができる、類似

した属性を共有する国々の群を考察することである。
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近の政策文献の多くに示される若年失業の政策運営者と実現可能な解決策の集合図から分

岐する道において、インフォーマル経済の規模や貧困レベル、都市化もまた、運営者の集

合した状況と、群と群の聞で著しく異なる。これらの 4つの群において、若年失業を形作

る特有の経済ダイナミクスは「失速した近代化 (StalledMo加叫回世叩)J、「活発なインフォ

ーマル化 (D抑制nicInforma1ization) J、「脆弱なインフォーマル化 (VuinerableInforma¥iza世田)J、

「経済的表退 (E∞nomicInvolution) Jとして特徴づけられてきた。

表 11.2:アフリカにおける若年失業(社会政治分野、政策分野)

人加口率増1 

農業分野に
おける労働
人口の割合

A群
モーリシヤス 0.78 
南アフリカ 0.55 9.3 
ナミビア 1.32 45.5 
ボツワナ 1.23 44.3 

B群
セネガノレ 2.46 77.5 
ガーナ 1.99 56.6 
ナイジエリア 2.27 32.4 
コートジボワール 1.84 48.1 

C群
タンザーア 2.47 
ワガンダ 3.24 79.6 
ケニア 2.65 75 
ザンピア 1.91 

D群
ギニア 2.16 72 
チャド 2.88 74.3 
マリ 3.02 80.4 
コンゴ民主共和国 3.22 

1 UN 2005-2010 

3 ILO 2002; He岨包阻dVa10dia 2008 

4Hum阻 Dev唱lop四 回tReport 2010. 

5 The World Factbook， CIA， 

インフォー 貧困者比率

マ規ル模部(%門)の3 (1.25以ド下ル)4/日

6.9 

¥3.8 23 

38 
¥3 

90 22.5 

78.5 28.5 

65 64 

69.7 42 

51.7 88.5 

59.8 24 

36.4 46.6 

64.6 64.3 

72 70.1 

72 61.9 

81.8 51.4 

52 59.2 

h性ns://www.cIa四叫ib町 v/nublications由ec奇跡orld-fac由。01<，畳elds/2212.htm1

都市化
の程度 5

42 

62 

38 
61 

42 

51 

50 
51 

26 
¥3 
22 

36 

35 

28 

36 
35 

しかしながら、政治的選択とコンセンサス構築をこれらの国々の構造的特徴から自動的

に読み取ることができないことを指摘することは重要である。その特徴は政策と政治的可

能性の両方を暗示しているが、これらは社会アクターの活発な参加を通して理解されなけ

ればならない。ビジネスの力、メディアの役割、国家への市民参加の性質、労働組合組織
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のレベルと社会パワー、そして政党制の競合性は、表 11.1で強調されている社会経済的な

特徴が、若年層雇用のための社会的な押し出し過程という結果となるのか、あるいは、国

家エリートもしくは他の目標に傾倒する国際的なカによる社会アクターの捕獲物という結

果となるのか、という決定において、すべて重要なものである。

A群失速した近代化 (StailedMod町由 州on)

南部アフリカ諸国で占められているこの群では、アフリカ基準によって近代化への道が

比較的下方で進められてきた国を含んでいる。これらの国々は比較的都市化されており、

人口増加率はかなり低く、貧困の度合いは小さい。農業における労働人口の割合は低く、

インフォーマル経済は比較的小さく、活発ではない。この群での若年失業は、その原因の

多くが急速な人口増加によるものというよりは、むしろ十分な量の雇用を生み出すフォー

マルな雇用が機能していないこと、そして、強いインフォーマル経済もしくは適度な人口

増加の度合いを吸収するための十分に吸収性のある農業部門の不足によるものである。こ

れらの国々におけるインフォーマル経済の成長は、脆弱なインフォーマル賃金労働の拡大

によるもので占められており、しばしば労働周旋業者(ブローカー)とつながっている。

そしてそれは、フォーマノレ部門の会社のための安くて柔軟な労働戦略として供給されてい

る。これはインフォーマル経済への参入を促進する政策、そして国際経済とのつながりを

示唆しており、脆弱な労働の問題を解決するというよりもむしろ増加させてしまいそうで

ある。貧困は、現金給付制度の広まりによってある程度は予防されており、それは南アフ

リカやナミピアで盛んに興ってきている。そして現金給付制度はいくつかの他の南部アフ

リカ諸国で施策されてきているが、これらによって若年失業のストレスはますます解決で

きなくなっている。

この群における国々は、若年失業に関するコンセンサスの構築という政治的課題への対

処において非常に困難な課題を抱えそうである。第一に、これらは人種による不平等の度

合いが高く、強い人種対立の記憶が今もなお新しい。これらの国では、政治制度は新たに

解放された多数派の人種によって統制されることが多い一方、構造上その経済は少数派の

人種によって統制される傾向にある。異なった人種問、政治・経済領域間の緊張は、コン

センサス構築と包括的な政策プロセスに深刻な障害を引き起こしている。第二に、これら

の国々のほとんどにおける政党制は、解放運動、もしくは社会のその他の党が挑戦するこ

とがより難しい、既に根付いている支配的な政党によって占められている。その結果、こ

れらの政党は、政治と政策スペースの両方を独占しがちになり、しばしばそれらの支配政

党によって選ばれた人々が政策を形作る。しかし他の社会アクターはそれとは異なった代

わりとなるような政策を好むので、支配政党の人々は彼らに対して積極的ではない。第三

に、ビジネスアクターは人種的に隔離されているだけでなく、彼らはまた、最近の国際的

なネオリベラル主潮に支えられた不均衡な社会のパワーをはたらかせる。この文脈の中で

ビジネスは、広く社会的に包括的な雇用戦略を捜し求めるよりもむしろ、より限られた能

率内での利益を得ょうとする方向にあるだろう。例えば南アフリカでは、ビジネスは国家

を存分に利用してアフリカのその他の部分に機会を開く上で大変役立つものとなってきて

いる。それと同時に、南アフリカのビジネスは、脆弱な雇用を広げ、ビジネスのプロセス

を規制する国家の取り組みに抵抗する労働周旋業者(ブローカー)の操業をサポートして

きた。
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第四に、何人かの評論家の意見によれば、これらの国々のいくつかに存在する強い労働

組合の慣習は、雇用におけるそれらの利益を保護する能力をもった「労働貴族(階級)(labo町

組蜘cracy)Jを生み出した。しかしそれはほとんど失業者を出していない状況にある。第五

に、これらの国々のいくつかには強い市民社会組織が密集しているにもかかわらず、特に

南アフリカでの事例では、それらのメンバーがもっている経済的競争能力が弱いために、

これらの市民社会組織が権利の文化に苦しんでいる。例として指摘すると、南アフリカの

スラムにおける市民の政治運動とこれらの同じスラム内におけるソマリの小規模商人のバ

イタリティの聞の相違、そしてこの 2つのアクター聞の緊張である。

これらの理由により、比較的国家の制度が強いにもかかわらず、近代化が失速したこれ

らの国々では政治的コンセンサスの構築が特に難しいのである。そして社会的分裂と不平

等の度合いが高いため、国家は自分自身に目を向けない多くのアクターを共通の目的をも

った同盟としてまとめ、ここでの何らかのコンセンサスの達成において重要なアクターと

果たしていくと考えられる。これらの国家がこの困難な仕事を遂行するためのビジョンと

耐久力を持っているか否かが分かるのはこれからのことである。南アフリカのNEDLACの

例のように、政府やビジネス、労働、市民のための基盤を創り上げることに努めたコーポ

ラテイスト(協調組合主義)の戦略は、制度的に、改善する必要があるだろう。しかしな

がら、 NEDLACの起伏に宮んだ歴史は、さまざまな社会アクターの間で協力とコンセンサ

スを創り上げることの難しさを強調している。これらの社会においては、若年失業に関す

る政策の未来は(1)国家からの強い助言。)阻DLACのようなコーポラテイスト(協調組合主

義)組織の設立とエンパワーメント(3)教育投資、技術開発、国家による雇用創出の優先化

にかかっている。

B群・活発なインフォーマル化(Dyo回世cInformalization) 

この群は西アフリカ諸国に占められており、活発ではあるが入り混じった経済の輪郭を

示している。この国々は都市化の度合いが高く、しかしゆるやかに高い貧困率と高い人口

増加率を有している。 A群の国々よりも大きな農業部門を有しており、また大きくて活発

なインフォーマル経済を有している。圧倒的に、 A 群の特徴であるインフォーマル賃金労

働よりも個人事業で占められている。これらの特徴は、若年失業は人口増加の所産であり、

十分なフォーマルな雇用の創出の失敗、そして農業経済とインフォーマル経済が飽和した

状態であることを示唆している。しかしながら、いくつかの高技術の活動が存在するイン

フォーマル経済の、吸収性があり所得創出能力を増加させるためのいくらかの視点がこれ

らの国々にある。これらの社会の多くに存在する、よく発展させられた見習い工制度は技

術改良の影響を受けやすい。また農業経済における小自作農の技術と生産性の増加に焦点

を当てることで、雇用機会の重要な増加のためのいくつかの視点が与えられる。しかし、

契約農業を促進する取り組みは、幅のある代替可能な地域の市場機会からの障害に直面す

るだろう。それゆえに、国際労働市場とのつながりとサービス部門もしくは契約農業を促

進するための取り組みは、もし彼らがより発展したインフォーマル経済において、もしく

は農業の作業過程と市場戦略の地域的循環において利用可能なものよりも魅力的な雇用を

生み出さなければ、問題にぶつかるだろう。インフラの課題と同様に地域的機会の競争は、

雇用主と従業員両方に対して、国際労働市場とのつながりという魅力を制限する傾向にあ

った。
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若年層の可動性は、これらの国家におけるもうひとつの特徴である。ヨーロッパへの非

合法な移住は、地域内での圏内移住のように、これらの国々の若年層のための巧みなメカ

ニズムである。この国々は、かなり聞かれた政党制、活発な労働組合、そしてしばしば市

民社会組織と強いつながりをもっている。簡単に言えば、これらは社会パワ}の問で比較

的高い政策論争の度合いをもった国々なのである。しかしながら、社会の創造的なエネル

ギーの多くは、残念ながら民族的、地域的、宗教的な争いに消散されてしまっている。包

括性の不足によって、国家エリートは本来呆たすべき効果を発揮せず、しばしば社会的正

当性を欠いてきた。それと同時に、国家は効果的な政策を行うための経済的・技術的潜在

能力が不足している。それゆえに、政治的課題の観点から、この群は政策支援に対して高

いリスクと同様に高い潜在力をもっていることが分かる。何よりもまず、これらの国々の

国家の性質は問題が多いことである。国家制度の多くは技術的能力や基幹部門の能力が不

足しており、市民パワーに対処するために民族的・宗教的な同盟に頼っている。これらの

民族宗教戦略(抽no・religiouss回国原田)は、貧困と失業の上昇という問題の面前で、国家

制度統合へのさらなる蝕みを解消していくために行われ始めている。

その他のアクターに関しては、 A 群と比較して、ビジネス関連のアクターは組織された

民間部門内でさえ高い度合いで現地の構成要素をもっているという事実がある。これは、

雇用創出のための戦略に対する準備 (busines日sbuy-in)が比較的簡単であるべきことを意味

している。 B群の国々も、比較的活発で「労働貴族」の罪で汚染されていない労働組合を有

しており、ナイジエリアのような国々では、国家のいくつかの社会・経済政策を競争的に

得ることを目的とした、労働と市民社会連合(Labourand Civil Society Coa1itation : LASCO) 

のような市民社会の強い協力関係がある。

遠心的な経済・社会ダイナミクスの面前での政治的コンセンサスの構築は、非常に活発

な民族・地域ノfワー聞の緊張をうまく取り扱うための戦略を必要とする一方、他方では国

家統制の中央集権化を必要とする。国家エロートが権力を固守しようと努める一方、取り

組まれるべき困難な課題は、ただ能率を考えることよりもむしろ、民族・地域の不平等を

考慮する国家開発戦略の発展である。これらの国々のいくつかにおいて、積極的差別是正

措置(アファーマティプアクション)のフォーマルとインフォーマルなプロセスは、ナイ

ジエリアやガーナのように取り組まれてきた。しかし、これらの国々のそれぞれで地域的・

民族的不平等は存続し、集約的な取り組みは蝕まれ続けている。一方 A群の国々では、コ

ンセンサス構築を調整するためのコーポラテイスト(協調組合主義)の制度の構築に強調

を置いており、この点では、課題は社会的・地域的包括を達成するための積極的差別是正

措置(アファーマティプアクション)政策の調和である。この群の国々における、インフ

ォーマル部門の格上げを通した雇用創出のための潜在力は、フォーマルとインフォーマル

の見習い工制度における技術開発と技術改良だけでなく、小規模ビジネスを実行可能にす

るための広範囲のインフラ開発、そしてマイクロクレジットよりもむしろ適切な低利子の

小規模企業クレジットに依存している。また、小自作農業や ITサービス、文化の生産(映

画や音楽、スポーツ等)における投資は、国際的なつながりを優先化することよりも、活

発な地域ベンチャ}を強化するために多種類のインフラと制度的な支援によってサポート

されるのであれば、若者の雇用に良い影響を与えることができる。

C群・脆弱なインフォーマル化(Vi由erableInforma1ization) 
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この群は先の 2つの群よりももう少し異種的であるが、それにもかかわらず、この群の

国々の問では重要な類似点が存在する。これらは東アフリカに集中する傾向にあり、 B群の

国々よりもさらに人口増加の度合いがより高く、都市化の度合いはより低い。農業におけ

る労働人口の割合はかなり大きく、適度なインフォーマル経済、混合した貧困度がその特

徴である。この点において、若年失業はよりいっそう高い人口増加率によって起こってい

るが、失業成長によって解放された失業者の労働力を吸収するためのインフォーマル経済

に対して、 B群の国々よりもより限られた視野が存在する。ここでのインフォーマル経済は

A 群の国々よりも大きいけれども、個人事業の度合いと技術を制限し、ほんのゆるやかに

見習い工制度を発展させてきた。

経済的な類似点があるにもかかわらず、 C群の国々の政治的・制度的特徴はA群と B群

の国々に対してはるかに可変的である。コンセンサス構築のための政治的課題の観点にお

いて、タンザニアやザンピアがより聞かれた政治制度を持ち、また国家との社会的・政治

的取り決めに対して従順である一方で、ケニアは非常に B群の国々に似た特徴を有してい

る。同時に、ムセベニ政権のウガンダには D群の国々と似通った政治的特徴があり、そこ

では権威主義と軍国主義が政治的コンセンサス構築に対して安全保障上の課題を浮かび上

がらせている。ケニアにおける政治的コンセンサス構築への障害が B群の国々での障害に

類似している一方、タンザニアやザンピアでは、国家の技術的・財政的能力の欠如に対し

て成さなければならないことが多くある。ウガンダでは、閉鎖的な性質をもった政治制度

が支配的なエリートの周囲からの寄付金を生み出しており、政治運動を困難にさせている。

これら C群の国々では、現地の経済アクターと市民社会組織の開発がより制限されたも

のであり、社会における国家の埋め合わせがこれらの国々では発展途上であることを意味

している。労働組合はA群と B群のものよりも弱く、これらの C群の国々の国家は、彼ら

の需要への注目に対して社会から生ずる圧力をより回避させられることを意味している。

民間部門におけるアジア人の突出した役割はまた、国家に関するこの部門の影響力を弱め

ている。また、国家自身の有効性にも構造的な問題があるが、その点、これらの虚弱性が

民族・宗教聞の緊張から起因する傾向にある B群では似ておらず、 C群では、ケニアでの

民族問の緊張、ウガンダでの権威主義、ザンピアでの政党の政治的分裂、そしてタンザニ

アでの弱い市民社会など幅広い問題から起因し、これらは社会コンセンサスを結集するた

めの国家の能力を虚弱にしてしまっている。

具体的な若年層雇用政策に関して、教育とトレーニングの投資は、就職への需要と機会

の間のバランスに注意を払うことが必要となるだろう。ひょっとしたらそれは、儲かる個

人事業の機会が多い B群の国々よりも必要となるかもしれない。見習い工制度を通した技

術構築のための取り組みは、あまり効果的でなくなり、多くの B群の国々よりもこれらの

国々で機会と資源が集約的になるだろう。フォーマル部門の会社に対して、より高い度合

いでのインフォーマル賃金労働は、インフォーマルの個人事業においてより制限のある選

択肢を生み出す。そしてそれは、若年層の「運任せ (precariat)Jで脆弱な雇用の問題の醸

成へと導いてしまっている。労働力を吸収するためのインフォーマル経済への依存は、そ

れゆえに脆弱な労働と若年層の不満の割合を増加させることが予想される。農業部門は労

働人口の大きな部分を占めているため、農業生産と農業技術における改善は失業問題に対

処する上でより効果的な取り組みとなるだろう。しかし、国際労働市場とのつながりを通
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した農業における脆弱な雇用の拡大という重大な問題も存在し、特に女性に対してネガテ

イブな結果をもたらすことが多い。

D群経済的衰退 (EconomicInvolution) 

この群の国々は明らかな衰退(也volu世on) の過程によって特徴づけられる。具体的な特

徴としては、高い貧困率、高い人口増加率、低い都市化率、農業に占める労働人口の高い

割合、大きいが非常に低所得なインフォーマル経済が挙げられ、どのようなタイプの雇用

の発生についても見通しは暗い。若年失業は、非常に高い人口増加率によって起こってお

り、高い貧困率によって交互に永続されている。これらの国々のいくつかは、極度の貧困

もしくは戦争の略奪行為のために人口転換が始まってさえいないとされる。経済移行の点

では、産業部門においてもサービス部門においてもほとんど労働を吸収できなかった。一

方インフォーマル部門は大きいけれども、技術改良やより良い暮らしがあまり望めないよ

うな、生き残りをかけた経済活動のみで占められている。

この群の国家は、軍事統制や戦争、権威主義の歴史があることが特徴とされる。軍国主

義はこれらの国家の重要な特色である。すべての国家は、いかなる形に品邸哉された政治も

不安定なものにするような、深刻な安全保障上の課題に直面し続けており、特に武力への

アクセスが欠如している国家がそのような課題に衝突する傾向にある。安全保障という分

野上、しばしば一般市民と国家に不可欠な組織の聞に理解の相違があり、そしていくつか

の課題に関する政治的コンセンサス構築の真剣な取り組みをナンセンスなものにしてしま

っている。その代わりに、ほかの 3つのどの群にも見られないような、安全保障の大きな

脅威に対する市民の闘争が見られる。ビジネス関連のアクターは弱く、しばしば戦争経済

のような略奪的なロジックに結び付けられる。労働組合はより一般的な市民社会グループ

なので、等しく弱くもしくは存在すらしない。これらの国家における若年失業の政治的コ

ンセンサス構築の見通しは暗い。どのようなケースにおいても、そのような問題は三の次

であり、国家組織と社会の多くのメンパーによって起こっている、多くの現存する課題を

検討する方がより重要である。

この群は、労働力を未熟練で低賃金のインフォーマル経済や、ほとんど存在しないイン

フラもしくはサービス部門への移行のための技術、そして大きくて貧弱な農業部門へと吸

収してしまうことに対して、もっている視点が非常に狭い。農業における生産性や雇用の

強化に焦点、を当てることによって、いくらかの改善の可能性を得ることができるだろう。

しかし短期では、ことによってはドナーから資金提供を受けている公共事業と現金給付は

また、重要な対策において必要とされるだろう。

11.7.結論

この章では、アフリカの国々における若年層雇用の促進をめぐる誤解のいくつかに焦点

をあててきた。筆者らは、そのような誤解の上に構築されたコンセンサスは長続きしない

と考えている。しかしその誤解を明らかにするだけでなく、その後この「知識」を政策の

実践へと置き換えていく必要がある。筆者らの見解では、このジレンマの鍵は、若年層雇

用の促進が幅広い社会変革を必要とするという認識、また、それはただ単に技術的な雇用

の問題ではないという認識の中に横たわっていると考えている。若年層雇用を促進するた
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めの持続可能な政策は、国内の生産的な開発の問題と切り離して考えることはできない。

加えて、その変革には、制度の枠内における変革をめぐる係争に関わる幅広いアクターを

必ず巻き込んで、その係争を仕組みに基づき、予測可能なものにしていかなければならな

い。これらの多様で矛盾したアクタ}を社会的合意へまとめていくためには、特に一般的

な社会の利益や失業した若年層の利益がたしかに実現されるような、幾重ものコンセンサ

スと連携を積み重ねていく必要がある。このプロセスにおいて決定的に重要なことは、国

家レベルのエリート、国内外のビジネスエリート、労働組合、そして市民社会組織などが

お互いに要求を出し合い、一定のコンセンサスに到達し、そして失業した若年層のニーズ

に取り組むことを含む社会開発を可能にするような社会的合意をたしかにするような政治

的な交渉である。それゆえに、アフリカの若年層の未来をたしかなものにするためには、

労働市場の狭い問題に取り組むことよりもむしろ、開発アジェンダの社会的なコンセンサ

ス構築のための仕組みを見つけ出すことに努力を傾注すべきであろう。

しかしながら、アフリカ諸国の間でもコンセンサス構築の課題は異なっており、それは

個々の国々の構造的特徴や経済・社会的行為者の相対的な活力にかかっている。それぞれ

の国は共通のアフリカのキャンパスの中で、自身の進む道を探し出していかなければなら

ないだろう。国々を若年失業のリスクに関する共通の政策セットへと導く取り組みは、そ

の政策を失敗へと導いてしまう、地域や国による重要な差異を見逃してしまってしるo
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第14章インフォーマル部門の育成、徒弟制度と企業家精神

サミュエル・ワングウェ、 ドナノレド・ムマリ (REPOA)

12.1.イントロダクション

インフォーマル部門は多くのアフリカ諸国にとって、一つの主な雇用拡大源である。ア

フリカのインフォーマル部門についての定式化された事実によると、インフォーマル部門

は血縁に基づき、家具や自動車の特定部分の修理などの限られた製品に特化した、 l人か2

人の労働者から成る小集団から構成されている。これらの小集団は一般的に徒弟制度によ

って雇用を創りだしている。徒弟は必要な技術を身につける左、親方の元を離れて同じよ

うに小集団を形成する。インフォーマル部門での雇用は低生産性、低所得、脆弱性と関係

性がある。

この章で明らかになるように、アフリカにおけるインフォーマル部門の歴史は複雑かっ

時には不可解である。インフォーマル部門とそれを扱う政策を理解するためには、インフ

ォーマル部門の存在と複雑さに対する明確な認識を必要とする。短期的に、また中長期的

に、インフォーマル部門において一定の水準の賃金を払い、脆弱でない雇用を創りだす道

筋を理解する必要がある。

既存の雇用の質と賃金の改善や生産性を向上させるため、またインフォーマル企業の規

模の拡大を可能にし、効率的な組織形態を獲得させるためには、インフォーマル部門が集

積している地域において、インフラストラクチャー(電気、道路、水)、訓練機会、金融

サーピス、事業用地へのより良いアクセスを必要とする。また、インフォーマル部門で働

く人々を保護するためには、ビジネス環境の安全が保たれている必要がある。

この章ではインフォーマル部門の事業者たちを支援する政策について検討を行い、厳密

な調査を通じて有効だと考えられる政策を提案する。またこの章は、アフリカで行われた

ランダムな実験を採用した研究や調査を基礎に置いたプロジェクトのレピューを行い、政

府の政策として拡大されていくべきプロジェクトや、インフォーマル部門における雇用創

出に関わるさらなるエピデンスを生み出すことのできる試験的なプロジェクトについて提

案する。

アフリカでは多くの若者が企業家になることを切望している。企業家精神は若者のエネ

ルギーとダイナミズムを人口ボーナスに変化させる手段だと考えられている。多くのアフ

リカ諸国は企業家精神を刺激するイニシアティプを始めた。これらのイニシアティブには

企業家精神・トレーニングや技術・職業訓練のカリキュラムの作成が含まれる。この章で

は、これらのプログラムを検討し、その有効性を評価し、新しいイニシアティブを奨励す

る。

アフリカにおけるインフォーマル経済の性質は、その範囲と活動において、ゆっくりと

そして時には急速に変化を重ねてきた。インフォーマル部門にこうした側面があるからこ
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そ、概念そのものを定義すること、アフリカにおけるインフォーマル経済の範囲とトレン

ドを理解することが大切さになる。こうした作業をする際に、次のようなことが問題にな

るだろう。インフォーマル経済を構成しているものは何あnか。それはどのように変化し

てきたのか。インフオ}マル経済における労働者の特徴は何か。雇用創出と貧困問題への

対処についてこのセクターが持つ可能性は何か。このセクターは雇用の実行可能な選択肢

か、既存のデータは変化について何を示すのか、インフォーマル部門拡大の原動力は何か。

インフォーマルな環境で操業する小規模企業を活気があり生産的で、特に若者にとって持

続可能な雇用とするには何がなされるべきか。

12.2.インフォーマル部門の定着と現状

12.2. 1定義と概念

インフォーマノレ経済は国家による統制や保護を受けない経済活動、企業、労働者からな

る多様な集まりを意味する何IEGO，2012)。この概念は無登録の小規模企業における自営業

という本来の範囲を超えて、賃金労働や非保護の職業まで含んでいる。

インフォーマル経済は考慮される構成要素にしたがって、いくつかの視点から見られる。

インフォーマル経済の構成要素は統制と徴税を計画的に回避するビジネスであると考えら

れるし、もっといい見方をすればワーキングプアのための生計手段であり、ダイナミック

に捉えると、危機に立ち向かうアクターを保護するために利用され、経済の中でダイナミ

ックかつ変化を生む役割を果たす企業家としての才能の保存である(citati岨…)。この章の主

眼はインフォーマル経済に経済の変容という役割をもっと効果的に担わせるための選択肢

に置かれている。インフォーマル経済は幾度となく成長してきたし、フォーマル経済との

様々な形態の関わりによって特徴づけられる複雑な新しい形態をとってきた。そして、イ

ンフォーマル経済は、成長・貧困・不平等といった議論の中で注目されてきた。

1980年代のアフリカにおける構造調整プログラムの採用は、フォーマル部門における実

質賃金の低下と、必要以上の職員を抱えた公営企業の民営化による失業を伴った。これら

の変化は、同時にインフォーマル経済における雇用の拡大を起こした。社会サービスが減

少するにつれて、フォーマルな雇用と公営企業での雇用は縮小もしくは停止した。解雇さ

れた労働者の中には、インフォーマル経済に生計手段を見出す者もいた加古田n田??)。また、

雇用はあるものの実質賃金の低下に苦しめられた労働者たちは、収入の低下を補うために

インフォーマルな稼ぎ口に頼ることもあった(ref/?)。

構造調整プログラムの問、フォーマル部門の企業の中には競争力を維持するために労働

力のインフォーマル化に頼る企業もあった。国際的な競争に応じて、フォーマルな企業は

大半の労働者をインフォーマルな契約の下で雇い、商品やサービスの生産の契約をインフ

ォーマル経済のパックヤード経済活動(インフォーマル企業もしくは自営業の生産者)と

する傾向にあった。インフォーマル経済はフォーマル経済と関わりがあり、経済全体に貢

献しているという認識が高まりつつある。インフォーマル経済の企業はワーキングプアを

支援し、貧困と不平等を減らすという点で重要であると認識されるようになってきた。イ

ンフォーマル経済に対する関心の再燃は、インフォーマル経済の規模や構成要素、インフ

ォーマリティの担い手やそれらの生産性との関係、成長とクオリティ・オブ・ライフに関
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する研究を引付けた。

インフォーマルな経済活動の中には、人件費の削減や、下請けの活用や組織化された労

働者や国家の統制(徴税や立法)に関わる費用を回避することによって競争力を高めるこ

とに対するフオ}マル企業の反応であるものがある。その他のインフォーマル部門企業は、

法律のシステムや規制の枠組みに反発してインフォーマルのままでいるのかもしれないし、

インフォーマリティとフォーマリティの費用対効果を計った結果インフォーマルを選んだ

のかもしれない。

そのような特徴に基づいて、インフォーマル部門は自営業で操業している企業とインフ

ォーマルな雇用者による企業で構成されている。自営業企業とインフォーマル雇用者によ

る企業の違いは、臨時雇いや無賃金の家族労働者と対比して、インフォーマルな雇用者に

よる企業は、労働者を継続して雇っているということである。専門的なサービスを提供し

ている企業(医師、教師、弁護士など)も、インフォーマル自営業企業やインフォーマル

雇用者の要件を満たせば、この定義に含まれる。

12.2.2現状、特徴と重要性

12.2.2.1.分類と特徴

インフォーマル部門には多様な雇用形態があり、労働者の多くにとってはまともな職業

が不足している1810 このセクターの雇用形態は、賃金労働から非賃金労働にまで渡る。賃

金労働者には、インフォーマル企業での被雇用者、召使、特定の雇用主がいない日雇い労

働者、産業在宅労働者、一時的かっパートタイムの労働者や登録されていない労働者が含

まれる。非賃金労働者とは、インフォーマル企業のオーナーや自営業労働者や家族労働者

のことを指す(Ch田，2007..??)。これらの雇用形態は2つ以上の経済活動に従事している多く

の労働者によって微妙な差異がある。

インフォーマル経済は同質な活動の集合体ではない。インフォーマル経済はその構成要

素が示すよりもさらに、異質なもの同士を含み、複雑なのである。

既に述べたように、インフォーマル経済の構成要素の中には、登録や徴税を避けるため

にインフォーマルな操業を選択する。もしくは、自発的にそうするものがある。そして、

他のものは、必要性や伝統という理由からインフォーマルであることを選択する。インフ

ォーマル経済の企業家の中には、登録の障壁や取引コストを減らす努力を歓迎する者もい

るだろう。特に、もし彼らが金融、インフラや事業用地などの資源へのアクセスが促進さ

れるといったフォーマル化の利益を享受できるのならば。インフォーマルな賃金労働者た

ちは、フォーマル経済の雇用者によって引き起こされたインフォーマル化によって、給与

税・社会保障や年金への雇用者負担を避ける目的での雇用の流動化をもたらす規制や徴税

を避けたいと願っている (refi悶 nce)。時としてこの行動は雇用者と被雇用者、相互の同意

によってなされる。被雇用者は社会保障の雇用者負担によって賃金が減るよりは、より多

くの手取り賃金を受け取れる方を好む。そのような被雇用者の同意は、社会保障システム

が管理されていることと社会システムの契約条件の透明性の程度によって引き起こされる

181 ILOの「ディーセントワーク D町田tWorkJの要諦は、労働者の権利の擁護、社会的
保護、教育、経済的支援、発言権、そして代表性である(ILO2002)。
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かもしれない。インフォーマルな企業家たちは経済危機や不景気の時には競争圧力を乗り

越えるためにインフォーマルに働かざるを得ない。こういった点では、雇用関係のインフ

ォーマル化は経済成長の将来像や、ある程度はグローバル化の帰結であると見られるべき

なのかもしれない。

インフォーマル部門・企業家のカテゴリーには、フォーマルビジネスから仕入れた商品

(地元の工業製品、野菜などの農作物、主にアジアからの輸入品など)を売り歩くアフリ

カの多くの都市で見られる行商人(ダルエスサラームではマチンガとして知られている)

や、オーナーとの契約により働くか、もしくは自分自身をオーナーとして働くタクシーや

バイクの運転手、理容師や靴の修理屋といったサーピスの提供者が含まれている。様々な

ものを売っている小さなキオスクや露居、自動車・自転車やバイクを修理している作業場

やガレージ、家具・なめし草や衣服を作っている会社や家で物を売ったり作ったりしてい

る会社もインフォーマル部門の企業である。これらの在宅労働者たちの中には自営業で操

業している労働者や、契約者や企業に対して単価ベースで働いている労働者がいる。聞に

合わせの場所で物を販売している個人の大きなグループがある。彼らは市場価格があるも

のは何でも、つまり、手品や古着・野菜から時計やラジオ・農機具などの低品質工業製品

を販売している。

インフォーマル経済の他の重要な特徴は、いくつかのビジネスは少数の経済活動に集中

しているという事実である。タンザニアにおける労働力の大半は小売りと印刷業に集中し

ている(表 12.1)。このことは限定的な技術が直接生産のセクターに広まっていることを意

味する。この他に表から読み取れるのは、インフォーマル部門への参加はフォーマル部門

での雇用の不足や失業によって引き起こされるということである。

例えばタンザニアの場合は、血e2009 Diagnosis R句 orton也eProp町ザ岨dB田恒国S

Forma1iza世onProgramme (MKURABITA)が示すように、タンザニアにおける全ビジネスの

97%と都市不動産の 86%は法律の適用外である(pHDR， 2011)1820 レポートは、登録を促すと

考えられていた 2007年の新しい BusinessActivities Registration Act (BARA)が、許可証が発行

される前に建物を持っていることを必要条件とするために、多数の家族経営の企業を締め

出していると指摘した。

12.2.2.2.ジェンダーバランス

インフォーマル部門の中小企業はタンザニアの女性労働力の主な雇用先となっている。

ILOが実施した 2008年のベースライン調査によると、インフォーマル部門の企業のオーナ

シップは、男性 52%、女性が 48%とほぼ平等に分布している。調査によると、インフォー

マル部門の労働力の 57.4%が男性所有の企業で、42.6%が女性所有の企業で雇用されている。

インフォーマル部門の活動は多様性に富み、 65%の企業が卸売・小売業に従事している。

12.2.2.3.雇用本質と重要性

多くのアフリカ諸国で労働力が増えていく一方で、経済パフォーマンス、特にフォーマ

ル経済のパフォーマンスは増加する労働力を満たす雇用を十分に生み出せていない。この

¥82 Poverty血 dH国 国 且Deve10pmentReport. Minis仕yofFin姐 .ce.D町田 Sala町民 2011.
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ことがインフォーマル部門の雇用機会と収入源としての重要性を増加させている。ILOの世

界労働レポート 1998-99によると、「フォーマル部門での雇用の不足と多くの労働者の技術

不足が、大半の労働者が低賃金で、規制されていない、ひどい労働条件にあるインフォー

マル部門の成長という結果を生むJ。増加する労働力に見合う雇用を創りだせないという特

にフォーマル部門による失敗のために、アフリカにおける雇用機会の問題は重要な政治関

心になっている。多くのサブサハラ・アフリカ諸国のデータによると、雇用機会の増加は

非賃金セクターに集中している。特に大きな増加を占めるのは、非農業の自営業セクター

である侭ingdon，Sande向rand Tea1 2005)。非農業の自営業が主な雇用先となってきている。

表 12.1:タンザェアのインフォーマル部門における性別と活動項目の分布(%)

産業
M曲 A包制ty 曲四nd町yActi吋.ty

男性| 女性 I 1計 男性 | 女性 | 計
畜産 1.9 5 1.3 7 9 .8 

穀物生産 2.2 3 1.5 93.9 95.0 94.4 

農林業 5 .4 5 2 。 .1 

漁業 1.5 3 1.0 4 。 2 

鉱業・採石 1.0 3.0 1.8 .0 .0 .0 

製粉・缶詰製造 1.6 3.0 2.2 .0 .1 .1 

アパレノレ 3.0 4.5 3.6 1 4 3 

家具製造・非鉱物製品生産 5.6 .4 3.5 2 。 .1 

電気・水 .0 .0 。 l 。 .0 

建設 11.6 .0 6.9 6 。 3 

小売農産品、肉、鶏肉 21.9 18.9 20.7 .6 5 5 

小売.加工食品(マンダジ、スコーン) 3.6 20.5 10.5 .1 .3 .2 

小売.服飾、布地、靴 4.7 6.0 5.2 2 1 2 

文具・写真・小売一般 21.7 14.5 18.8 4 5 .4 

レストラン・ホテノレ 4.3 24.2 12.4 3 4 3 

輸送・通信 3.5 .0 2.1 z 。 .1 

金融・保険・ビジネスサービス 2 .0 l 2 。 .1 

行政 .1 .0 .1 .4 .1 .2 

非営利公共団体 ー。 ー。 。 。 。 .0 

社会・地域サービス 3.0 5 2.0 2 5 3 

教育 .6 1.1 B 9 3 .6 

修理・修繕 5.5 .1 3.3 l 。 .1 

家事サービス .0 .0 。 1 7 .4 

他の個人サービス 2.0 1.6 1.9 .1 .2 .1 

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

総数 520，530 356，850 877，380 718，995 631，915 1，350，910 

出典:Labour Force Surveys 2006 

インフォーマル経済は途上国における非農業労働力の 2分の lから 4分の 3の労働者を

抱えている。途上国では、農業以外では(農業においてはさらに)、自営業は賃金労働よ

りもインフォーマル雇用の大きな割合を占めている。サブサハラ・アフリカでは自営業が

インフォーマル部門の70%を占め、その割合は北アフリカでは62%、ラテンアメリカで60%、

アジアで 59%となる。
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しかしながら、よく想定される自営業の概念は不確かつ複雑である。 Ma仕切RizzoとM町C

Wu戸sによると、自営業は都市・農村の製品の両方において、アフリカのインフォーマル部

門内での労働市場の浸透を反映している。彼らは自営業だと定義されるものの多くは、賃

金労働だと主張する。この点を説明するために、彼らはダルエスサラームの都市インフォ

ーマル公共交通機関における労働関係のケーススタディを用いている。彼らが明らかにし

た区別は、公式の労働雇用統計では見逃されてしまいやすい侭izzo血 dWUytS， 2013)[83ロ

インフォーマル部門は雇用吸収源と所得源であるという意味でタンザニア経済の中での

重要性を増してきた。多くの雇用は零細企業や家族経営の活動の中で拡大してきた。過去

20年間で、インフォーマル部門の全雇用に占める割合は、 1980年の 16%から 2006年の 77%

に増加した。 1990/91から 2000/01の聞に、インフォーマル部門での雇用は 48万4，201増加

した。年間 4万 8千件以上職が増えたことになる。比べてみると、近年の調査による推計

では、2000/01から 2005/06の5年間でインフォーマル部門の雇用は81万6，176増えており、

年平均 16万3，235件の雇用が作り出されていることに等しい。

タンザニアには企業に対する従来の認識にはマッチしない、莫大な数の小規模企業が存

在する。 1991年のインフォーマル部門調査によると、当時操業していた小規模企業はイン

フォーマル部門だけでも 170万より多く、約 300万人が小規模企業でのビジネスに従事し

ており、その数は国の労働力の約 20%になる尽JRT，2003)ロ製造業部門における最近の研究

は、タンザニアで操業している 2万5千の製造業企業の中、 88%は 1-4人を雇用する零細企

業である 0-2人:60.3%、 3-4人:27.7%)(NBS， 2008)0 2008年の 6月までに、これら 2万5

千の企業の中、公式に登録されたものは 5，520企業 (22%)だけであった。

タンザニアにおけるインフォーマル部門関連活動への労働力参加は、数が大きいだけで

なく増加している。 1980年代に経済改革を目的としたフォーマル部門の縮小と結び付けら

れる小規模経済は、ある意味小規模なフォーマル経済への出発地点、であった。このことは

特に都市部の求職者の中で、インフォーマル部門と中小企業関連の活動の異常な拡大を招

いた。表 12.2は有給雇用が過去 15年の問、約 10%で停滞していることを示している。一方

で、インフォーマル雇用は全期間で優勢にあるo

インフォーマル部門は労働力の大多数を雇用し、いくつかの研究が示すところによると、

経済の 60%に寄与している。それゆえ、タンザニアの開発プロセスは、インフォーマル部

門での雇用、低賃金、パートタイムや臨時雇いに焦点があてられるのである。 ILOの世界労

働レポート 1998-99によると、インフォーマル雇用はタンザニアにおける雇用の 56%を占め

る。インフォーマル部門とフォーマル部門には大きな収入格差が存在する。

インフォーマル部門は小規模農業に次いで、三番目に大きな雇用吸収源である(Ministryof 

Labor， 20lO)。インフォーマル部門の重要性はタンザニアの全世帯の 26%がなんらかの中小

企業活動に従事しているという事実により一層反映される(CS坦，2006)。それゆえ、インフ

ォーマル部門は多くのタンザニア国民にとって重要な生計手段なのである。

[83 Ma幅四Rizzoand Marc Wuy幅.The lnvisibility of防 'ge-Employmentin 伽師ticson the 
lnformal E，ωnomy: Ca回目 andConsequence. Paper f江田国tedat也.eREPOAA皿 ua1Rese宿泊

Workshop. REPOA Dar es Sa1aa血，3-4 Apri1， 2013. 
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タンザニアで特にフォーマル部門での失業率が上昇するにつれて、余剰労働の大きな割

合がインフォーマル部門へと持続的に流入していく o しかしながら、インフォーマル部門

の雇用吸収源としての重要性が増しているにも関わらず、インフォーマル部門の持ついく

つかの特徴がその存続可能性に関する疑問を投げかけている。

表 12.2 タンザニアにおける雇用の傾向(雇用形態別)

雇用形態 1990/91(ち) 2刷附1/01(ち) 2005/06(ちl
賃金労働 8.6 6.9 9.0 

自営業(従業員あり) 0.8 0.9 1.5 

自営業(従業員なし) 6.6 7.4 10.7 

無賃金家族労働 0.5 3.8 4.1 

農家 83.5 81.0 74.6 

計 1ω.0 1ω.0 1ω.0 

出典:Labour F orce Surveys 2006 

12.2.2.4.生産性と報酬

政策にとってはインフォーマル部門の福祉貢献度を決定うえで、このセクターの収入や

労働対価の問題は重要である。インフォーマル部門活動が拡大する一方で、多くは成長せ

ず、小規模の活動、わずかな労働者、そして暫定的な構造の中での労働といった特徴を持

っていると議論されてきた。雇用されていると数えられている人々の大きな割合は、イン

フォーマル部門でも不完全就業の状態にある。このセクターはそれゆえ、失業を和らげる

ためのスポンジとしてますます機能しながら、自身を不完全就業セクターへと変化させて

いるのだ。

タンザニアの零細(インフォーマル)中小企業のサイズを調査した他の実験的研究は、

UNIDOとC畑町for也eS旬dyofA企icanE∞nomi田 (CSAE)による 2003年の研究で、 2010年

にダルエスサラーム大学の経済学部によって新たに調査されている。どちらの調査でも企

業は以下の3つの企業サイズカテゴリーに分類されている :30人以下の被雇用者(小企業)、

31人から 99人以下の被雇用者(中企業)、 100人以上の被雇用者(大企業)。表 11.3のデ

ータが示すように、実質所得は企業サイズが大きくなるにつれて増加する。中規模企業の

平均実質所得は小規模企業の平均を約 35%上回るロさらには、大企業の労働者の平均実質

所得は小規模企業の平均を 75%も上回る。生産性は低下しているというよりかは、低く、

インフォーマル部門は雇用の供給という点で弾みをえたようである。そして、 GDPの 30%

に貢献している。

労働市場へのアクセスは、直接的に労働所得へのアクセスへとつながる。結呆として、

労働市場問題に取り組む政策は、成長政策の重要な要素なのである。ほぽ全ての途上国で

インフォーマル経済は雇用と収入の大きな割合を提供している。それにもかかわらず、イ
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ンフォーマル部門に関わる政策は研究によるエピデンスによって十分に情報を得られてい

ない。このことは、雇用や社会への影響を適切に考慮されることなく政策イニシアティプ

が実行されるケースがあるということを意味している。

12.2.2.5.つながりと相互作用

全てのインフォーマル企業が企業家の不足に苦しんでいるわけではないし、全てのワー

キングプアがインフォーマル部門の企業に勤務しているわけではない。しかしながら、イ

ンフォーマル経済の企業で働くことと、低所得であることとは大いに重なる部分がある。

低所得はインフォーマル企業でよく見られるが、それでもインフォーマル企業は重要な生

存手段なのである。インフォーマル経済の様々な区分に渡って、所得や貧困リスクの階層

が存在している。

インフォーマル経済の企業はしばしば低生産性を連想させるが、これらの企業は多くの

家族の生存に責任を負っているし、アフリカ経済の成長に大きく貢献している。もしイン

フォーマル経済の生産性の原動力が理解されれば、企業に勤める個人の収入と経済成長へ

の貢献は改善するだろう。このことはインフォーマル部門企業における生産性の定義や測

り方の再考を促すかもしれない。インフォーマル経済の企業は経済危機の問、フォーマル

部門で仕事を失った人々にとって緩衝材として機能する。

インフォーマル企業とフォーマル企業のつながりを理解するには、生産システムの本質

とインフォーマル、フォーマル企業問の経済リスクを考慮することが大切である。企業は

生産システムを通して、(労働環境や労働の成果に対する)自由裁量権の割り当てに基づい

てつながっている(Ch四.2007)184.インフォーマル企業がフォーマル企業と持っている関わ

りは商業的なものだが、その関係がどの程度統制されているかは状況によって違ってくる。

Chen (2007)は、様々なタイプの生産法方式と商業関係を以下のように、個別取引、サブセ

クターネットワー夕、バリューチェーンに分類した。

・個別取引とは、インフォーマル部門の企業や自営業で操業している人々が、フォ

ーマル企業と商品やサービスの取引を行うことで、オープン/純粋な市場取引とい

った特徴を持つ。

・サブセクターネットワークとは、製品や商品の生産・流通に組み込まれた、それ

ぞれが独立したユニットで形成されるネットワークである。多くのインフォーマ

ル企業や自営業操業者が財やサーピスの生産、交換をフォーマル企業おこなって

いる0

・バリューチェーンとは、インフォーマル部門の企業や自営業で操業している人々

が、バリューチェーンの中で決められた条件(大抵、フォーマノレ経済のリーディ

ングカンパニーによって決められる)のもとで商品を生産する方式である。

実験的研究を行った既存文献はアフリカ諸国における労働の本質に関する見識を提供し

てくれる。記ngdon，Sandefur and Teal (2005)は、アフリカ経済の分類を以下のように提唱す

る。構造的失業に直面する経済、高い求職者失業率を抱える経済、そして高いインフォー

184 Mar血aAlt町 Ch田 R副主血king也.eInfonnal Econo皿y:Linkage湿 withthe Fonnal Econo皿y
and the Fonnal Regulatory En泊 onment. DESA Working Paper No. 46 
STASAI2007IDVI円P/46.J叫y2007.
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マリティと低い失業率にある経済である。ケニアは最後の分類に当てはまる。なぜならば、

失業率は生産年齢にある人々の 6%ととても低く、雇用はインフォーマル部門の活動によっ

て占められているからである。労働力がますますインフォーマル化していくことの一つの

重要な側面は、それが教育機会の拡大と並行して起こっているということである。このシ

ナリオを仮定して、教育機会の増加とインフォーマル化は男女間でどのカテゴリーの労働

力にも利益をもたらすのか、という疑問を投げかけた研究がいくつかある(Atienoand Teal 

2007)。重要なのは、教育達成度、雇用とそれに伴うリターンの関係性である。

12.2.2.6.インフォーマル企業の政治

研究者の中にはサプサハラ・アフリカのインフォーマル部門を貧しいセクターだとみな

す人もいる。その理由は、単に低所得であるということだけでなく、インフォーマル部門

が失業者、非熟練労働者、土地なしの労働者や辺境から移住してきた小自作農が生き延び

ていく場所だからである(Ja皿aland Weeks cited in Mu1ler (20051田)を参照)。他の研究者たち

は、インフォーマル部門の操業者達の多く(半分の世帯)は上中流階級の人々で、残りは

下層階級であると考えている。どちらの階級も主たる所得を補う副収入を得るためにイン

フォーマル部門を利用している(Lugalla， 1995目白din Muller， 2005))。

インフォーマル部門はもはや違法で、不活発かっ周辺化されたセクターとはみなされな

い。この変化はインフォーマル経済の政策変更に帰することができる仰叫ler，2005)。インフ

ォーマル部門は政治的なアクターにとっても副収入源であり、国の経済の重要な一部であ

る。インフォーマル部門内の力学が貯蓄組合などの社会保障組織の設立を成功させた。こ

ういった組織は、インフォーマル部門には国家が提供できなかったサービスを提供する能

力があるということを証明した。インフォーマル経済に参加している人口割合はとても大

きいので、このセクターは一連の政治・経済的な関心を引き寄せる。これらの関心は自ら

を、ある特定の目的を達成するために、国家によって使用される政治手段だとしてきた。

インフォーマル部門内の異なる政治的なカは、このセクターの搾取的な特徴(このセクタ

ーでは、強固なネットワークを持つ人々が優位にある)とインフォーマル経済の流動性や

柔軟性から派生している。流動性や柔軟性は、インフォーマル経済が変化する市場の状況

や、顧客の需要に素早く反応することを可能にしている。このカは、インフォーマル部門

の不均質さに起源を持つ。インフォーマル部門のパフォーマンスを改善する政策を設計す

る前に、インフォーマル部門の不均質な性質を理解することが不可欠である(M叫ler，2005)。

12.3.操業と政策環境

インフォーマル部門企業についての政策論争はインフォーマル経済のフォーマル化に焦

点を当てることによって上手くいっている。そのフォーマル化は、登録、徴税、組織と代

表、法律と規制枠組、生産性向上のためのインセンティブと支援、そして生産的雇用

productive employm四 tを伴う。フォーマル化は、企業における生産性と所得を増加させる目

185 Me仕町M叫l町.τ'hePolitical Dyn回世CSof the Info町田IS田旬IrinTl血盟国a.2nd Modu1e 
Project. Intemational Developm血 tS知也eS.Ro立ildeU皿.ve四ityCen甘e.2005.
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的で提供されるサービスへのアクセス左、利益をもたらすということを保証することが重

要である。この場合の利益とは、実行可能な商業契約の促進、ビジネスの法的オーナシッ

プの簡易化、税控除や生産性・競争力を上げる一連の奨励策を受けられること、そして政

策に戸を反映させることである(例えば、商業組合を通して)。政策の主な目的はより多

くの雇用を創りだすこと、なるべくならフォーマルな雇用を創りだすことであるべきだ。

雇用の創出は、労働集約性を高めること、インフォーマル企業の生産性と競争力をあげる

こと、そして企業がより高い収入を得られる段階へ移行することによって達成される。イ

ンフォーマル企業の生産性やインフォーマル労働力の所得を上げるためには、広く制度や

政策環境に変化が求められる。

インフォーマル企業の生産性とインフォーマル経済におけるワーキングプアの所得を上

げる方法は大きく 2つある。一つ日は、インフォーマル部門の良い面を支援することであ

る。つまり、資源・市場、法的サービスや役人によるハラスメントから保護される権利へ

アクセスしやすくすることである。二つ目は、不当競争に対処したり、インフォーマル企

業に負に働く政策や制度の偏重をEしたりすることによって、ビジネスを行うことのリス

クや費用を減らすことである。

マクロ経済とビジネス環境は、低生産性の企業も含めてインフォーマル企業に協力的で

あるべきだ。そして、インフォーマル活動に対する既存の政策の偏見を取り除いたり、イ

ンフォーマル部門企業を支援する目的の政策を立案し、実施をしたりするものであるべき

だ。これにはインフォーマル企業や労働者によって生産される財やサービスへの需要を生

み出すマクロ政策が必要となる。 Tolen血 0(1995)によると、中小企業の発展を支援する目的

のマクロ経済のフレームワークや政策は、製品やサービスへの需要を決定したり、影響を

与えたりする可能性がある。

中小企業に対する偏った政策フレームワークは、とりわけ設立・運転資金や、機械類、

設備や原料といった投入財へのアクセスを制限してしまう仰eadand LiedhoIm， 1998)。

過去20年間のアフリカ諸国における自由化政策の実施によって、アフリカのビジネス状

況は様々な変化を目撃した。なかでも特に重要な変化には、民間部門の中でのビジネス機

会の開放がある(Kristiansen，2002b)。しかしながら、ビジネスの機会を追い求める中で、中

小企業は公式な手続きや煩雑な手続きによって妨害されてしまうようである。様々な経済

調整プログラムの実施にもかかわらず、小規模ビジネスはとても不利な立場にあるという

意見が増えてきている但eln四時岨dKolstee， 1993; English阻 dHena叫t， 1995; Kristi岨 由 民

2002b)。様々 な研究(L町y，1991; Parker et a1， 1995; Kristians四，2002b)がタンザニアにおけるス

モールビジネスの環境について行われたが、研究のほとんどが中小企業のビジネス環境に

影響を与える要素を特定することに焦点を当てていた。

環境の整備は一部、有利な総体的な政策フレームワークに頼っている。そのフレームワ

ークは、企業と企業家精神をそれぞれ発展、促進させる。同様に、政策フレームワークの

成功は、安定した、よく設計された政策手段とメカニズム、そして中小企業の攻策環境を

一緒に作る政策領域にかかっている。今までのところ、タンザニア政府は中小企業の設立

や成長を促進する数多くのイニシアティブを実施してきた。先ず、 1980年代後半から始ま

った自由化プロセスの結果、市場の拡大が起こった。市場の拡大は過去 10年の間のスモー

ルビ‘ジネスの成長の主な理由であるとみなされている(Tru1田on，1997; Bagachwa， 1993)。次に、
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政府は様々な経済改革プログラムを実施したり中小企業に対する差別的慣習を減らしたり

する、マクロ経済支援を通じて公平な競争の場を作ろうとしてきた。近年のおそらく有意

義な政府による努力は、零細・中小規模企業政策文書の策定である。

スモ}ルビジネスの発展に向けた新しい政策文書は多くの重要な問題に取り組もうとし

ているけれども、自営業者への支援などの零細企業発展プログラムと、特に、零細企業か

ら、小中規模企業への成長を促進する中小企業発展プログラムの聞の政策・プログラムの

繋がりを欠いている。さらに言うと、この政策文書は零細・中小規模企業を網羅している

けれども、零細企業よりは中小企業に重きが置かれている。数の上ではマジョリティであ

るにも関わらず、雇用創出、サーピス供給や生産性という点では、より小さな中小企業の

役割には、ほとんど重きが置かれていないようである。

既存研究はまた、政策が中小企業の活動に影響を与えることができる様々な手段の概要

を述べている(Tolent也0，1995)。それらの手段とは、金融政策、徴税、登録・手続きなどの

統制政策、許認可法、貿易・輸出政策、特に技術や教養のある労働力の生産を促進する教

育政策などである。

インフォーマル経済で操業している企業は、企業家や被雇用者としての権利や資格を守

るための新しい拡大法的フレームワークを必要とする。権利とは、働く権利(例えば、適

切な方法によって公共スベースで物品を販売できること)、商権、所有権を意味する。法

的規制枠組みは単純化されている必要があり、官僚的手続きはインフォーマル企業に登録

を促すために合理化されていないといけない。そして、法的所有権をインフォーマル事業

者が持つ資産にまで適用する必要がある。このことは、資源へアクセスし易くすることに

よって、企業の生産可能性を高める。インフォーマル企業をフォーマルな規制環境に置く

ためのステップは、課税ベースを増加させ、インフォーマル企業による不公平な競争を減

らすだろう。

行政や法律の負担がどの程度までビジネスの成長を妨げるのかは明確ではないが、 Bridge

et札(1998)はビジネスの発展のために使われていたであろう時間や資源を奪うものは何で

も、有害な影響を与えるとみなすのが合理的であると結論付けた。 Bridgeet a1.はまた、スモ

ールビジネスの商業パフォーマンスに政府の政策が大きな影響を与えることは論争の余地

がないと主張する。政策はマクロ経済において中小企業のパフォーマンスに影響を与える

ので、企業家精神の発展を支えるのに重要であるようだ。さらに、政策は法律や規制の制

定を支持し、今度は法律や規制が政府の活動を決定する何凶旬， 1999・21)。

これらの努力にもかかわらず、多くの人はスモールビジネスが比較的にひどく不利な立

場にあると指摘する侭risti阻S阻， 2002b)。ビジネスのアイディアを考えたり、機会を捕えた

りする際の問題に加えて、法律、規制、複税制度や煩雑な手続きが、この国では未だに問

題含みであると指摘される(S釧 a，2003)。

タンザニアにおいてビジネスをする際にかかる費用を削減したり、法的な規制枠組みの

複雑さを緩和したりする必要がある。この複雑さが煩雑な手続きを増やし、レントシーキ

ングを助長する。タンザニアにおける未登録の小規模企業の割合を考えると(推定で 90%

以上)、中小企業振興プログラムがこれらの企業に届くということは考えにくい但DS，
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201Oi86
o それでも、小規模インフォーマル企業はタンザニアの工業化にとって必要不可欠

であるとみなされている。結果として、IntegratedIndustrial Deve10pm聞 tStrategy 2025の提案

の一つは、農村地域に零細・小規模の製造業を誘致するための工業村を設立することであ

る。それらの製造業者は工業クラスターを形成し、工業村への入村に際してはフォーマル

部門としての認証を与えられる(IIDS，2010)。

12.4.情報へのアクセス

タンザニアにおける事業環境は中小企業セクターとその発展の可能性に関する情報への

アクセスに大きな格差があることを示している。インタピューをした企業家の多く (91%)

は、中小企業セクターの発展に関する情報は容易には手に入らないと主張する。いくつか

の研究がスモールピジネスの成長に情報が果たす重要な役割を指摘している。たとえば

S首位包 (1989)阻 dKristiansen (200呈a)は、情報を市場の失敗が最も顕著になる分野の一つであ

るとみなす。市場の失敗は容易に成長を阻害し、持続的に零細・小規模企業を周辺化して

しまう。近年のいくつかの研究もまた、情報へのアクセスを企業家としての成功の重要な

要素の一つであると特定した(Kristiansen，2002b)。タンザニアにおける情報への多岐に渡る

需要は、このセクターの特徴、課題、生産されている財やサービスなどの幅広いセクター

のプロファイル、年齢や性別を含むオーナーの特性、事業発展に組み込まれているコミュ

ニティ、中小企業が操業している市場の特性といったものである。情報の利用可能性は、

ビジネス発展のサーピスのパフォーマンスと影響を評価するのに必要であるだけでなく、

中小企業発展のサーピス提供者を適切に特定、描写するのにも必要である。

情報格差は中小企業セクターの変遷に関する包括的かつ系統立った調査が過去に存在し

なかったことの帰結である。このことが、中小企業セクターの需要、問題、可能性と機会

といったことに関する情報の利用可能性を制限し、信用できないものにしている。

12.5.組織と声

インフォーマル部門における活動はファミリービジネスで、収入を補完する手段か、フ

ォーマル部門に雇用を見つけられない都市居住者にとっての生存戦略であるとみなされる

ことがある。小規模な企業であることは、とても静的な組織構造であるということを意味

するロつまり、オーナーは同時にマネジャーでも労働者でもあり、労働契約は法律や労働

基準に基づかない絶対的なものになりやすい。また、団体交渉はほとんど被雇用者がいな

いのであれば、実行することは難しい。最後に、タンザニアの都市インフォーマル部門に

おける小規模企業は、労働市場における規模の利益を享受できないでいる。平均的に大企

業で働く労働者は、小中規模の企業の労働者より、教育を受けていて、職業訓練を受けて

いそうだということが知られている。企業の規模が小さくなると、生産性と収益も低くな

りがちである。

186 IIDS. Integrated Ind出血alStrategy 20ヨ5.Ministry ofIndustry阻 dTrade. Dar es Sal掴血

2010. 
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不確実性により損なわれるビジネス環境を整備することは、企業を立ち上げ、発展させ

るために投資することへの阻害要因である。阻害要因がなければ、企業はより大きく、そ

してフォーマルに組織化された企業へと成長し、政府による検出を避けるために小規模か

っインフオ}マルでいることを強いられるより、政策支援によって利益を得ることができ

る。

包摂的成長を達成するためには、零細、小中規模企業が生産性を高め、生産的雇用を増

加させることができる、伝導力のある環境が必要である。タンザニアの製造業の大半はイ

ンフォーマルに操業しているので、地方政府はこれらの企業のことを考慮し、支援を提供

する必要がある。

これらの企業のフォーマル化は、もし補足的なイニシアティプがフォーマル化に関して

とられるならば、経済の転換に大きく貢献するかもしれない。

情報格差に並行して、中小企業セクターを代表するE式な全国的または地域の商業組合

はほとんど存在しない尽JRT，2003)。とりわけ、こういった組織が存在しないことが、政策

環境や企業の成長を牽引するために最終的に何がなされるべきなのか、といったことに関

する集団としての意見を中小企業セクターから得ることを難しくしている。

12.6.教育と訓練へのアクセス

教育は一生を通じて、良い雇用の強力な決定要因である。若者の失業率は、求人不足と

提供される教育と雇用者が望むものとのミスマッチが原因で高止まりしている(A音色皿

Economic Outlook， 2012)187.技術ミスマッチを克服するために、教育システムはより包括的、

かっ労働市場の需要(特に、小規模企業や自営業者が必要とする実践的な技術)にリンク

していなければならない。多くのアフリカの若者はフォーマル部門の大企業で賃金労働者

になることを目指しているが、大抵はインフォーマル部門に行き着く。職業・技術訓練シ

ステムは特に企業と協力して行われると、重要な手段となる(A企ic姐EconomicOutlook， 

2012)が、これは取り組むべき課題である。

12.6. 1教育水準

タンザニアの労働力調査の結果が示すところによると、インフォーマル部門の自営業者

の聞では、それがメインの職業であるか副業であるかに関わらず、初等教育が最も多い教

育水準であった(表 12.3を参照)。一般的な定義に基づく中小企業においても状況は似て

いた。メインの職業としている人々の 64%、副業としている人たちの 53%が初等教育を終

了しており、それぞれ 16%と21%の人々が初等教育を終了していない。国の定義を使用し

てみても、同じような結呆が観察された。メインの職業としている人々の中では、初等教

育を終了した男性と女性の割合は 65%とほぼ同じであるのに対し、副業としている人々の

中では、その女性の割合は 49%と男性の 57%に比ベて低くなっている。副業としている女

性のかなりの割合(約 30%)は、一度も学校へ行ったことがない。

187 A企ic阻 E四 nomicOutlook 2012. Promoting You血 Emp10ym巴nt.ADB， AECD， UNDP血 d
UNECA.2012. 
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表 12ぷ教育水準別インフォーマル部門自営業者の分布(%)

教育水準
正業 副業

男性| 女性| 計 男性 | 女性 | 計

就学経験なし 8.0 14.2 11.0 14.9 30.4 22.2 

初等未修了 16.9 14.5 15.7 23.6 18.7 21.3 

初等修了 65.1 63.2 64.2 56.8 48.7 53.0 

中等以上 10.0 8.1 9.1 4.7 2.2 3.5 

言十 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

総数 679，743 623，776 1，303，519 671，248 603，943 1，275，191 

出典:Labour Force Surveys 2006 

12.6目 2技術構造と格差

人的資源の利用可能性と技術に関する格差は、急速に成長する観光業に資する商業的農

業と園芸に関わる分野で見ることができる。例えば、人物画を描く技術、洋裁、ガラス細

工、裁縫、人をもてなす技術などの基礎的なデザイン技能が不足している。

他にも多くの技術格差が中小企業では指摘されている。例えば、ビジネスで使える計画

性、筆記やコミュニケーシヨンの技術である。他にも簿記や査定の技術が必要不可欠であ

る。ステイクホルダー達は、コンビューターの技術、簿記と記録、インターネットの使い

方とウェプデザインを含むオフィスとコンピューターの技術の訓練を増やす必要性を提唱

している。

12.6.3徒弟制度

フォーマル、インフォーマルな職業訓練、就業経験を通じた技術獲得、オンザジョブト

レーニングや在職が、タンザニアの中小企業とインフォーマル部門のために存在する技術

形成の方法である。

企業レベルでは、 2つの方法で行われている徒弟制度が存在する。一つ目の方法は、トレ

ーニングの提供者と雇用者の聞の合意によって、訓練を受ける人がトレーニングに参加し

た後、最後の l年から 2年を徒弟として過ごすというものである。二つ目の方法は、新卒

生が親方や専門家から学ぶために会社にお金を払うという方法である。この形態の徒弟制

度は私企業で行われている(VETA，1997)。

12.6.4 トレーニングコース

タンザニアのインフォーマル企業や中小企業の労働者にとって、企業の外の職業訓練に

参加することは、また別の職業関連訓練の機会である。 Sma11Industries Organization (SIDO) 

は、この種の職業訓練の主な提供者の一つである。 SIDOは財務管理や計画立案と原価計算

などといった新しい技術を教えるために、管理職向けに特別なコースを提供している。SIDO

は 15の訓練所を保有し、企業家達は実際の生産現場で訓練を受ける。これらの訓練所は、

機械工場、電気系統、鋳造作業などといった基本的な工業技術の訓練や、大工、建具取付、

旋盤加工、板金作業などの商売の訓練も提供している。百四 confederationof Tanzania 
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Indus甘ies(CTI) and Tanzania Chamb悶 ofCommerceも組合員に対して、職業訓練支援を行っ

ている。

例えば、 NewVocational岨 dTrai且ingAct of 1994は柔軟で、マルチスキルな訓練システム

の発展を先導しようとしている。つまり、中等教育以上の課程の修了生など、今までに異

なる教育を受けてきた労働者たちの欲する技術に見合うシステムを作ろうとしている。

12.6.5企業家の技能

企業家としての成功の必要条件として、専門的なビジネススキルの獲得を挙げている開

発途上国での研究が数多くある(Nafukho，1998)。しかしながら、タンザニアでは今のところ

企業家の技能を磨いたり、訓練機関の能力を高めたりするための計画的手法は採られてい

ない。今現在、短期のプログラムを提供している機関はほとんどない。

タンザニアの企業文化は今では存在しない 20年続いたシステムと未だに繋がりがある。

そのシステムにおいては、起業家精神は社会主義社会を作るために抑圧されていた。それ

ゆえ、多くの企業が零細、インフォーマル企業に留まり、中・大規模なビジネスへと発展

した企業はほとんどない。社会主義の時代、教育システムは企業家の知識、技術、志向を

教えるように設計されていなかった。しかしながら、最近では高等教育機関や技術訓練所

が数多くある。しかし、そこでのコースは大抵、大規模な公営・私営の企業における「雇

用可能性」に焦点を当てていて、自営業や小規模事業での雇用は対象になっていない。近

年では、也eVocational Education and Training Authority (VETA)が、生徒たちに覚悟をさせる

ために、企業家精神の要素をいくつかカリキュラムに含めるように変更したが、技術訓練

所の卒業生の多くは失業状態にある。高等教育機関の中には、アントレプレナーシップ・

カリキュラムの中に訓練と徒弟教育を組み込むものもある。ダルエスサラーム大学はアン

トレプレナーシップ・センターと同様に、企業家精神を発展させる施策を正式に導入した。

しかしながら、制度的能力には限界があり、これらのプログラムを通して企業家精神を達

成した若者はほとんどいない。この分野に関しては、より積極的なイニシアティブがタン

ザニアの企業文化を養うために必要とされている。

タンザニアにおける企業家の教育と養成に関する詳細な研究が明らかにしたところによ

ると、教育システムの正式なカリキュラムはこの分野のコースやプログラムを提供する機

関の増加に伴って、ますます充実してきている(凪届D，2012i88
o しかしながら、ほとんどの

教育機関は、十分明確な理論的根拠、目的、手段、資源をもたずに企業家精神をカリキュ

ラムに組み込んでいるということも指摘されている。インフォーマルなカリキュラムは多

様で、市場で提供されるコースは自分自身の地位を確立する機会をもたらしてくれる。し

かし、競争相手や経験豊富な指導者の不足という困難に直面している。企業家精神の教育

と技術開発をするための国家戦略が練られる必要がある。

12.7.資本と金融サービスへのアクセス

188 日正ED.Scoping Study for Entrepr，四回目1Curricula in F ormal血 dInformal Education in 
T姐団組a.A study for the ILO Dar es SaI剖m.M町ch2012. 
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12.7. 1特別基金

インフォーマル部門の活動に向けられた政府の基金には、 1993年から 94年にかけて設立

された女性基金や青年開発基金がある。女性基金は緩やかな条件で少額のローンを提供し、

青年開発基金は開発プロジェクトのために若者に緩やかな条件で少額のローンを提供して

いる。 2002年から 03年にかけて A10an gt皿ranteeFund for Export tradeが設立され、産品を

輸出している農家やビジネスマン、組合に対するローンを銀行に保証することを目的とし

ている。 2005年から 06年にかけてタンザニア銀行の下に、小中規模のプロジェクトに対す

るローンの提供を改善するために、銀行にローンを保証する基金が設立された。 1994年に

は農業投入物に対する基金が設立され、農業投入物の輸入業者や個人農家やグループに投

入物を分配している人、その他農業投入物の入手や分配を容易にしたりする活動に対して、

緩やかな条件のローンを提供している。小規模企業家を支援する基金は2000年に設立され、

農村にいる人々が金融機関を通じて緩やかな条件で資金を得られるようにし、さらにロー

ンを借りた企業家のキャパシティビルディングをすることを目的にしている。他にも多く

のイニシアティブが存在するが、それらの多くは小規模で、統一されておらず、主に融資

に焦点を当てている。インフォーマル部門を成長させ、特に小中規模企業の規則的な成長

を達成させるためには、もっと統合されたアプローチが必要である。そういったアプロー

チの要素の概要が以下に記述されている。

12.7.2 金融サービスへのアクセス

金融へのアクセスは小規模企業にとって持続的に障壁となる。金融へのアクセスを得や

すくするために、タンザニア政府は 1990年代初頭から銀行セクターの自由化や、国家に支

配的な役割を減ずる一連の改革を実施してきた。しかしながら、零細・小規模なビジネス

セクターは実質的に銀行のサービスを受けられていない。 FinScopeSurvey (2009)によると、

銀行口座を持っている人の数は少ない(農村居住者の 8.3%、都市居住者の 22.1%)。結果

として、ほとんどのインフォーマル部門企業は自身の貯蓄や、友人・家族からのローン、

金貸し、親戚、回転型貯蓄やクレジットグループなどを使って資金を調達している。The

Household Ent田戸s田 Survey(2011)は、家族経営の企業は、預金者としても借り手としても

金融セクターから取り残されているために、さらに脆弱だと指摘する。信用貸しの急速な

成長にもかかわらず、金融サービスへのアクセスを持つ家族経営の事業者は極端に少ない。

2006年には、わずか6%の家族経営の事業者だけが銀行から融資を受けていた(Wor1dB阻 k，

2011i89。

中小零細企業の金融へのアクセスを制限する主な要因は、計画立案、経理、報告システ

ムの欠如によって示される企業の限定的な管理能力や、規制枠組み、個別の借り手を適切

に特定するシステムの欠如、中小企業に融資をする際の銀行システムの弱点にあるσHDR，

2011)。

12.8.インフラストラクチヤーへのアクセス

189 
Wor1dB岨k.(20 1lb). The h四 郎eholdenterprise sector in Ta陪 'ama:同!yit matters and who 
ca.悶?Policy Research Working Paper 5882. Wor1d Bank， A世間Region， Poverty 
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例えば、Hallberg(2000:9)は、信頼できる輸送手段、倉庫や港湾設備、コミュニケーショ

ンネットワークといった物理的なインフラは、中小企業sの発展に影響を与えると主張する。

多くの農業生産者や農村を拠点としている事業者にとって、最も差し迫ったインフラ問

題は道路の利用可能性である。幹線道路のネットワークは固にとって戦略的重要性がある。

幹線道路は隣国の内陸国と市場を繋ぎ、農村の生産者と都市部をつなぐ。よって、市場へ

農業産品を輸送する時間と費用を削減し、農業投入物や工業製品の農村消費者への供給を

加速させる。

地域・国際市場における農業・資源生産や、観光業、内陸国へのサーピスの供給などに

とって、鉄道や港湾も新しい機会を開拓するために重要である。エネルギー不足もまた事

業者にとって深刻な課題であるo タンザニアは天然ガス、水力、石炭、風力、太陽光など

の様々なエネルギー資源に恵まれているが、そのほとんどは未開発である。タンザニアの

主なエネルギー源は未だにバイオマス(薪・炭)であり、全エネルギー消費の 85.5%を占め

ている。停電の聞の電力供給の維持を自家発電機に頼らなければならないために営業費用

が比較的高くなってしまうことで、タンザニアの企業にそれらの費用を製品の値段に転嫁

せざるを得なくなっている。よって、他国の類似した製品に比べて競争力が失われてしま

うのである。電力の分野は早急に手立てをする必要がある。多くの零細・小規模企業は代

替的な発電手段を持つことができず、電力が使用できない時は操業を一時停止せざるを得

なくなっている。

インフォーマル部門企業の技術へのアクセスは限られている。タンザニアのムトゥワラ

州とリンディ州におけるインフォーマル経済企業についての研究によると、それらの企業

の多くは資産価値が低い製品を生産し、低い技術を使用し、低付加価値の生産しかできて

いない(ILO，2011)。しかしながら、各国間の比較研究から得られる有益な教訓がある。先進

国のある種の産業における小規模企業における技術変遷は、そうしたものが変化する潜在

カを活用できることを示している。このことは、クラスターや経済集団の技術・市場への

アクセスの可能性によって、より強固にされる。

タンザニアの ICT技術は圏内のビジネスの需要を満たすには十分ではない。基礎的な ICT

インフラは限定的であり、細分化されている。高速回線と安価なネットワークは今のとこ

ろ都市部といくつかの小都市に限定されている。都市と農村の小規模企業に有益な支援を

提供するために、 ICTへの投資が拡大される必要がある。

多くのインフォーマル部門の企業は、インフォーマルで不確実性にさらされていて、期

限が経過すると立ち退かなければいけない恐れのある事業用地で操業している。タンザニ

アの例では、 W2011年家内企業調査也e2011 Household En旬rpris開。IE)Survey~ などを含む

近年の研究が、都市部(ビジネスが最も集まっている場所)の中小零細企業は官僚主義や

汚職、測量された区画の数が限られている等の要因により、営業用の建物を建設するため

の区画へのアクセスを得るのに困難を抱えているσHDR， 2011)。それゆえ、多くのインフォ

ーマル部門の企業は路上で操業をしているが、路上の労働条件は劣悪で、当局による強制

立ち退きやハラスメントによって生計手段を失う可能性にも直面している。地方政府当局

は、事業者のために事業用地を準備することを期待されているにもかかわらず、既存の規

制を施行するという名目の下で、事業者の強制立ち退きゃ、商品の没収、操業のための仮
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庖舗の破壊などを行っている。こうした不確実性の問題は、ひるがえって事業者たちが信

用にアクセスすることを困難にする。固定的な事業用地や住所を持たないビジネスに融資

を行う貸し手は、ほとんど存在しないからである。さらに言えば、事業者が直面している

危険性もビジネスを拡大する動機を損ないがちである。事業者の中には、いまでは移動式

の建物の使用を選ぶものもいる。

ビジネスを発展させるサービスのための市場は限られていて、市場の失敗が事業振興サ

ービス (BDS)市場へのインフォーマル部門企業のアクセスを排除している。公共サービス

全体において組織としての能力や志向性が不足していることが、事業振興サービス市場の

成長を促進する政府の役割を制約している。例えば、地方政府の中小零細企業を担当して

いる課は、自分たちの役割を統制と取締だと認識しているσHDR，2011)。事業振興サービス

の民間供給者たちの中には、タンザニアで操業しているものもあるが、多くの小規模企業

はそれらのサービスにお金を払う余裕はない。関係者の一致した努力が必要とされている。

12.9. 結輪

主要な目標は、インフォーマル部門の事業者たちの所得が向上するよう能力を強化する

ことであると同時に、成長カを備え、生産的な雇用を創り出し、生産性や競争力が上がる

ようにインフォーマル企業を転換させることに置かれるべきである。インフォーマル経済

が必要としているものは、公正な競争の場を導入したり、インフォーマルとフォーマル経

済の公平なつながりを促進したりするような一連の支援であり、フォーマルで働くことと

インフォーマルに働くこととの相対的な費用・便益のバランスを図りながら支援をする必

要がある(Chen，2007)。社会的な企業としての責任の実践を促し、政策策定の中でインフォ

ーマル企業を組織化するための規制枠組が求められている。また、企業のフォーマル化の

ためには次のようなことが伴う必要があろう。履行強制が可能な商業契約を広げるなどし

て企業のフォーマル化のインセンティブを提供するとともに、認可と登録を簡易化し、事

業用地や生産手段の法的な所有権を保障し、生産性や競争力を向上させるインセンティブ

パッケージを付与することなどである。

一連の支援はインフォーマル部門の企業のビジネスコストを減らすように、審査・実行

される必要があるし、インフォーマル部門企業や企業家、労働者が抱える特定の制約、ニ

ーズ、リスクに見合うように作られた政策支援を導入する必要がある。経済社会政策をイ

ンフォーマル経済企業への影響という観点から、再考することも必要である。そして、イ

ンフォーマル企業の異なるカテゴリーに、異なる政策が与える正負両方の影響を測定監視

するための仕組みを機能させる必要がある。一番重要なことは、政策支援がインフォーマ

ル企業の組織を強くすること、ルール策定や政策決定過程における、これらの組織のプレ

ゼンスを持続的に向上させることである。
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